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税務訴訟資料 第２６５号－８３（順号１２６６６） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、第●●号ないし第●●号 所得税更正処分取消等請

求事件、平成●●年（○○）第●●号、第●●号 更正の請求拒否通知処分取消請求事件 

国側当事者・国（右京税務署長・日野税務署長・中野税務署長・福岡税務署長・天王寺税務署長・昭

和税務署長・世田谷税務署長・品川税務署長・諏訪税務署長・芝税務署長） 

平成２７年５月２１日認容・控訴 

 

判     決 

当事者の表示   別紙１当事者目録記載のとおり 

（なお、別紙１で用いた略語は以下の本文及び他の別紙でも用いることとする。） 

 

主     文 

１ 右京税務署長が平成２３年３月９日付けで原告甲に対してした原告甲の平成１９年分の所得税

に係る更正のうち、総所得金額８８７９万６３２０円、納付すべき税額２２０９万１７００円を超

える部分及び過少申告加算税賦課決定のうち、８５万円を超える部分を取り消す。 

２ 日野税務署長が平成２２年７月３０日付けで原告乙に対してした原告乙の平成１９年分の所得

税に係る更正のうち、総所得金額６２９９万５８４９円、納付すべき税額２１０４万５４００円を

超える部分を取り消す。 

３ 中野税務署長が平成２２年７月３０日付けで原告丙に対してした原告丙の平成１９年分の所得

税に係る更正の請求に対する更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

４ 福岡税務署長が平成２３年３月１１日付けで原告丁に対してした原告丁の平成１９年分の所得

税に係る更正のうち、総所得金額３億５１４３万７４４１円、納付すべき税額８１０１万６３００

円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 

５ 天王寺税務署長が平成２３年３月１０日付けで原告戊に対してした原告戊の平成１９年分の所

得税に係る更正のうち、総所得金額１億２４０５万８４３８円、納付すべき税額３４４８万７００

０円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 

６ 昭和税務署長が平成２３年３月８日付けで原告Ａに対してした原告Ａの平成１９年分の所得税

に係る更正のうち、総所得金額１億２６３２万０３７９円、納付すべき税額３７２２万５６００円

を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 

７ 世田谷税務署長が平成２３年３月１１日付けで原告Ｂに対してした原告Ｂの平成１９年分の所

得税に係る更正のうち、総所得金額１億５４７７万５３０８円、納付すべき税額５８０５万３２０

０円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 

８ 品川税務署長が平成２３年３月１１日付けで原告Ｃに対してした原告Ｃの平成１９年分の所得

税に係る更正のうち、総所得金額２億８１３２万８５２５円、納付すべき税額６０２４万４１００

円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 

９ 諏訪税務署長が平成２３年３月１０日付けで原告Ｄに対してした原告Ｄの平成１９年分の所得

税に係る更正のうち、総所得金額１億５５３３万６６８９円、納付すべき税額３６８９万７９００

円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 

10 芝税務署長が平成２３年３月１０日付けで原告Ｅに対してした原告Ｅの平成１９年分の所得税
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に係る更正のうち、総所得金額４億１７６５万９５０４円、納付すべき税額８８８４万６２００円

を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 

11 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 主文同旨 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告らが、他の出資者と共に組合契約を締結して民法上の組合を組成した上、金融機

関から金員を借り入れて航空機を購入し、これを航空会社に賃貸する事業を営んでいたところ、

航空機を売却して当該事業を終了する際、①航空機の購入原資の一部となった借入金の一部に係

る債務の免除を受けたことによる利益（以下「本件ローン債務免除益」という。）及び②当該組

合の業務執行者に対して支払うべき手数料に係る債務の免除を受けたことによる利益（以下「本

件手数料免除益」といい、本件ローン債務免除益と併せて「本件各免除益」という。）が発生し

たことについて、それぞれ各処分行政庁から、本件各免除益が所得税法２６条１項所定の不動産

所得や同法３５条１項所定の雑所得に該当するとして、更正をすべき理由がない旨の通知又は更

正及び過少申告加算税賦課決定を受けたことから、本件各免除益はいずれも同法３４条１項所定

の一時所得に該当すると主張し、これらの処分はいずれも違法であるとして、その全部又は一部

の取消しを求める事案である。 

 なお、被告は、本件訴訟において、本件ローン債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は、

主位的には不動産所得に、予備的には雑所得に、それぞれ該当すると主張している。 

１ 関係法令の定め 

 本件の関係法令の定めは、別紙２「関係法令の定め」記載のとおりである。なお、別紙２にお

いて改正注記をしたものについては、本文及び他の別紙においても同様であるから、改正注記を

省略する。 

２ 前提事実（証拠等を掲げていない事実は、当事者間に争いがない。なお、以下、書証について

は、特記するものを除き、各枝番を含むものとする。） 

（１）原告らによる組合契約の締結 

ア Ｆ株式会社（以下「Ｆ」という。）は、平成１０年３月２３日付けの「航空機賃貸事業の

ご案内－Ｇ向けリース」という文書により、個人投資家とＦの関連会社を組合員とする民法

上の任意組合を組成した上、組合員による出資金と金融機関からの借入金（責任財産を原則

として組合財産に限定したもの）を原資として航空機を購入し、その航空機を航空会社に貸

し付けるという航空機リース事業について、出資者（組合員）の募集を行った。（乙Ａ１） 

イ Ｆの募集に応じた原告ら１０名を含む個人投資家●名とＦの関連会社であるＨ有限会社

（以下「本件業務執行者」という。）の合計●名（以下「本件各組合員」と総称する。）は、

平成１０年４月●日付けで、要旨次のような内容を含む任意組合契約（以下「本件組合契約」

といい、本件組合契約に基づいて組成された民法上の組合を「本件組合」という。）を締結

した。 

（ア）組合の名称（第１条） 

 本件組合はＩと称する。 
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（イ）目的（第２条） 

 本件組合は、本件各組合員が出資した出資金及び本件組合の資産に適当な担保を設定し

て金融機関から借り入れた金員をもって航空機１機（●●年製●●型機、製造番号●●。

以下「本件航空機」という。）を取得し、取得した本件航空機をＧ（以下「Ｇ」という。）

又はその他の賃借人にリースし、リース契約終了後は本件航空機の売却等の処分をすると

いう、航空機の取得、賃貸、管理、売却及びこれに附帯する一切の事業（以下、併せて「本

件組合事業」という。）を行うことによって、組合員相互の利益を図ることを目的とする。 

（ウ）組合の発足時期及び存続期間（第３条及び第４条） 

 本件組合の存続期間は、本件組合契約の契約書に別に定める場合のほか、本件組合が発

足する平成１０年４月●日から７年間とする。 

 ただし、業務執行者が存続期間の延長を提案し、かつ、本件組合に対する出資割合の過

半数を有する本件各組合員の書面による同意が得られた場合には、これを延長する。 

（エ）業務執行者（第８条） 

 本件各組合員は、本件業務執行者を本件組合の唯一の業務執行者と定め、本件組合にお

ける一切の業務執行を委任する。本件業務執行者以外の本件各組合員は、本件組合契約に

定めるもののほか、何ら業務についての権限を有しない。 

 業務執行者は、本件組合から、本件組合の業務執行に対する報酬として、リース契約所

定のリース料の３％相当額（消費税込み。）の支払を受けることができる（以下、この報

酬を「本件手数料」という。）。 

（オ）事業年度及び事業報告（第９条及び第１１条） 

 本件組合の事業年度は、１月１日から１２月３１日までの１年間（初年度の開始日は本

件組合発足の日から１２月３１日まで、最終年度は１月１日から本件組合の解散の日まで

とする。）とし、業務執行者は、各事業年度の本件組合事業につき、貸借対照表及び損益

計算書を作成し、各事業年度終了後６０日以内に本件各組合員に送付して報告を行う。 

（カ）損益の分配（第１０条） 

 業務執行者は、本件組合事業から生ずる損益を事業年度毎に計算し、本件各組合員に対

し、その出資割合に応じて分配する。 

（キ）重要事項に関する特則（第１３条） 

 本件航空機全部の売却及び本件組合の存続期間の延長は、業務執行者の提案に基づき、

本件組合に対する出資割合の過半数以上を有する本件各組合員の書面による同意により

行われる。 

（ク）解散（第２２条） 

 本件組合は、存続期間が満了した場合や本件航空機全部を売却した場合等に解散する。 

（ケ）清算（第２３条） 

 本件組合を解散したときは、業務執行者が清算人となる。清算人は、現務の結了、債権

の取立て及び債務の弁済並びに残余財産の引渡しを行うために必要な一切の行為を行う

ことができる。また、残余財産は本件各組合員の出資割合に応じて配当する。 

ウ 本件各組合員は、本件組合契約に基づき、別紙３出資金等一覧表の「出資金」欄記載のと

おりの出資をし、同表の「出資割合」欄記載の出資割合により、本件組合による本件組合事

業から生じる損益の分配を受けることとなった。 
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（２）最初のリース契約の締結 

ア 本件組合は、平成１０年４月２４日、Ｊ,Tokyo Branch（本件組合の解散時の商号は、Ｋ

銀行東京支店。以下「本件融資銀行」という。）を貸主、本件組合を借主とし、利率を年７．

８２％、返済期間を同年５月６日から平成１６年４月２０日まで、毎月の返済金額を３９万

３０００米国ドル（以下「ドル」という。）（元利均等払。ただし、同月５日は１８万４００

０ドル、同月２０日は１４２７万３７６６．２６ドル）とする金銭消費貸借契約（以下「本

件ローン契約」という。）を締結し、本件航空機の購入資金として３１４３万５４４２．４

９ドルを借り入れた（以下、本件ローン契約に基づく借入元本、利息金その他返済金を併せ

て「本件借入金」という。）。 

 なお、本件ローン契約では、本件借入金の返済原資を原則として本件航空機等の本件組合

の組合財産のみに限定し、本件各組合員の個人財産を返済の原資としないものと定められて

いたが（以下、この定めをした条項を「ノン・リコース条項」という。）、これに加えて、一

定の場合に本件借入金に係る債務のうちの本件航空機等の本件組合の組合財産を上回る部

分を当然に免除する旨の条項等は設けられていなかった。（甲Ａ２、弁論の全趣旨） 

イ 本件組合は、平成１０年４月２４日、本件各組合員の出資した出資金及び本件ローン契約

に基づく借入金を原資として、本件航空機を４２００万ドルで購入した。 

ウ 本件組合は、Ｇとの間で、期間を平成１０年４月から平成１６年４月まで、リース料を月

額４３万ドルとして、本件航空機を貸し渡す旨のリース契約（以下「旧リース契約」という。）

を締結し、平成１０年４月、Ｇに対して本件航空機を貸し渡し、Ｇが倒産した平成１３年ま

での間、旧リース契約で定められたリース料の支払を受け、同リース料のうち３９万３００

０ドルを毎月の本件借入金の返済（元利均等払）に充て、その残額を毎月の本件手数料の支

払等に充てていた。 

（３）Ｇの倒産と新たなリース契約の締結 

ア 本件航空機のリース先であったＧは、平成１３年９月１１日に発生したアメリカ合衆国に

おける同時多発テロ事件（航空機テロ事件）の影響を受け、同年１１月●日、倒産した。（弁

論の全趣旨） 

イ 本件組合は、平成１４年５月頃、Ｌ（平成１６年１月１３日に「Ｍ」へ商号変更。以下「Ｌ」

という。）との間で、期間を平成１４年５月１０日から平成１６年３月３１日まで（１年間

のリース期間延長のオプション付き）、リース料を月額９万ドルから１３万ドルとして、本

件航空機を貸し渡す旨のリース契約（以下「新リース契約」という。）を締結し、Ｌに対し

て本件航空機を貸し渡した。（甲Ａ３、甲Ａ５、弁論の全趣旨） 

 なお、本件組合とＬは、平成１５年６月１９日、新リース契約について、リース期間を平

成２２年３月３１日までに、平成１６年４月１日以降のリース料を月額１２万５０００ドル

に、それぞれ変更する旨合意した。（甲Ａ４、甲Ａ５、弁論の全趣旨） 

ウ 本件組合は、Ｇの倒産に伴う本件航空機の取戻し及びＬとの間の新リース契約に関する費

用が必要となったため、平成１４年５月８日、同年６月１７日及び平成１５年４月８日の３

回に分けて、Ｆから総額２７６万６０９３．２７ドルを借り入れて（以下、この借入れに基

づく借入元本、利息金その他返済金を「Ｆ借入金」という。）、上記費用の支払に充てた。（甲

Ａ３、甲Ａ４、甲Ａ８、乙Ａ２、弁論の全趣旨） 

エ 本件組合は、新リース契約における月額リース料が本件借入金の返済月額に足りないもの
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となったことから、平成１４年１１月２５日、平成１５年７月２日及び平成１８年１２月２

２日の３回にわたり、本件融資銀行との間で、本件ローン契約の契約内容の見直しを行い、

その結果、新リース契約のリース料全額を本件借入金の返済に充当することや返済期限を平

成２２年３月３１日までに延長すること、利率を年５．４８％に変更することなどが合意さ

れたが、ノン・リコース条項の変更は行われていない。 

（４）本件手数料の支払猶予 

ア 本件各組合員は、本件組合契約に基づき、本件業務執行者に対し、本件航空機のリース料

の３％に相当する本件手数料を支払うことになっていたところ、Ｇの倒産からＬとの間の新

リース契約の締結までの間は本件航空機に係るリース料収入を得られなかったことや、新リ

ース契約における月額リース料全額が本件借入金の返済に充てられることになったことか

ら、平成１３年１１月分以降、本件手数料を支払うことができなくなった。 

イ 本件業務執行者は、上記のような状況を受けて、平成１４年８月１日付けで、本件各組合

員に対し、新リース契約のリース期間中の本件手数料の支払については、新リース契約の終

了時又はそれ以降に繰り延べられることになる旨通知した。（甲Ａ３） 

ウ 原告らは、本件手数料を支払わなくなった平成１３年１１月以降も、従前と同様に、本件

手数料のうちの自らの出資割合に相当する部分を不動産所得の必要経費に算入して所得税

に係る確定申告を行っていた。（弁論の全趣旨） 

（５）本件組合の解散 

ア 本件組合は、平成１５年４月２３日付けの本件業務執行者の提案に基づき、出資割合の過

半数を有する組合員の同意により、その存続期間を平成２９年４月２１日まで延長した。

（甲Ａ４、甲Ａ５） 

イ 本件業務執行者は、平成１９年２月１日付け報告書により、本件各組合員に対し、次のと

おり、本件航空機を売却して本件組合事業を終了するという提案を行った。 

（ア）米国などにおける景気低迷、平成１３年９月の米国での同時多発テロ、イラク戦争等の

影響により、航空業界は、かつて経験したことがないほど厳しい状況になり、航空機マー

ケットも低迷が続いている。また、Ｎ社が平成１６年１０月に●●型航空機（●●及び●

●）の生産を中止したため、本件航空機に関するマーケットは依然として厳しい状況にあ

る。 

 そして、鑑定会社５社の評価によると、本件航空機の平成１９年１月時点の市場価格は、

１３６０万ドルないし１８４８万ドルであるが、これは同年２月時点の本件借入金の元本

残高である約２１３０万ドルを下回る水準となっている。 

 このような状況の中で本件組合事業を継続しても、出資金の回収の見込みが生じる可能

性は小さい。 

（イ）以上の情報と諸般の事情を前提に、本件組合の業務執行者として、本件融資銀行及びＦ

と交渉を行った結果、次のａないしｄの取引についての合意を取り付けることができる見

込みとなり、これらにより、本件各組合員に追加出資を求めることなく、本件組合事業を

終了させることが可能となった。 

ａ 本件組合は、平成１９年２月５日を基準として本件航空機を１７００万ドルで売却す

る（本件航空機の最終的な売却価格は、実際の売却日によって変更になる可能性があ

る。）。 
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ｂ 本件組合は、上記の本件航空機の売却代金の一部を用いて、本件融資銀行に対して約

１４００万ドルを支払うことにより、本件借入金を完済し（平成１９年２月時点の本件

借入金の元本残高は約２１３０万ドルであるが、本件融資銀行との交渉により、その返

済必要額が減額される予定である。）、当該返済に充てた残額により、Ｆ借入金（金利を

含めて約３００万ドル）を完済する。 

ｃ 本件組合は、Ｇの倒産時に、本件航空機を取り戻すため、Ｇが支払っていなかった管

制料や空港使用料等をカナダ当局等に対して立替払しているところ、この立替金を取り

戻すために行ったカナダの裁判に関連して今後発生する債権債務をＦに譲渡し、本件各

組合員には当該裁判に関する資金負担が今後発生しないようにし、本件組合事業を速や

かに終了させる。 

ｄ 本件組合事業においては、本件航空機売却の手数料は機体売却価格の３％となってい

るが、今回の売却に伴う手数料については０とする。 

ウ 上記イの提案について、本件組合契約１３条に基づき、本件組合の出資割合の過半数を有

する組合員が、書面によって同意をした。（弁論の全趣旨） 

エ 本件組合は、平成１９年２月５日、本件融資銀行との間で、本件融資銀行に対して本件ロ

ーン契約に基づく債務の全部かつ最終の弁済として１４００万ドルを同年３月５日に支払

う旨合意した。 

オ 本件業務執行者は、平成１９年３月５日、本件航空機を１７００万ドルで売却した。 

カ 本件組合は、平成１９年３月５日、本件融資銀行に対し、本件航空機の売却代金を原資と

して、本件借入金の元金の弁済として１４００万ドル（同日現在の元本残高は２１１７万４

５６２．７１ドル）を、同日までの利息の弁済として１０万０１１７．１７ドルを、それぞ

れ支払い、その一方で、本件融資銀行から、本件借入金に係る残債務（７１７万４５６２．

７１ドル）を免除された（以下、本件融資銀行が行ったこの債務免除を「本件ローン債務免

除行為」という。）。（甲Ａ１０、甲Ａ１１、甲Ａ２２、甲Ａ２４） 

 本件ローン債務免除行為によって本件ローン債務免除益が発生し、原告らについて、別紙

３出資金等一覧表のとおり、出資割合に応じた債務免除益が発生した。（甲Ｂイないしヌの

各１） 

キ 本件組合は、平成１９年３月５日、本件業務執行者から、同日時点で未払となっていた本

件手数料に係る債務全額（合計２３万１３７０ドル）を免除された（以下、本件業務執行者

が行ったこの本件手数料の免除を「本件手数料免除行為」という。）。（甲Ａ１１、甲Ａ１４） 

 本件手数料免除行為によって本件手数料免除益が発生し、原告らについて、別紙３出資金

等一覧表の「本件手数料免除益」欄記載のとおり、出資割合に応じた債務免除益が発生した。

（甲Ｂイないしヌの各１、弁論の全趣旨） 

ク 本件組合は、平成１９年３月６日、Ｆに対し、本件航空機の売却代金を原資として、Ｆ借

入金の残額２９８万９５８７．１９ドルを弁済した。（甲Ａ１１、甲Ａ１２、甲Ａ１３、甲

Ａ２４） 

ケ 本件組合は、平成１９年３月●日、本件組合契約２２条に基づいて解散した。（弁論の全

趣旨） 

（６）本件業務執行者による本件各免除益の扱い等 

ア 本件業務執行者（本件組合の清算人）は、本件組合の平成１９年１月１日から同年３月●
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日までの事業年度の損益計算書において、本件各免除益を、債務免除益として計上した。 

イ 本件業務執行者は、本件各組合員に対し、本件各免除益を記載した本件組合の損益計算書

や、出資割合に応じた本件各組合員それぞれの本件各免除益（別紙３出資金等一覧表の「本

件各免除益」欄記載のとおり）を記載した計算書等を会計報告書として送付した。 

（７）確定申告及びこれに対する更正等 

 別紙４「更正等の経緯」のとおり、原告らは、それぞれ、平成１９年分の所得税に係る確定

申告等をし、これらに対して各処分行政庁による更正等がされたが、その概要は、次のとおり

である（別紙５の１ないし１０参照）。なお、別紙４で用いた略語は以下の本文及び他の別紙

でも用いることとする。（甲Ｂイないしヌの各１ないし４、弁論の全趣旨） 

ア 原告らは、それぞれ、平成１９年分の所得税について、本件各免除益のうちの出資割合に

応じた部分の金額を、原告乙及び原告丙については雑所得に係る総所得金額に、原告丁、原

告戊、原告Ａ、原告Ｂ、原告Ｃ、原告Ｄ及び原告Ｅについては一時所得に係る総所得金額に、

それぞれ算入し、原告甲についてはいずれの所得に係る総収入金額にも算入せず、確定申告

をした（原告Ａについては修正申告もした。）。 

イ 原告乙及び原告丙は、上記アの各確定申告後、本件各免除益は一時所得に該当するなどと

して、それぞれを所轄する各処分行政庁に対して更正の請求をしたが、原告乙更正請求に対

しては、日野税務署長が、社会保険料の控除漏れは認めたものの、本件各免除益は不動産所

得に該当するとして原告乙更正処分を、原告丙更正請求に対しては、中野税務署長が、更正

をすべき理由がない旨の原告丙通知処分を、それぞれした。 

 また、原告丁、原告戊、原告Ａ、原告Ｂ、原告Ｃ、原告Ｄ及び原告Ｅについては、本件各

免除益が一時所得に該当するものとして、確定申告を行っていたため、同原告らを所轄する

各処分行政庁は、いずれも、本件各免除益が雑所得に該当するとして、各更正及び過少申告

加算税賦課決定をした。 

 さらに、原告甲については、原告甲確定申告において本件各免除益を申告していなかった

ため、右京税務署長は、本件各免除益が雑所得に該当するとして、原告甲更正処分及び原告

甲賦課決定処分をした。 

ウ 原告らは、上記の各更正等（以下「本件各更正処分等」という。）に対して、それぞれ適

法な不服申立てをした。 

（８）本件各訴えの提起 

 原告らは、平成２４年７月１３日、それぞれ本件各訴えを提起した。（顕著な事実） 

３ 被告が主張する更正等の根拠と適法性 

 被告が主張する本件各更正処分等の根拠と適法性は、別紙６「更正等の根拠と適法性（被告の

主張）」のとおりである。 

４ 争点及び当事者の主張の要旨 

 本件における争点は、本件各免除益の所得区分であり、具体的には、① 本件ローン債務免除

益が、一時所得に該当するか、あるいは、雑所得に該当するか、② 本件手数料免除益が、不動

産所得に該当するか、不動産所得に該当しない場合に、一時所得に該当するか、あるいは、雑所

得に該当するか、が争われている。 

 争点に関する当事者の主張は、別紙７「被告の主張」及び別紙８「原告らの主張」のとおりで

あるが、その要点は以下のとおりである。なお、別紙７で用いた略語は以下の本文及び他の別紙
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でも用いることとする。 

（１）被告 

ア 本件ローン債務免除益は、一時所得に該当せず、雑所得に該当する。 

（ア）ある所得が、所得税法における所得区分のいずれに該当するかを判断するに当たっては、

当該所得が得られた直接的な原因（原因をなす行為等の事実やそれに対する法的評価）を

重要な考慮要素としつつ、それ以外にも所得の性質や発生の態様及びそれに関連する事実

関係をも総合考慮した上で、事実関係に即した法的評価を行い、利子所得ないし雑所得の

１０種類の所得の意義及び要件を定めた同法２３条ないし３５条のいずれに該当するか

を判断すべきである。 

（イ）本件ローン債務免除益が除外要件を充足することは認める。 

（ウ）原告らを含む本件各組合員が営んでいた本件組合事業は、本件各組合員による出資金及

び本件借入金をもって本件航空機を取得し、これを賃貸、管理、売却すること及びこれら

に附帯する一切の業務を含むものであり、これにより組合員相互の利益を図ることを目的

とするものであるから、「営利を目的とする継続的行為」に該当することは明らかである。

そして、本件ローン債務免除益は、原告らを含む本件各組合員が営む本件組合事業を遂行

するに当たって不可欠な本件航空機の取得資金を調達するために締結した本件ローン契

約において、追加出資のリスクを回避するためにノン・リコース条項が設けられているこ

とを前提として、本件組合が本件ローン契約において定められた債務者としての義務を履

行し続けたことにより、本件航空機を売却した際にその売却代金を含む組合財産によって

返済できなかった本件ローン契約に基づく本件借入金に係る残債務につき、本件融資銀行

から免除を受けることによって発生したものである。したがって、本件ローン債務免除益

は、原告らが営む航空機賃貸事業の一環として生じたものであって、賃貸料収入等と同様、

営利事業から生じる定期的あるいは回帰的な所得と把握し得るものであるから、営利を目

的とする継続的行為から生じた所得に該当し、非継続要件を充足しない。 

（エ）次に、非対価要件における対価性は、直接的な対価関係より相対的に広い概念であり、

ある者が別の者から何かを受け取る場合において、そこに牽連関係が存在したと認め得る

状況があれば、労務その他の役務の対価としての性質を有するものとして、非対価要件を

充足しない。 

 そして、本件ローン債務免除益の発生の態様及び考慮すべき事実関係をみると、原告ら

は、航空機賃貸事業における事業主で、かつ、本件ローン契約における金員の借主であり、

ノン・リコース条項が設けられた本件ローン契約により、本件航空機等の本件組合の財産

のみを本件融資銀行の掴取権の対象にした契約上の地位にあることに加え、本件融資銀行

における本件ローン契約の締結及びその後の本件ローン債務免除行為までの一連の行為

に経済的合理性が認められることからすると、原告らが本件融資銀行にリスク投資の機会

を与えたとの関係が認められ、このような関係から生じた本件ローン債務免除益には牽連

関係が存在した状況を認めることができるから、本件ローン債務免除益は非対価要件を充

足しない。 

（オ）したがって、本件ローン債務免除益は一時所得に該当せず、雑所得に該当する。 

イ 本件手数料免除益は不動産所得に該当する。仮に不動産所得に該当しないとしても、一時

所得には該当せず、雑所得に該当する。 
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（ア）不動産所得に該当する不動産等の貸付けによる所得とは、使用収益期間に対応して定期

的かつ継続的に支払われる賃料がその典型であるが、これに限らず、賃借人から賃貸人に

移転される経済的利益のうち、目的物を使用収益する対価としての性質を有するもの又は

これに代わる性質を有するものをいう。そして、ある所得が不動産所得に該当するか否か

は、当該所得が得られた直接的な原因だけでなく、所得の性質や発生の態様及びこれらに

関連する事実関係も考慮要素に含めて判断すべきである。 

 この点、不動産所得の必要経費に該当するというためには、当該所得を得るための活動、

すなわち不動産貸付事業（ないし業務）と直接の関連を有し、当該事業（ないし業務）を

行うために客観的に必要な支出であることが必要とされるのであり、このような必要経費

に該当する支出と当該事業（ないし業務）との関連性は、事後的に当該必要経費に係る支

払が免除されたからといって直ちに失われるものではない。そうすると、不動産所得の金

額の計算上、必要経費に算入した費用が未払となっていたところ、その後、当該未払とな

っている費用について債権者から債務免除を受けた場合の当該債務免除を受けた部分に

ついては、特別な事情がない限り、当該債務免除益が生じた日の属する年分の不動産所得

の総収入金額に算入すべきである。このように解することは、必要経費に算入されていた

費用に係る債務の免除が、過去に不動産所得から控除していた必要経費を事後的に減少さ

せ、その結果、不動産所得を増加させるという経済的実質をもっていることや、所得税法

の他の規定からみても理由がある。 

 そして、本件手数料は、本件組合事業の執行を本件業務執行者に委託したことに基づく

当該業務執行に対する報酬であり、原告らが本件組合を通じて行った本件航空機の賃貸に

よる不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入されていたものであるところ、本件手数

料免除益は、未払となっていた平成１３年１１月分以降の本件手数料全額を本件業務執行

者が債務免除したこと（本件手数料免除行為）によって発生した経済的利益であるから、

不動産所得に該当するということになる。 

（イ）仮に、本件手数料免除益が不動産所得に該当しないとしても、本件手数料免除益は、未

払となっていた平成１３年１１月分以降の本件手数料を本件業務執行者が債務免除した

ことによって生じた経済的利益であり、本件組合の活動から得られた損益として認識され

たものである。そして、本件手数料免除益は、営利を目的とする継続的行為に該当する本

件組合事業（航空機賃貸事業）の一環から生じたものであること、そして、原告らが本件

組合事業の委託者である本件組合の組合員であるが故に生じたものであることからすれ

ば、偶発的に生じたものではなく、営利を目的とする継続的行為から生じた所得であり、

労務その他の役務の対価としての性質を有することも明らかであるから、本件手数料免除

益は一時所得には該当せず、雑所得に該当する。 

（２）原告ら 

ア 本件ローン債務免除益は一時所得に該当する。 

（ア）ある所得が一時所得に該当するためには、①利子所得、配当所得、不動産所得、事業所

得、給与所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち（除外要件）、② 営

利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で（非継続要件）、③ 労務

その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないもの（非対価要件）という各

要件を充足する必要があるところ（所得税法３４条１項）、本件ローン債務免除益が除外
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要件を充足することは、当事者間に争いがない。 

（イ）また、本件ローン債務免除益が発生した原因は本件ローン債務免除行為であるところ、

本件ローン債務免除行為は、原告らが本件組合を通じて行っていた本件組合事業において

予定されておらず、偶発的に行われたものであり、かつ、繰り返し生じることが予定され

ていない１回限りのものであるから、本件ローン債務免除益は非継続要件を充足する。 

（ウ）さらに、本件ローン債務免除益の発生に関し、原告らは本件融資銀行に対して何ら「労

務その他の役務」の提供や「資産の譲渡」を行っていないから、本件ローン債務免除益は

非対価要件も充足する。 

（エ）したがって、本件ローン債務免除益は一時所得に該当する。 

イ 本件手数料免除益は、不動産所得に該当せず、一時所得に該当する。 

（ア）本件手数料免除益が発生した原因は、本件業務執行者が未払となっていた本件手数料に

係る債務を免除したという本件手数料免除行為であるところ、本件手数料免除益が本件航

空機の貸付けによる所得でないことは明らかであり、また、本件手数料免除行為を行った

本件業務執行者は本件航空機の借主でもないから、本件手数料免除益は不動産所得に該当

しない。 

（イ）次に、本件手数料免除益は、不動産所得に該当しないことを含めて、除外要件を充足す

る。また、本件手数料免除益の発生原因である本件手数料免除行為は、本件組合事業終了

時に未払となっていた本件手数料を支払う資金が本件組合になかったなどの事情に鑑み

て、本件業務執行者がやむなく行ったものであり、本件組合事業の開始する時点で予定さ

れておらず、偶発的に行われたものであり、かつ、本件組合契約上も繰り返して生じるこ

とは予定されていない１回限りのものであるから、本件手数料免除益は非継続要件を充足

する。さらに、本件手数料免除益に関し、原告らは本件業務執行者に対して何ら「労務そ

の他の役務」の提供や「資産の譲渡」を行っていないから、本件手数料免除益は非対価要

件も充足する。 

（ウ）したがって、本件手数料免除益は一時所得に該当する。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 前提 

（１）本件組合事業によって得られた所得の納税義務者 

 民法上の組合（任意組合）は、複数の組合員が共同の事業を営む組織であり、組合員となる

者が出資をして共同の事業を営むことを約する旨の組合契約を締結することによって設立さ

れるが（同法６６７条１項）、組合は事業の主体ではあっても、権利義務の帰属する法主体で

はないから、その活動によって得られる損益は、組合を通り抜け、組合契約で定める損益分配

割合（同法６７４条）に応じて直接各組合員に帰属する。 

 所得税法は、民法上の組合の活動によって生み出された所得の計算や組合員に対する所得配

分について何ら規定を設けていないものの、上記のとおり、民法上の組合は法主体ではなく、

その活動による損益は直接各組合員に帰属することからすると、組合の活動によって生み出さ

れた所得に関しては、組合員がそれぞれ納税義務を負うことになる。 

 そして、前提事実（１）イのとおり、原告らを含む本件各組合員は、本件組合契約を締結し

て民法上の組合である本件組合を組成し、本件融資銀行からの本件借入金と本件各組合員の出

資した出資金を原資として本件航空機を購入し、本件航空機を賃貸するという本件組合事業を
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営んでいるところ（本件組合契約２条）、本件組合事業による損益は、出資割合に応じて直接

本件各組合員に帰属することになるから（本件組合契約１０条）、本件組合事業によって生み

出された所得については、本件各組合員である原告らがそれぞれ納税義務を負うことになる。 

（２）所得区分該当性の判断の在り方 

 所得税法は、所得をその源泉ないし性質によって、利子所得、配当所得、不動産所得、事業

所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得の１０種類に区分し、

これらの所得ごとに所得の金額を計算することとしている（同法２１条１項１号）。 

 これは、所得はその性質や発生の態様によって担税力が異なるという前提に立って、公平負

担の観点から、各種の所得について、それぞれの担税力の相違に応じた計算方法を定め、また、

それぞれの態様に応じた課税方法を定めるためである。 

 したがって、ある所得がどの所得区分に該当するかについては、所得を分類し、その種類に

応じた課税を定めている同法の趣旨及び目的に照らして判断するのが相当である。 

２ 本件ローン債務免除益について 

（１）本件ローン債務免除益について問題となる所得区分 

 本件ローン債務免除益が利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、

山林所得及び譲渡所得以外の所得であることは当事者間に争いがないことから、本件ローン債

務免除益の所得区分については、一時所得に該当するか否か、具体的には、除外要件を充足す

ることを前提として、非継続要件（営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の

所得であること）及び非対価要件（労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有

しない所得であること）を充足するか否かが問題となる。 

（２）本件ローン債務免除益の非継続要件充足の有無について 

ア 所得税法上、一時所得は、通常は担税力が乏しいとされる一時的、臨時的な所得であるた

めに、５０万円の特別控除がされた後（同法３４条２項及び３項）、その金額の２分の１に

相当する金額が総所得金額に算入されるものと規定されているところ（同２２条２項２号）、

非継続要件が一時所得に該当するための要件とされているのは、営利を目的とする継続的行

為から生じた所得は偶発的に発生した所得ではなく、類型的にその担税力が偶発的な所得の

担税力よりも大きいと考えられるからである。 

 そして、所得税法３４条１項及び３５条１項の規定からすると、所得税法上、除外要件を

充足する所得のうち、営利を目的とする継続的行為から生じた所得は、一時所得ではなく雑

所得に区分されるところ、営利を目的とする継続的行為から生じた所得であるか否かは、当

該行為ないし所得の性質を踏まえた上で、行為の期間、回数、頻度その他の態様、利益発生

の規模、期間その他の状況等の事情を総合考慮して判断するのが相当である（最高裁平成●

●年（○○）第●●号同２７年３月１０日第三小法廷判決・裁判所時報１６２３号５２頁参

照）。 

イ この点、本件ローン債務免除益は、本件融資銀行が本件借入金の残債務を免除したという

本件ローン債務免除行為によって発生したものであるところ、前提事実によれば、本件ロー

ン債務免除益は、次のような点を指摘することができる。 

（ア）本件ローン債務免除益は、本件航空機の賃貸を含む本件組合事業を行っていた本件組合

が、本件航空機を売却して本件組合事業を清算するに際し、本件航空機の購入資金の一部

となった本件ローン契約に基づく本件借入金の一部について、債務免除（本件債務免除行
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為）を受けたことによって発生したものであり、本件ローン債務免除益が、本件組合事業

の一環として生じたものであること、そして、本件ローン債務免除益が、原告らを含む本

件各組合員の共通の利益となるものであることは確かである。 

 しかしながら、本件組合事業として行われた本件航空機の賃貸が営利を目的とする継続

的行為であるとしても、本件ローン債務免除益は、飽くまで本件ローン債務免除行為によ

って発生したものであって、本件航空機の賃貸自体から発生したものではない。 

（イ）また、本件ローン契約では、本件借入金の返済原資を原則として本件航空機等の本件組

合の組合財産のみに限定し、それ以外の原告らを含む本件各組合員の財産を返済の原資と

しないというノン・リコース条項が設けられていたが、一定の場合に、本件借入金に係る

債務の全部又は一部を本件融資銀行が当然に免除するというような条項は設けられてい

なかった。しかも、本件融資銀行は、ノン・リコース条項を前提としても、本件航空機を

含む本件組合の組合財産の全部から本件借入金を回収することができたにもかかわらず、

本件航空機の任意売却に同意した上、その売却代金である１７００万ドル全額ではなく、

その一部である１４００万ドルを受領しただけで、本件借入金の残額に係る債務を免除す

るという本件ローン債務免除行為をしていることからすると、本ローン債務免除行為は、

必ずしもノン・リコース条項を前提とした法律関係を反映したものというわけではなく、

本件ローン債務免除益は、本件組合事業において、本件ローン契約やノン・リコース条項

に基づいて当然に発生したものではなかったということができる。 

（ウ）さらに、本件組合は、本件ローン契約に基づく本件借入金及び原告らを含む本件各組合

員の出資金を原資として本件航空機１機を購入し、これを賃貸する事業を行うことを目的

として組成された組合であり、本件ローン契約の内容からすると、約６年後には本件航空

機を売却処分するなどして本件融資銀行からの本件借入金を返済し、組合事業を終了する

ことを予定していたものと認めることができるから、そもそも、本件ローン契約に設けら

れたノン・リコース条項が問題となるということ自体が、事業終了時点で本件借入金が本

件組合の組合財産を上回るなどの限定的な場合に発生する可能性があるものにすぎなか

った。 

 もとより、ノン・リコース条項が設けられていたことからも明らかなように、本件組合

事業を開始するに当たり、本件組合事業終了時に本件借入金が本件組合の組合財産を上回

って、ノン・リコース条項が問題となるという事態が発生することも想定されていたとい

うことができるし、また、そのような場合に、本件融資銀行が債務免除を行うということ

がおよそ想定することができなかったということはできず、さらに、実際、本件融資銀行

は、本件ローン契約にノン・リコース条項が設けられていたことや、原告らを含む本件各

組合員が本件融資銀行に対してノン・リコース条項の存在を前提とした高い利息を支払っ

ていたことなども踏まえて、本件ローン債務免除行為を行うに至ったものと推認すること

ができる。 

 しかしながら、前記のとおり、そもそもノン・リコース条項が問題となるという場合自

体が限られていたことからすると、本件融資銀行が債務免除を行うということは、そのよ

うな場合に生じ得る様々な可能性の一つにすぎなかったというべきである。 

 以上に加え、現に、Ｆが組成した個人向け航空機リース事業●組中、ノン・リコース条

項が設けられた金銭消費貸借契約に基づく借入金に係る債務免除が行われたのは、本件組
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合のみであったことなどに鑑みても（甲Ａ１７）、結局のところ、本件融資銀行は、本件

航空機の売却代金が想定されていた価額を大幅に下回り、本件借入金が本件航空機の売却

代金を上回るという事情が生じた中で、ノン・リコース条項を前提としつつ、その経営判

断により、様々な可能性の中から本件ローン債務免除行為をするという選択をしたのであ

って、本件ローン債務免除行為及びそれによる本件ローン債務免除益の発生は、本件組合

事業において予定されたものでもなかったというべきである。 

（エ）加えて、実際、本件ローン債務免除行為は、本件組合事業において、１回限り行われた

ものであり、これによる本件ローン債務免除益も１回限り発生したものである。 

ウ 以上によれば、本件ローン債務免除益は、本件組合が行っていた営利を目的とする継続的

行為である本件航空機の賃貸自体によって発生したものではなく、また、本件組合事業の終

了に伴って当然に発生したものでも、発生が予定されていたものでもなく、本件融資銀行の

判断により、一時的、偶発的に発生したものと認めるのが相当であるから、営利を目的とし

た継続的行為から生じた所得以外の一時の所得に該当するものというべきである。 

エ これに対し、被告は、本件組合事業は営利を目的とする継続的行為であるところ、本件ロ

ーン債務免除益は本件組合事業の一環として生じたものであるとして、本件ローン債務免除

益が営利を目的とする継続的行為から生じた所得に該当し、非継続要件を充足しないなどと

主張する。 

 この点、前提事実によれば、本件組合が行っていた本件組合事業は、営利を目的とする継

続的行為である本件航空機の賃貸を含むものであること、そして、本件ローン債務免除益は、

本件航空機を売却して本件組合事業を終了するに際し、本件航空機を購入する際の原資の一

部となった本件ローン契約に基づく本件借入金の一部の債務免除を受けたことによって発

生したものであり、本件組合事業の一環として発生したものであることは確かである。 

 しかしながら、本件組合事業に営利を目的とする継続的行為である本件航空機の賃貸が含

まれていたからといって、これを含む本件組合事業において行われる行為が全て営利を目的

とする継続的行為ということにはならず、本件ローン債務免除益が、本件航空機の賃貸とい

う営利を目的とした継続的行為を含む本件組合事業の一環として発生したものであること

をもって、直ちに本件ローン債務免除益が営利を目的とする継続的行為から生じた所得であ

るとすることはできないというべきである。そして、被告が指摘するとおり、原告らを含む

本件各組合員が、本件組合契約を締結し、本件組合を通じて、本件航空機を購入して賃貸す

るという本件組合事業を行っていたこと、原告らを含む本件各組合員は、本件組合事業に不

可欠な本件航空機の購入資金を確保するために本件ローン契約を締結して金員を借り入れ

ていたこと、本件ローン契約においては、ノン・リコース条項が設けられており、その反面、

通常よりも高い利率が設定されていたこと、原告らを含む本件各組合員が、本件ローン契約

で定められた義務を履行していたことは確かであり、また、本件融資銀行は、本件ローン契

約にノン・リコース条項が設けられていたことや、原告らを含む本件各組合員がノン・リコ

ース条項を前提とした通常よりも高い利息の支払等の本件ローン契約に基づく義務を履行

していたことを踏まえて、本件ローン債務免除行為を行ったということはできるとしても、

前記判断のとおり、本件ローン債務免除益は、本件組合事業や本件ローン契約において当然

に発生したものでも、発生が予定されていたものでもなく、１回限りのものとして、偶発的

に発生したものと認めるのが相当であり、非継続要件が一時所得の要件とされている趣旨を
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踏まえて考えると、本件ローン債務免除益が営利を目的とした継続的行為によって生じた所

得であると認めることはできないというべきである。 

オ その他、被告は、本件ローン契約にノン・リコース条項が設けられていたことなどから、

本件ローン債務免除行為が予定されていたなどとも主張するが、前記判断のとおり、本件組

合事業を終了するに当たって、本件融資銀行が本件借入金のうちの本件組合の組合財産を上

回る部分について債務免除することが、およそ想定されていなかったということはできない

ものの、それは、本件組合事業の終了時に本件借入金が本件組合の組合財産を上回るという

ような限定的な場合において、しかも、そのような場合に発生し得る様々な可能性の一つに

すぎないものであったというべきから、やはり、本件ローン債務免除行為は、本件融資銀行

によって偶発的に行われたものであり、本件ローン債務免除益は偶発的に発生したものと認

めるのが相当である。 

カ 以上のとおりであるから、本件ローン債務免除益は、非継続要件を充足するものと認める

ことができる。 

（３）本件ローン債務免除益の非対価要件充足の有無について 

ア 非対価要件が一時所得の要件とされているのは、対価性を有する所得は、たとえ一時的な

ものであっても偶発的に発生した所得ではなく、類型的にその担税力が対価性のない偶発的

な所得の担税力よりも大きいと考えられるからであり、この非対価要件も、一時所得の範囲

について、その対象となる所得を一般に担税力が低いと考えられる一時的、偶発的に生じた

ものに限定する趣旨のものと理解することができる。 

イ この点、そもそも、原告らは、本件ローン債務免除益の発生原因である本件ローン債務免

除行為を行った本件融資銀行に対し、その対価となるような具体的な労務その他の役務を提

供したと認めることはできない。 

ウ また、原告らは、本件融資銀行に対し、本件組合を通じて、本件借入金の主債務の弁済や

利息の支払を行っているものの、主債務の弁済は、借り受けた金員の返済であり、利息の支

払も、借り受けた金員を一定期間使用収益したことに対する対価と評価すべきものであって、

いずれも本件ローン債務免除益と対価関係があるものと認めることは困難である。本件ロー

ン契約では、ノン・リコース条項が設けられていたことを前提として、通常よりも高い利率

が定められていたと推認することができるものの、この高い利率に基づく利息の支払につい

ても、ノン・リコース条項によって本件借入金の返済原資が原則として本件航空機等の本件

組合の組合財産のみに限定されることとの間に経済的な関係性を認めることができるとし

ても、本件ローン債務免除行為を原因として発生した本件ローン債務免除益との間の対価関

係を認めることまではできないというべきである。 

エ さらに、被告が指摘するように、原告らを含む本件各組合員が、本件ローン契約において、

本件借入金の借主の地位にあったこと、本件ローン契約には、本件借入金の返済原資を原則

として本件航空機等の本件組合の組合財産のみに限定するノン・リコース条項が設けられて

いたこと、ノン・リコース条項が設けられていたことにより、通常よりも高い利率が定めら

れていたところ、原告らを含む本件各組合員がこの利率に基づく利息の支払をしていたこと、

そして、このような状況の下で、本件融資銀行が本件ローン債務免除行為を行ったことによ

って本件ローン債務免除益が発生したところ、この本件ローン契約から本件ローン債務免除

行為までの本件融資銀行の一連の行為も特段不合理というわけではないことからすると、社
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会的な事実として、ノン・リコース条項が設けられた本件ローン契約の締結や原告らを含む

本件各組合員による本件ローン契約上の義務の履行と、本件ローン債務免除益の発生との間

に一定の関連性があることは確かであり、被告は、上記のような関連性を牽連関係と主張し、

このような牽連関係が認められる以上、本件ローン債務免除益は非対価要件を充足しないと

主張している。 

 しかしながら、前記のとおり、そもそも一時所得に該当するための要件として非対価要件

が設けられているのは、対価性を有する所得は、たとえ一時的なものであっても偶発的に発

生した所得ではなく、その担税力が、類型的に、対価性のない偶発的な所得の担税力よりも

大きいと考えられるためであり、このような非対価要件の趣旨からすると、ある所得が労務

その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有するというためには、当該所得と一定

の関係がある事実が存在するというだけでは足りず、少なくとも当該所得が偶発的に発生し

たものではないといえるような関係にある事実が存在することが必要と解するのが相当で

ある。 

 そして、結果的に、本件ローン債務免除行為によって発生した本件ローン債務免除益と、

原告らを含む本件各組合員と本件融資銀行がノン・リコース条項が設けられた本件ローン契

約を締結し、原告らを含む本件各組合員が本件ローン契約に基づく義務を履行していたこと

との間に一定の関係があったとしても、本件ローン契約で設けられたノン・リコース条項は

飽くまで本件借入金の返済原資の範囲を限定するものにすぎないし、本件ローン契約には条

件付きの債務免除の条項等は設けられていなかったことからすると、本件ローン債務免除益

は本件組合事業において本件ローン契約に基づいて当然に発生すべきものであったと認め

ることはできない。また、本件組合事業の内容やノン・リコース条項の存在を前提としても、

本件融資銀行が本件ローン債務免除行為をするということは、本件組合事業の終了時点で本

件借入金が本件組合の組合財産を上回るというような限定的な場合において、しかも、その

ような場合に発生し得る様々な可能性の一つにすぎないものであったことからすると、本件

ローン債務免除益は偶発的に発生したものと認めるのが相当であり、原告らが本件融資銀行

に対して本件ローン債務免除益の対価となるような労務その他の役務を提供したと認める

ことはできないというべきである。 

 したがって、非対価要件の対価としての性質が直接的な対価関係より相対的に広い概念で

あることを前提としたとしても、本件ローン債務免除益が、労務その他の役務の対価として

の性質を有するものということはできない。また、本件ローン債務免除益が資産の譲渡の対

価としての性質を有しないことは明らかである。 

オ 以上によれば、本件ローン債務免除益は、非対価要件も充足するものと認めることができ

る。 

（４）小括 

 よって、本件ローン債務免除益は一時所得に該当する。 

３ 本件手数料免除益について 

（１）本件手数料免除益の不動産所得該当性について 

ア 雑所得に該当するためには、一時所得に該当しないことが要件となり（所得税法３５条１

項）、一時所得に該当するためには、除外要件との関係で、不動産所得に該当しないことが

要件となることから（同法３４条１項）、本件手数料免除益については、まず、被告が主張
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するように、不動産所得に該当するか否かを検討すべきことになる。 

イ 所得税法上、不動産所得とは、「不動産、不動産の上に存する権利、船舶又は航空機の貸

付けによる所得（事業所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）」をいうとされており（同

法２６条１項）、また、不動産所得を生ずべき業務に関し、当該業務の全部又は一部の休止、

転換又は廃止その他の事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金その他これ

に類するものについて、その業務の遂行により生ずべき不動産所得に係る収入金額に代わる

性質を有するものも、不動産所得に該当するものとされている（同法施行令９４条１項２号）。 

 これらの規定によれば、不動産所得とは、賃貸人が賃借人に対して一定の期間、目的物を

使用収益させる対価として受け取る利益又はこれに代わる性質を有するものと解するのが

相当である。 

ウ しかるに、本件手数料免除益の発生原因である本件手数料免除行為を行ったのは本件業務

執行者であるところ、本件業務執行者は、本件航空機の賃借人ではなく、本件航空機を使用

収益していたわけではない。そして、本件手数料免除益は、本件組合の業務執行に対する報

酬である本件手数料に係る債務が、債権者（本件業務執行者）によって免除されたことによ

って発生した利益であり、本件航空機を使用収益させる対価又はこれに代わる性質を有する

ものでないことは明らかである。 

エ この点、被告は、ある所得が不動産所得に該当するか否かは、当該所得が得られた直接的

な原因だけではなく、所得の性質や発生の態様及びこれらに関する事実関係も考慮要素に含

めて判断すべきであるとして、本件手数料免除益の直接的な発生原因は本件手数料免除行為

であるものの、所得税法２６条２項における不動産所得の計算方法を踏まえて考えると、本

件手数料は本件航空機の賃貸による不動産所得の必要経費とされていたものであり、本件手

数料と本件航空機の賃貸との関連性は、その後に本件手数料に係る債務が免除されたことに

よって直ちに失われるものではないから、本件手数料免除行為によって発生した本件手数料

免除益は、不動産所得に該当すると主張する。 

 しかしながら、同条が、不動産等の貸付けという特定の業務に対応した所得種類を設け、

同時に、当該業務に係る収入と費用とを対応させた所得計算を規定していることからすると、

不動産所得とされる所得とその必要経費とされる費用との間に一定の関係があることは確

かであるし、被告が指摘する所得税法施行令９４条１項が、不動産所得、事業所得、山林所

得又は雑所得を生ずべき業務に関し、当該業務に係るたな卸資産等について損失を受けたこ

とにより取得する保険金、損害賠償金、見舞金その他これらに類するもの（同項１号）と、

当該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の事由により当該業務の収益の補償と

して取得する補償金その他これに類するもの（同項２号）について、当該業務の遂行により

生ずべきこれらの所得に係る収入金額に代わる性質を有するものは、これらの所得に係る収

入金額とする旨定めていることも確かであるが、そもそも、ある費用が必要経費に該当する

か否かという判断と、当該費用に係る債務が免除されたことによる所得がどの所得区分に該

当するかという判断は、本来、別々に行われるべきものであり、不動産所得についても、あ

る所得が不動産所得の必要経費とされていた費用に係る債務の免除によって発生したもの

であったとしても、そのことをもって直ちに、発生した当該所得が、目的物を使用収益する

対価又はこれに代わる性質を有するものであるのと認めることはできない。また、同法には、

未払の費用が特定の所得の必要経費に算入されていたところ、後にその費用に係る債務の免
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除がされたという場合に、その債務免除によって発生した利益をその費用が従前必要経費に

算入されていた所得に区分すべきものとした規定も存在しないことからすると、同法上、あ

る所得とその必要経費とされる費用であったという関係をもって、当該費用に係る債務が免

除されたことによって発生した所得を、当然に、当該費用が必要経費として算入されていた

所得区分に係る所得とするものとはされていないというべきである。被告が主張するように、

ある所得が不動産所得に該当するか否かは、当該所得が得られた直接的な原因だけでなく、

所得の性質や発生の態様及びこれらに関する事実関係も考慮要素に含めて判断するという

ことを前提としたとしても、本件手数料免除益について、特に不動産所得に区分すべき事情

を認めることはできない。 

 したがって、本件航空機を使用収益する対価又はこれに代わる性質を有するものではない

本件手数料免除益については、従前、本件航空機の賃貸によって発生した不動産所得の必要

経費とされていた本件手数料に係る債務が免除されたことによって発生したものであると

いうことをもって、不動産所得に該当するものと認めることはできないというべきである。 

オ また、被告は、本件手数料免除益を不動産所得とすべき根拠として、要するに、本件手数

料免除益は、過去に不動産所得の必要経費に算入されていた本件手数料に係る債務を免除す

ることによって生じたものであり、過去の不動産所得の必要経費を事後的に減少させ、不動

産所得を取り戻させる（増加させる）ものであるということも主張する。 

 確かに、本件手数料免除益は、支払債務は発生していたが支払はされていなかったという

本件手数料について、所得税法２６条２項所定の不動産所得の金額の計算上、必要経費に算

入されていたところ、その後にその支払債務の免除を受けたことによって発生したものであ

り、計算上は、不動産所得の総収入金額から控除されていた必要経費を減額し、その分、不

動産所得を増加させるものという見方もできないわけではないことからすると、本件手数料

免除益は、その経済的実質に着目すれば、不動産所得に該当するというのも理解できないわ

けではない。 

 しかしながら、同法上、未払であっても債務として確定した費用は、その確定した日の属

する年分の必要経費に算入するものとされ（同法３７条１項）、その一方で、債務免除によ

って生じる経済的利益は、それが生じた日の属する年分の各種所得の金額の計算上、総収入

金額に算入すべき金額に該当するという仕組みがとられていること（同法３６条１項）、ま

た、前記のとおり、同法には、未払の費用が特定の所得の必要経費に算入されていたところ、

後にその費用に係る債務の免除がされたという場合に、その債務免除による利益をその費用

が必要経費に算入されていた所得に区分すべきものとした特段の規定もないことからする

と、上記のような経済的実質の点から本件手数料免除益を不動産所得に該当するものと認め

ることは、租税法律主義の観点から許容することができるものではないというべきである。 

カ 以上によれば、本件手数料免除益は、不動産所得に該当するものと認めることはできない

というべきである。 

（２）本件手数料免除益の一時所得該当性について 

ア 前記判断のとおり、本件手数料免除益は不動産所得に該当せず、また、本件手数料免除益

が利子所得、配当所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得

であることは当事者間に争いがないことから、次に、本件手数料免除益が一時所得に該当す

るか否か、具体的には、除外要件を充足することを前提として、非継続要件（営利を目的と
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する継続的行為から生じた所得以外の一時の所得であること）及び非対価要件（労務その他

の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しない所得であること）を充足するか否かが

問題となる。 

イ この点、本件手数料免除益が、原告らが本件組合を通じて行っていた本件組合事業の一環

として、原告らが本件業務執行者に対して従前から業務を委託していたという関係で発生し

たものであることは確かである。 

 しかしながら、原告らが本件組合を通じて行っていた本件組合事業が、本件航空機の賃貸

という営利を目的とした継続的行為を含むものであったとしても、本件手数料免除益は、本

件航空機の賃貸を原因として発生したものではなく、本件業務執行者が原告らに対して未払

となっていた本件手数料に係る債務を免除したという本件手数料免除行為を原因として発

生したものであり、本件手数料免除益が本件組合事業の一環として発生したものであること

から直ちに、本件手数料免除益が営利を目的とした継続的行為から生じた所得と認めること

はできない。また、本件組合契約では、本件業務執行者に対する本件手数料の支払義務が明

確に合意されており、その免除を定めた規定はもちろん、本件手数料に係る債務を担保すべ

き責任財産の範囲を限定する条項も設けられていなかったことからすると、本件手数料免除

益は、本件組合事業において、本件組合契約に基づいて当然に発生したものでも、その発生

が予定されていたものではなく、むしろ、その発生は予定されていなかったものと認めるの

が相当であるから、本件手数料免除益は偶発的に発生したものであり、営利を目的とする継

続的行為から生じた所得以外の一時の所得と認めるのが相当である。 

 したがって、本件手数料免除益については、非継続要件を充足するものというべきである。 

ウ また、原告らを含む本件各組合員は、本件組合契約に基づき、本件業務執行者に対して本

件手数料の支払をしていたものの、これは本件業務執行者の業務執行に対する対価として支

払っていたのであって、本件手数料免除益の対価としての性質を有するものではない。その

他、原告らが、本件業務執行者に対して何らかの労務その他の役務を提供していたものと認

めることもできず、また、本件手数料免除益が資産の譲渡の対価としての性質を有しないこ

とは明らかであるから、本件手数料免除益は、非対価要件も充足するものと認めるのが相当

である。 

エ 以上によれば、本件手数料免除益は一時所得に該当する。 

４ 原告らの税額と更正等の適法性 

（１）原告丙を除く原告らに対する各更正処分及び原告丙通知処分について 

 本件各免除益は、いずれも一時所得に該当するから、原告らの平成１９年分の所得税に係る

総所得金額及び納付すべき税額は、それぞれ、別紙９「原告らに係る所得税の計算書」のとお

りとなる。 

 したがって、原告丙を除く原告らに対する各更正処分は、上記計算書に記載されたそれぞれ

の総所得金額及び納付すべき税額を超える部分について違法であり、原告丙通知処分も違法で

ある。 

 なお、原告Ｅについては、認定した総所得金額は４億１７５５万９５０４円、納付すべき税

額は８８８０万６２００円であるが、原告Ｅ確定申告及び本件訴訟において取消しを求める部

分を超えて原告Ｅの請求を認容することはできない。 

（２）原告乙及び原告丙を除く原告らに対する過少申告加算税賦課決定について 
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ア 前提事実（８）（別紙４「更正等の経緯」）及び上記（１）の判断を前提とすると、原告乙

及び原告丙を除く原告らのうち、原告甲を除く原告らについては、平成１９年分の所得税に

係る更正を受ける前にした確定申告又は修正申告において、いずれも過少申告をしていない

ことになるから、上記各更正に伴って同原告らに対してされた過少申告加算税賦課決定は、

いずれも違法である。 

イ また、前記（１）のとおり、原告甲更正処分は総所得金額８８７９万６３２０円、納付す

べき税額２２０９万１７００円を超える部分について違法であるところ、原告甲が原告甲更

正処分により新たに納付すべきこととなった税額のうち、上記金額以下の部分（上記金額か

ら当初申告額を控除した部分。２２０９万１７００円－１３５８万２５００円≒８５０万円。

なお、国税通則法１１８条３項により、１万円未満の金額は切り捨て。）については、その

計算の基礎となった事実のうちに原告甲更正処分前の税額の計算の基礎とされていなかっ

たことについて国税通則法６５条４項に規定する正当な理由があると認められるものがあ

るとは認められないから、上記の８５０万円については、同条１項に基づいて過少申告加算

税が課されることになる。 

 そして、原告甲に課されるべき平成１９年分の所得税に係る過少申告加算税の額は、同項

に基づき、上記の８５０万円に１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８５万円となる

ところ、この金額は、原告甲賦課決定処分における過少申告加算税の額（甲Ｂイ２の１枚目

「過少申告加算税」欄参照）である１６６万円を下回るから、原告甲賦課決定処分のうち８

５万円を超える部分は違法となる。 

５ 結論 

 以上によれば、原告らの請求はいずれも理由があるから、これらを認容することとし、主文の

とおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 増田 稔 

   裁判官 齊藤 充洋 

   裁判官 佐野 義孝 
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（別紙１） 

当事者目録 

 

●●号事件原告        甲 

（以下「原告甲」という。） 

●●号事件原告        乙 

（以下「原告乙」という。） 

●●号事件原告        丙 

（以下「原告丙」という。） 

●●号事件原告        丁 

（以下「原告丁」という。） 

●●号事件原告        戊 

（以下「原告戊」という。） 

●●号事件原告        Ａ 

（以下「原告Ａ」という。） 

●●号事件原告        Ｂ 

（以下「原告Ｂ」という。） 

●●号事件原告        Ｃ 

（以下「原告Ｃ」という。） 

●●号事件原告        Ｄ 

（以下「原告Ｄ」という。） 

●●号事件原告        Ｅ 

（以下「原告Ｅ」という。） 

上記１０名訴訟代理人弁護士  増田 晋 

               尾本 太郎 

               小山 浩 

同訴訟復代理人弁護士     宮島 聡子 

               中島 将良 

               酒井 真 

               白川 剛士 

被告             国 

同代表者法務大臣       上川 陽子 

●●号事件処分行政庁     右京税務署長 

               岩下 守 

●●号事件処分行政庁     日野税務署長 

               板橋 智 

●●号事件処分行政庁     中野税務署長 

               橋本 秀法 

●●号事件処分行政庁     福岡税務署長 

               手島 久隆 
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●●号事件処分行政庁     天王寺税務署長 

               松本 通 

●●号事件処分行政庁     昭和税務署長 

               安江 晋一郎 

●●号事件処分行政庁     世田谷税務署長 

               梶山 清児 

●●号事件処分行政庁     品川税務署長 

               菅原 亮一 

●●号事件処分行政庁     諏訪税務署長 

               内山 功 

●●号事件処分行政庁     芝税務署長 

               芳賀 清喜 

同指定代理人         田原 昭彦 

               増永 寛仁 

               長倉 哲也 

               岩永 健一 

●●号事件及び●●号事件被告指定代理人 

               原田 一信 

               中村 芳一 

               安藤 淑恵 

               西尾 維子 

●●号事件、●●号事件、●●号事件、●●号事件及び●●号事件被告指定代理人 

               安藤 和信 

               原 武彦 

               福場 賢 

               森重 良二 

               森 光明 

               植村 冬樹 

               西田 昭夫 

               金光 昭二 

               桐生 研一 

               小高 一夫 

               扇藤 一夫 

               岩間 真希 

●●号事件被告指定代理人   大澤 要 

               髙島 敏雄 

               楠窪 泰浩 

               大坪 正宏 

               福島 寛子 

               石橋 輝明 
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               出水 涼子 

●●号事件被告指定代理人   伊藤 和義 

               榊原 和明 

               川原 真一郎 

●●号事件被告指定代理人   大澤 幸宏 

               馬田 茂喜 

               岡田 真         

以上 
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（別紙２） 

関係法令の定め 

 

１ 所得区分 

（１）所得税法２１条１項１号は、所得を、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所

得、退職所得、山林所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得の１０種類に区分し、これらの所得

ごとに所得の金額を計算する旨定めている。 

（２）所得税法２６条１項は、「不動産所得とは、不動産、不動産の上に存する権利、船舶又は航

空機（括弧内省略）の貸付け（地上権又は永小作権の設定その他他人に不動産等を使用させる

ことを含む。）による所得（事業所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいう。」と定め

ている。 

（３）所得税法３４条１項は、「一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給

与所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為か

ら生じた所得以外の一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有

しないものをいう。」と定めている。 

（４）所得税法３５条１項は、「雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与

所得、退職所得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。」と

定めている。 

２ 所得の金額の計算方法 

（１）所得税法２２条１項は、所得税の課税標準を総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額と

し、同条２項は、総所得金額について、各種所得の金額の計算の規定により計算した次に掲げ

る金額の合計額（７０条１項若しくは２項（純損失の繰越控除）又は７１条１項（雑損失の繰

越控除）の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）とする旨定めている。 

① 利子所得の金額、配当所得の金額、不動産所得の金額、事業所得の金額、給与所得の金額、

譲渡所得の金額（３３条３項１号（譲渡所得の金額の計算）に掲げる所得に係る部分の金額

に限る。）及び雑所得の金額（これらの金額につき６９条（損益通算）の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）の合計額 

② 譲渡所得の金額（３３条３項２号に掲げる所得に係る部分の金額に限る。）及び一時所得

の金額（これらの金額につき６９条の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）の合

計額の２分の１に相当する金額 

（２）所得税法２６条２項は、不動産所得の金額は、その年中の不動産所得に係る総収入金額から

必要経費を控除した金額とする旨定めている。 

（３）所得税法３３条３項は、譲渡所得の金額は、その年中の資産の譲渡による所得に係る総収入

金額から当該所得の基因となった資産の取得費及びその資産の譲渡に要した費用の額の合計

額を控除し、その残額から同条４項に規定する特別控除額として最大５０万円を控除した金額

とする旨定めている。 

（４）所得税法３４条２項は、一時所得の金額は、その年中の一時所得に係る総収入金額からその

収入を得るために支出した金額（その収入を生じた行為をするため、又はその収入を生じた原

因の発生に伴い直接要した金額に限る。）の合計額を控除し、その残額から同条３項に規定す

る特別控除額として最大５０万円を控除した金額とする旨定めている。 
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（５）所得税法３５条２項は、雑所得の金額は、その年中の公的年金等の収入金額から公的年金等

控除額を控除した残額と、その年中の雑所得（公的年金等に係るものを除く。）に係る総収入

金額から必要経費を控除した金額との合計額とする旨定めている。 

（６）所得税法３６条１項は、その年分の各種所得の金額の計算上、総収入金額に算入すべき金額

は、別段の定めがあるものを除き、その年において収入すべき金額（金銭以外の物又は権利そ

の他経済的な利益をもって収入する場合には、その金銭以外の物又は権利その他経済的な利益

の価額）とする旨定め、同条２項は、金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額は、当

該物若しくは権利を取得し、又は当該利益を享受する時における価額とする旨定めている。 

（７）所得税法３７条１項は、その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額の

計算上必要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの所得の総収入金

額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年におけ

る販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以外の

費用でその年において債務の確定しないものを除く。）の額とする旨定めている。 

（８）所得税法６９条１項は、総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額を計算する場合におい

て、不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は譲渡所得の金額の計算上生じた

損失の金額があるときは、政令で定める順序により、これを他の各種所得の金額から控除する

旨定め、所得税法施行令１９８条１号は、不動産所得の金額又は事業所得の金額の計算上生じ

た損失の金額があるときは、これをまず他の利子所得の金額、配当所得の金額、不動産所得の

金額、事業所得の金額、給与所得の金額及び雑所得の金額から控除し、同条３号は、同条１号

の場合において、同号の規定による控除をしてもなお控除しきれない損失の金額があるときは、

これを譲渡所得の金額及び一時所得の金額から順次控除する旨定めている。 

（９）所得税法７０条１項は、同法６９条１項の損益通算に規定する損失の金額のうち、同条の規

定を適用してもなお控除しきれない部分の金額（純損失の金額）がある場合（当該純損失の金

額が生じた年分について青色申告書を提出している場合に限る。）、その純損失の金額を３年以

内に限って翌年以降に繰り越して控除することができる旨定めている。 

（10）所得税法１４０条は、青色申告書を提出する居住者は、同法６９条１項の損益通算に規定す

る損失の金額のうち同条の規定を適用してもなお控除しきれない部分の金額（純損失の金額）

がある場合、前年も青色申告書を提出している場合は、その純損失の金額の繰戻しにより前年

分の所得税の還付を受けることができる旨定めている。 

（11）租税特別措置法２５条の２第１項１号は、青色申告書を提出することにつき税務署長の承認

を受けている個人は、その承認を受けている年分の不動産所得の金額について、所得税法２６

条２項の規定により計算した不動産所得の金額から最大１０万円を控除することができる旨

定めている。 

（12）所得税法施行令９４条１項は、不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務

に関し、当該業務に係るたな卸資産等について損失を受けたことにより取得する保険金、損害

賠償金、見舞金その他これらに類するもの（同項１号）と、当該業務の全部又は一部の休止、

転換又は廃止その他の事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金その他これに

類するもの（同項２号）について、当該業務の遂行により生ずべきこれらの所得に係る収入金

額に代わる性質を有するものは、これらの所得に係る収入金額とする旨定めている。 

３ 税額の計算方法 
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（１）所得税法（平成２５年法律第５号による改正前のもの）８９条は、所得税の額は、その年分

の課税総所得金額を金額に応じて６つに区分し、それぞれの金額に所定の税率を乗じて計算し

た金額を合計した金額とする旨定めている。 

（２）所得税法９２条１項３号は、居住者が配当所得を有する場合で、その年分の課税総所得金額

が１０００万円を超え、かつ、当該課税総所得金額から証券投資信託の収益の分配に係る配当

所得の金額を控除した金額が１０００万円を超える場合（同項３号）、剰余金の配当等に係る

配当所得の金額のうち、当該課税総所得金額から１０００万円と証券投資信託の収益の分配に

係る配当所得の金額との合計額を控除した金額に達するまでの金額については１００分の５

を乗じて計算した金額を、所得税額から控除する旨定めている。 

（３）平成２０年法律第２３号による改正前の租税特別措置法３７条の１１第１項は、上場株式等

に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額は、上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に７％

の税率を乗じて算出した金額とする旨定めている。 

（４）国税通則法６５条１項は、法定申告期限内に確定申告書が提出された場合において、修正申

告書の提出又は更正があったときは、当該納税者に対し、その修正申告又は更正に基づいて納

付すべき税額に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額に相当する過少申告加算税を課

する旨定め、同条４項は、同条１項に規定する納付すべき税額の計算の基礎となった事実のう

ちにその修正申告又は更正前の税額の計算の基礎とされていなかったことについて正当な理

由があると認められるものがある場合には、同項に規定する納付すべき税額からその正当な理

由があると認められる事実に基づく税額として政令で定めるところにより計算した金額を控

除して、同項の規定を適用する旨定めている。 

（５）国税通則法１１８条１項は、国税（印紙税及び附帯税を除く。）の課税標準を計算する場合

において、その額に１０００円未満の端数があるとき、又はその全額が１０００円未満である

ときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる旨定め、同条３項は、附帯税の額を計算する

場合において、その計算の基礎となる税額に１万円未満の端数があるとき、又はその税額の全

額が１万円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる旨定めている。 

（６）国税通則法１１９条１項は、国税（自動車重量税、印紙税及び附帯税を除く。）の確定金額

に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てる旨定め、同条４項は、附帯税の確定金額に１００円未満の端数があ

るとき、又はその全額が１０００円未満（加算税に係るものについては、５０００円未満）で

あるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる旨定めている。 

以上 
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別紙３ 省略 
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（別紙４） 

更正等の経緯 

 

１ 原告甲 

（１）確定申告 

 原告甲は、平成２０年３月１７日、平成１９年分の所得税について、本件航空機のリース料

収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を不動産所得に係る総収入金額に、本件航空機の売

却代金収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を総合長期譲渡所得に係る総収入金額に、そ

れぞれ算入し、本件各免除益のうちの出資割合に応じた持分相当額（合計３９９９万８１２６

円）はいずれの所得に係る総収入金額にも算入せず、一方で、本件各組合員が本件業務執行者

に対して支払うべき本件手数料に係る未払債務のうち、平成１９年中に支払日の到来する分の

合計額の出資割合に応じた持分相当額を、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入し、総

所得金額を６７５２万２８８４円、納付すべき税額を１３５８万２５００円として、確定申告

（以下「原告甲確定申告」という。）をした。 

（２）更正等 

 右京税務署長は、原告甲の平成１９年分の所得税について、平成２３年３月９日付けで、本

件各免除益はいずれも雑所得に該当するなどとし、総所得金額を１億０９０４万５３８３円、

納付すべき税額を３０１９万１３００円とする更正（以下「原告甲更正処分」という。）及び

加算税額を１６６万円とする過少申告加算税賦課決定（以下「原告甲賦課決定処分」という。）

をした。 

（３）異議申立て 

 原告甲は、原告甲更正処分及び原告甲賦課決定処分について、本件各免除益は一時所得に該

当するとして、平成２３年４月２８日付けで、右京税務署長に対し、異議申立てをしたところ、

同税務署長は、同年６月２３日付けで、本件各免除益は一時所得に該当せず、雑所得に該当す

るとして、異議申立てを棄却する旨の決定をした。 

（４）審査請求 

 原告甲は、上記（３）の決定を受け、平成２３年７月２１日付けで、国税不服審判所長に対

し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２４年３月２１日付けで、本件ローン

債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は不動産所得に、それぞれ該当するとして、審査請

求を棄却する旨の裁決をした。 

２ 原告乙 

（１）確定申告 

 原告乙は、平成２０年３月１３日、平成１９年分の所得税について、本件航空機のリース料

収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を不動産所得に係る総収入金額に、本件航空機の売

却代金収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を総合長期譲渡所得に係る総収入金額に、本

件各免除益のうちの出資割合に応じた持分相当額（合計３９９９万８１２６円）を雑所得に係

る総収入金額に、それぞれ算入し、一方で、本件各組合員が本件業務執行者に対して支払うべ

き本件手数料に係る未払債務のうち、平成１９年中に支払日の到来する分の合計額の出資割合

に応じた持分相当額を、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入し、総所得金額を８３２

４万４９１２円、納付すべき税額を２９１７万２６００円として、確定申告（以下「原告乙確
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定申告」という。）をした。 

（２）更正の請求 

 原告乙は、平成２１年１月２７日、日野税務署長に対し、平成１９年分の所得税について、

雑所得として申告した本件各免除益はいずれも一時所得に該当し、また、社会保険料の控除漏

れがあるとして、総所得金額を６２９９万５８４９円、納付すべき税額を２１０４万５４００

円とする更正の請求（以下「原告乙更正請求」という。）をした。 

（３）更正 

 日野税務署長は、原告乙更正請求に対し、平成２２年７月３０日付けで、本件各免除益は不

動産所得に該当するとした上で、社会保険料控除漏れは認めて、総所得金額を８３２４万４９

１２円、納付すべき税額を２９１４万５０００円とする更正（以下「原告乙更正処分」という。）

をした。 

（４）異議申立て 

 原告乙は、原告乙更正処分について、本件各免除益は一時所得に該当するとして、平成２２

年９月３０日付けで、日野税務署長に対し、異議申立てをしたところ、同税務署長は、同年１

２月２０日付けで、本件各免除益は一時所得に該当せず、雑所得に該当するとして、異議申立

てを棄却する旨の決定をした。 

（５）審査請求 

 原告乙は、上記（４）の決定を受け、平成２３年１月２０日付けで、国税不服審判所長に対

し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２４年１月１６日付けで、本件ローン

債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は不動産所得に、それぞれ該当するとして、審査請

求を棄却する旨の裁決をした。 

３ 原告丙 

（１）確定申告 

 原告丙は、平成２０年３月１２日、平成１９年分の所得税について、本件航空機のリース料

収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を不動産所得に係る総収入金額に、本件航空機の売

却代金収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を総合長期譲渡所得に係る総収入金額に、本

件各免除益のうちの出資割合に応じた持分相当額（合計３９９９万８１２６円）を雑所得に係

る総収入金額に、それぞれ算入し、一方で、本件各組合員が本件業務執行者に対して支払うべ

き本件手数料に係る未払債務のうち、平成１９年中に支払日の到来する分の合計額の出資割合

に応じた持分相当額を、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入し、総所得金額を８２１

１万３１６９円、納付すべき税額を２９４４万６１００円として、確定申告（以下「原告丙確

定申告」という。）をした。 

（２）更正の請求 

 原告丙は、平成２１年１月１５日、中野税務署長に対し、平成１９年分の所得税について、

雑所得として申告した本件各免除益はいずれも一時所得に該当するとして、総所得金額を６１

８６万４１０６円、納付すべき税額を２１３４万６５００円とする更正の請求（以下「原告丙

更正請求」という。）をした。 

（３）通知 

 中野税務署長は、原告丙更正請求に対し、平成２２年７月３０日付けで、更正をすべき理由

がない旨の通知（以下「原告丙通知処分」という。）をした。 
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（４）異議申立て 

 原告丙は、原告丙通知処分について、平成２２年９月３０日付けで、中野税務署長に対し、

異議申立てをしたところ、同税務署長は、同年１２月２０日付けで、本件各免除益は一時所得

に該当せず、雑所得に該当するとして、異議申立てを棄却する旨の決定をした。 

（５）審査請求 

 原告丙は、上記（４）の決定を受け、平成２３年１月２０日付けで、国税不服審判所長に対

し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２４年１月１６日付けで、本件ローン

債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は不動産所得に、それぞれ該当するとして、審査請

求を棄却する旨の裁決をした。 

４ 原告丁 

（１）確定申告 

 原告丁は、平成２０年３月１０日、平成１９年分の所得税について、本件航空機のリース料

収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を不動産所得に係る総収入金額に、本件航空機の売

却代金収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を総合長期譲渡所得に係る総収入金額に、本

件各免除益のうちの出資割合に応じた持分相当額（合計７９９９万６２５２円）を一時所得に

係る総収入金額に、それぞれ算入し、一方で、本件各組合員が本件業務執行者に対して支払う

べき本件手数料に係る未払債務のうち、平成１９年中に支払日の到来する分の合計額の出資割

合に応じた持分相当額を、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入し、総所得金額を３億

５１４３万７４４１円、納付すべき税額を８１０１万６３００円として、確定申告（以下「原

告丁確定申告」という。）をした。 

（２）更正等 

 福岡税務署長は、原告丁の平成１９年分の所得税について、平成２３年３月１１日付けで、

本件各免除益はいずれも雑所得に該当するとして、総所得金額を３億９１６８万５５６７円、

納付すべき税額を９７１１万５９００円とする更正（以下「原告丁更正処分」という。）及び

加算税額を１６０万９０００円とする過少申告加算税賦課決定（以下「原告丁賦課決定処分」

という。）をした。 

（３）異議申立て 

 原告丁は、原告丁更正処分及び原告丁賦課決定処分について、平成２３年４月２８日付けで、

福岡税務署長に対し、異議申立てをしたところ、同税務署長は、同年７月７日付けで、本件各

免除益は一時所得に該当せず、雑所得に該当するとして、異議申立てを棄却する旨の決定をし

た。 

（４）審査請求 

 原告丁は、上記（３）の決定を受け、平成２３年７月２１日付けで、国税不服審判所長に対

し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２４年３月２１日付けで、本件ローン

債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は不動産所得に、それぞれ該当するとして、審査請

求を棄却する旨の裁決をした。 

５ 原告戊 

（１）確定申告 

 原告戊は、平成２０年３月１４日、平成１９年分の所得税について、本件航空機のリース料

収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を不動産所得に係る総収入金額に、本件航空機の売
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却代金収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を総合長期譲渡所得に係る総収入金額に、本

件各免除益のうちの出資割合に応じた持分相当額（合計３９９９万８１２６円）を一時所得に

係る総収入金額に、それぞれ算入し、一方で、本件各組合員が本件業務執行者に対して支払う

べき本件手数料に係る未払債務のうち、平成１９年中に支払日の到来する分の合計額の出資割

合に応じた持分相当額を、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入し、総所得金額を１億

２４０５万８４３８円、納付すべき税額を３４４８万７０００円として、確定申告（以下「原

告戊確定申告」という。）をした。 

（２）更正等 

 天王寺税務署長は、原告戊の平成１９年分の所得税について、平成２３年３月１０日付けで、

本件各免除益はいずれも雑所得に該当するとして、総所得金額を１億４４３０万７５０１円、

納付すべき税額を４２５８万６６００円とする更正（以下「原告戊更正処分」という。）及び

加算税額を８０万９０００円とする過少申告加算税賦課決定（以下「原告戊賦課決定処分」と

いう。）をした。 

（３）異議申立て 

 原告戊は、原告戊更正処分及び原告戊賦課決定処分について、平成２３年４月２８日付けで、

天王寺税務署長に対し、異議申立てをしたところ、同税務署長は、同年６月２３日付けで、本

件各免除益は一時所得に該当せず、雑所得に該当するとして、異議申立てを棄却する旨の決定

をした。 

（４）審査請求 

 原告戊は、上記（３）の決定を受け、平成２３年７月２１日付けで、国税不服審判所長に対

し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２４年３月２１日付けで、本件ローン

債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は不動産所得に、それぞれ該当するとして、審査請

求を棄却する旨の裁決をした。 

６ 原告Ａ 

（１）確定申告 

 原告Ａは、平成２０年３月１２日、平成１９年分の所得税について、確定申告をした後、平

成２１年１１月６日、修正申告（以下「原告Ａ修正申告」という。）をした。原告Ａ修正申告

においては、本件航空機のリース料収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を不動産所得に

係る総収入金額に、本件航空機の売却代金収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を総合長

期譲渡所得に係る総収入金額に、本件各免除益のうちの出資割合に応じた持分相当額（合計３

９９９万８１２６円）を一時所得に係る総収入金額に、それぞれ算入し、一方で、本件各組合

員が本件業務執行者に対して支払うべき本件手数料に係る未払債務のうち、平成１９年中に支

払日の到来する分の合計額の出資割合に応じた持分相当額を、不動産所得の金額の計算上、必

要経費に算入し、総所得金額を１億２６３２万０３７９円、納付すべき税額を３７２２万５６

００円としていた。 

（２）更正等 

 昭和税務署長は、原告Ａの平成１９年分の所得税について、平成２３年３月８日付けで、本

件各免除益はいずれも雑所得に該当するとして、総所得金額を１億４６５６万９４４２円、納

付すべき税額を４５３２万５２００円とする更正（以下「原告Ａ更正処分」という。）及び加

算税額を８０万９０００円とする過少申告加算税賦課決定（以下「原告Ａ賦課決定処分」とい
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う。）をした。 

（３）異議申立て 

 原告Ａは、原告Ａ更正処分及び原告Ａ賦課決定処分について、平成２３年４月２８日付けで、

昭和税務署長に対し、異議申立てをしたところ、同税務署長は、同年６月２８日付けで、本件

各免除益は一時所得に該当せず、雑所得に該当するとして、異議申立てを棄却する旨の決定を

した。 

（４）審査請求 

 原告Ａは、上記（３）の決定を受けて、平成２３年７月２１日付けで、国税不服審判所長に

対し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２４年３月２２日付けで、本件ロー

ン債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は不動産所得に、それぞれ該当するとして、審査

請求を棄却する旨の裁決をした。 

７ 原告Ｂ 

（１）確定申告 

 原告Ｂは、平成２０年３月１４日、平成１９年分の所得税について、本件航空機のリース料

収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を不動産所得に係る総収入金額に、本件航空機の売

却代金収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を総合長期譲渡所得に係る総収入金額に、本

件各免除益のうちの出資割合に応じた持分相当額（合計６７９９万６８１４円）を一時所得に

係る総収入金額に、それぞれ算入し、一方で、本件各組合員が本件業務執行者に対して支払う

べき本件手数料に係る未払債務のうち、平成１９年中に支払日の到来する分の合計額の出資割

合に応じた持分相当額を、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入し、総所得金額を１億

５４７７万５３０８円、納付すべき税額を５８０５万３２００円として、確定申告（以下「原

告Ｂ確定申告」という。）をした。 

（２）更正等 

 世田谷税務署長は、原告Ｂの平成１９年分の所得税について、平成２３年３月１１日付けで、

本件各免除益はいずれも雑所得に該当するとして、総所得金額を１億８７１１万１２２６円、

納付すべき税額を７０９８万７６００円とする更正（以下「原告Ｂ更正処分」という。）及び

加算税額を１２９万３０００円とする過少申告加算税賦課決定（以下「原告Ｂ賦課決定処分」

という。）をした。 

（３）異議申立て 

 原告Ｂは、原告Ｂ更正処分及び原告Ｂ賦課決定処分について、平成２３年４月２８日付けで、

世田谷税務署長に対し、異議申立てをしたところ、同税務署長は、同年６月２８日付けで、本

件各免除益は一時所得に該当せず、雑所得に該当するとして、異議申立てを棄却する旨の決定

をした。 

（４）審査請求 

 原告Ｂは、上記（３）の決定を受け、平成２３年７月２１日付けで、国税不服審判所長に対

し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２４年３月２１日付けで、本件ローン

債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は不動産所得に、それぞれ該当するとして、審査請

求を棄却する旨の裁決をした。 

８ 原告Ｃ 

（１）確定申告 
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 原告Ｃは、平成２０年３月５日、平成１９年分の所得税について、本件航空機のリース料収

入のうちの出資割合に応じた持分相当額を不動産所得に係る総収入金額に、本件航空機の売却

代金収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を総合長期譲渡所得に係る総収入金額に、本件

各免除益のうちの出資割合に応じた持分相当額（合計７９９９万６２５２円）を一時所得に係

る総収入金額に、それぞれ算入し、一方で、本件各組合員が本件業務執行者に対して支払うべ

き本件手数料に係る未払債務のうち、平成１９年中に支払日の到来する分の合計額の出資割合

に応じた持分相当額を、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入し、総所得金額を２億８

１３２万８５２５円、納付すべき税額を６０２４万４１００円として、確定申告（以下「原告

Ｃ確定申告」という。）をした。 

（２）更正等 

 品川税務署長は、原告Ｃの平成１９年分の所得税について、平成２３年３月１１日付けで、

本件各免除益はいずれも雑所得に該当するとして、総所得金額を３億２１５７万６６５１円、

納付すべき税額を７６３４万３３００円とする更正（以下「原告Ｃ更正処分」という。）及び

加算税額を１６０万９０００円とする過少申告加算税賦課決定（以下「原告Ｃ賦課決定処分」

という。）をした。 

（３）異議申立て 

 原告Ｃは、原告Ｃ更正処分及び原告Ｃ賦課決定処分について、平成２３年４月２８日付けで、

品川税務署長に対し、異議申立てをしたところ、同税務署長は、同年６月２７日付けで、本件

各免除益は一時所得に該当せず、雑所得に該当するとして、異議申立てを棄却する旨の決定を

した。 

（４）審査請求 

 原告Ｃは、上記（３）の決定を受け、平成２３年７月２１日付けで、国税不服審判所長に対

し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２４年３月２１日付けで、本件ローン

債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は不動産所得に、それぞれ該当するとして、審査請

求を棄却する旨の裁決をした。 

９ 原告Ｄ 

（１）確定申告 

 原告Ｄは、平成２０年３月１７日、平成１９年分の所得税について、本件航空機のリース料

収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を不動産所得に係る総収入金額に、本件航空機の売

却代金収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を総合長期譲渡所得に係る総収入金額に、本

件各免除益のうちの出資割合に応じた持分相当額（合計５５９９万７３７６円）を一時所得に

係る総収入金額に、それぞれ算入し、一方で、本件各組合員が本件業務執行者に対して支払う

べき本件手数料に係る未払債務のうち、平成１９年中に支払日の到来する分の合計額の出資割

合に応じた持分相当額を、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入し、総所得金額を１億

５５３３万６６８９円、納付すべき税額を３６８９万７９００円として、確定申告（以下「原

告Ｄ確定申告」という。）をした。 

（２）更正等 

 諏訪税務署長は、原告Ｄの平成１９年分の所得税について、平成２３年３月１０日付けで、

本件各免除益はいずれも雑所得に該当するとして、総所得金額を１億８３５８万５３７７円、

納付すべき税額を４８１９万７５００円とする更正処分（以下「原告Ｄ更正処分」という。）
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及び加算税額を１１２万９０００円とする過少申告加算税賦課決定（以下「原告Ｄ賦課決定処

分」という。）をした。 

（３）異議申立て 

 原告Ｄは、原告Ｄ更正処分及び原告Ｄ賦課決定処分について、平成２３年４月２８日付けで、

諏訪税務署長に対し、異議申立てをしたところ、同税務署長は、同年６月２８日付けで、本件

各免除益は一時所得に該当せず、雑所得に該当するとして、異議申立てを棄却する旨の決定を

した。 

（４）審査請求 

 原告Ｄは、上記（３）の決定を受け、平成２３年７月２１日付けで、国税不服審判所長に対

し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２４年３月２１日付けで、本件ローン

債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は不動産所得に、それぞれ該当するとして、審査請

求を棄却する旨の裁決をした。 

10 原告Ｅ 

（１）確定申告 

 原告Ｅは、平成２０年３月１５日、平成１９年分の所得税について、本件航空機のリース料

収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を不動産所得に係る総収入金額に、本件航空機の売

却代金収入のうちの出資割合に応じた持分相当額を総合長期譲渡所得に係る総収入金額に、本

件各免除益のうちの出資割合に応じた持分相当額（合計１億１９９９万４３７７円）を一時所

得に係る総収入金額に、それぞれ算入し、一方で、本件各組合員が本件業務執行者に対して支

払うべき本件手数料に係る未払債務のうち、平成１９年中に支払日の到来する分の合計額の出

資割合に応じた持分相当額を、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入し、総所得金額を

４億１７６５万９５０４円、納付すべき税額を８８８４万６２００円として、確定申告をした

（以下、この確定申告を「原告Ｅ確定申告」という。）。 

（２）更正等 

 芝税務署長は、原告Ｅの平成１９年分の所得税について、平成２３年３月１０日付けで、本

件各免除益はいずれも雑所得に該当するとして、総所得金額を４億７７８０万６６９２円、納

付すべき税額を１億１２９０万５０００円とする更正（以下「原告Ｅ更正処分」という。）及

び加算税額を２４０万５０００円とする過少申告加算税賦課決定（以下「原告Ｅ賦課決定処分」

という。）をした。 

（３）異議申立て 

 原告Ｅは、原告Ｅ更正処分及び原告Ｅ賦課決定処分について、平成２３年４月２８日付けで、

芝税務署長に対し、異議申立てをしたところ、同務署長は、同年６月２８日付けで、本件各免

除益は一時所得に該当せず、雑所得に該当するとして、異議申立てを棄却する旨の決定をした。 

（４）審査請求 

 原告Ｅは、上記（３）の決定を受け、平成２３年７月２１日付けで、国税不服審判所長に対

し、審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２４年３月２１日付けで、本件ローン

債務免除益は雑所得に、本件手数料免除益は不動産所得に、それぞれ該当するとして、審査請

求を棄却する旨の裁決をした。 

以上 
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（別紙５の１） 

本件更正処分等の経緯（原告甲・●●号事件） 

（単位：円） 

項目 確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成20年3月17日 平成23年3月9日 平成23年4月28日 平成23年6月23日 平成23年7月21日 平成24年3月21日 

総所得金額 ① 67,522,884 109,045,383 88,796,320 

棄
却 

88,796,320 

棄
却 

内
訳 

不動産所得の金額 ② 202,494 236,929 236,929 236,929 

給与所得の金額 ③ 33,925,000 33,925,000 33,925,000 33,925,000 

雑所得の金額 ④ 
  

43,599,639 3,601,513 3,601,513 

長期譲渡所得の金額 ⑤ 33,395,390 31,283,815 31,283,815 31,283,815 

一時所得の金額 ⑥ 
    

19,749,063 19,749,063 

所得控除の額の合計額 ⑦ 1,525,834 1,525,834 1,525,834 1,525,834 

課税される所得金額 

（①－⑦） 
⑧ 65,997,000 107,519,000 87,270,000 87,270,000 

課税される所得金額に対する税額 ⑨ 23,602,800 40,211,600 32,112,000 32,112,000 

源泉徴収税額 ⑩ 10,020,290 10,020,290 10,020,290 10,020,290 

納付すべき税額 

（⑨－⑩） 
⑪ 13,582,500 30,191,300 22,091,700 22,091,700 

過少申告加算税 ⑫ 
  

1,660,000 809,000 809,000 

（注）長期譲渡所得の金額及び一時所得の金額は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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（別紙５の２） 

本件更正処分等の経緯（原告乙・●●号事件） 
（単位：円） 

項目 確定申告 更正の請求 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成20年3月13日 平成21年1月27日 平成22年7月30日 平成22年9月30日 平成22年12月20日 平成23年1月20日 平成24年1月16日 

総所得金額 ① 83,244,912 62,995,849 83,244,912 62,995,849 

棄
却 

62,995,849 

棄
却 

内
訳 

事業所得の金額 ② △589,636 △589,636 △589,636 △589,636 △589,636 

不動産所得の金額 ③ 530,539 530,539 44,130,178 530,539 530,539 

雑所得の金額 ④ 45,362,737 5,364,611 1,763,098 5,364,611 5,364,611 

長期譲渡所得の金額 ⑤ 37,941,272 37,941,272 37,941,272 37,941,272 37,941,272 

一時所得の金額 ⑥   19,749,063   19,749,063 19,749,063 

上場株式等の譲渡所得の金額 ⑦ 4,937,493 4,937,493 4,937,493 4,937,493 4,937,493 

先物取引に係る雑所得等の金額 ⑧ 0 0 0 0 0 

所得控除の額の合計額 

（⑩＋⑪） 
⑨ 857,004 926,004 926,004 926,004 926,004 

内
訳 

社会保険料控除の額 ⑩ 389,600 458,600 458,600 458,600 458,600 

その他の所得控除の額 ⑪ 467,404 467,404 467,404 467,404 467,404 

課税される 

所得金額 

①対応分 ⑫ 82,387,000 62,069,000 82,318,000 62,069,000 62,069,000 

⑦対応分 ⑬ 4,937,000 4,937,000 4,937,000 4,937,000 4,937,000 

⑧対応分 ⑭ 0 0 0 0 0 

算
出
税
額 

⑫に対する税額 ⑮ 30,158,800 22,031,600 30,131,200 22,031,600 22,031,600 

⑬に対する税額 ⑯ 345,590 345,590 345,590 345,590 345,590 

⑭に対する税額 ⑰ 0 0 0 0 0 

計 ⑱ 30,504,390 22,377,190 30,476,790 22,377,190 22,377,190 

源泉徴収税額 ⑲ 1,331,712 1,331,712 1,331,712 1,331,712 1,331,712 

納付すべき税額 

（⑱－⑲） 
⑳ 29,172,600 21,045,400 29,145,000 21,045,400 21,045,400 

（注）長期譲渡所得の金額及び一時所得の金額は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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（別紙５の３） 

本件更正処分等の経緯（原告丙・●●号事件） 
（単位：円） 

項目 確定申告 更正の請求 通知処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成20年3月12日 平成21年1月15日 平成22年7月30日 平成22年9月30日 平成22年12月20日 平成23年1月20日 平成24年1月15日 

総所得金額 ① 82,113,169 61,864,106 

更
正
の
請
求
に
対
し
て
そ
の
更
正
を
す
べ
き
理
由
が
な
い
旨
の
通
知 

61,864,106 

棄
却 

61,864,106 

棄
却 

内
訳 

不動産所得の金額 ② 400,670 400,670 400,670 400,670 

雑所得の金額 ③ 43,599,639 3,601,513 3,601,513 3,601,513 

長期譲渡所得の金額 ④ 38,112,860 38,112,860 38,112,860 38,112,860 

一時所得の金額 ⑤   19,749,063 19,749,063 19,749,063 

上場株式等の譲渡所得の金額 ⑥ 3,877,910 3,877,910 3,877,910 3,877,910 

所得控除の額の合計額 ⑦ 2,185,816 2,185,816 2,185,816 2,185,816 

課税される 

所得金額 

①対応分 ⑧ 79,927,000 59,678,000 59,678,000 59,678,000 

⑥対応分 ⑨ 3,877,000 3,877,000 3,877,000 3,877,000 

算
出
税
額 

⑧に対する税額 ⑩ 29,174,800 21,075,200 21,075,200 21,075,200 

⑨に対する税額 ⑪ 271,390 271,390 271,390 271,390 

計 ⑫ 29,446,190 21,346,590 21,346,590 21,346,590 

納付すべき税額 ⑬ 29,446,100 21,346,500 21,346,500 21,346,500 

（注）長期譲渡所得の金額及び一時所得の金額は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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（別紙５の４） 

本件更正処分等の経緯（原告丁・●●号事件） 
（単位：円） 

項目 確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成20年3月10日 平成23年3月11日 平成23年4月28日 平成23年7月7日 平成23年7月21日 平成24年3月21日 

総所得金額 ① 351,437,441 391,685,567 351,437,441 

棄
却 

351,437,441 

棄
却 

内
訳 

事業所得の金額 ② 227,538,540 227,538,540 227,538,540 227,538,540 

不動産所得の金額 ③ 351,334 351,334 351,334 351,334 

雑所得の金額 ④ 7,320,737 87,316,989 7,320,737 7,320,737 

長期譲渡所得の金額 ⑤ 76,478,704 76,478,704 76,478,704 76,478,704 

一時所得の金額 ⑥ 39,748,126 0 39,748,126 39,748,126 

所得控除の額の合計額 ⑦ 2,329,515 2,329,515 2,329,515 2,329,515 

課税される所得金額 

（①－⑦） 
⑧ 349,107,000 389,356,000 349,107,000 349,107,000 

課税される所得金額に対する税額 ⑨ 136,846,800 152,946,400 136,846,800 136,846,800 

源泉徴収税額 ⑩ 8,370,815 8,370,815 8,370,815 8,370,815 

申告納税額 

（⑨－⑩） 
⑪ 128,475,900 144,575,500 128,475,900 128,475,900 

予定納税額 ⑫ 47,459,600 47,459,600 47,459,600 47,459,600 

納付すべき税額 

（⑪－⑫） 
⑬ 81,016,300 97,115,900 81,016,300 81,016,300 

過少申告加算税 ⑭   1,609,000     

（注）長期譲渡所得の金額及び一時所得の金額は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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（別紙５の５） 

本件更正処分等の経緯（原告戊・●●号事件） 
（単位：円） 

項目 確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成20年3月14日 平成23年3月10日 平成23年4月28日 平成23年6月23日 平成23年7月21日 平成24年3月21日 

総所得金額 ① 124,058,438 144,307,501 124,058,438 

棄
却 

124,058,438 

棄
却 

内
訳 

不動産所得の金額 ② 31,175,366 31,175,366 31,175,366 31,175,366 

給与所得の金額 ③ 31,740,000 31,740,000 31,740,000 31,740,000 

雑所得の金額 ④ 3,938,385 43,936,511 3,938,385 3,938,385 

長期譲渡所得の金額 ⑤ 37,455,624 37,455,624 37,455,624 37,455,624 

一時所得の金額 ⑥ 19,749,063 0 19,749,063 19,749,063 

所得控除の額の合計額 ⑦ 4,827,822 4,827,822 4,827,822 4,827,822 

課税される所得金額 

（①－⑦） 
⑧ 119,230,000 139,479,000 119,230,000 119,230,000 

課税される所得金額に対する税額 ⑨ 44,896,000 52,995,600 44,896,000 44,896,000 

源泉徴収税額 ⑩ 7,549,800 7,549,800 7,549,800 7,549,800 

申告納税額 

（⑨－⑩） 
⑪ 37,346,200 45,445,800 37,346,200 37,346,200 

予定納税額 ⑫ 2,859,200 2,859,200 2,859,200 2,859,200 

納付すべき税額 

（⑪－⑫） 
⑬ 34,487,000 42,586,600 34,487,000 34,487,000 

過少申告加算税 ⑭   809,000     

（注）長期譲渡所得の金額及び一時所得の金額は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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（別紙５の６） 

本件更正処分等の経緯（原告Ａ・●●号事件） 
（単位：円） 

項目 確定申告 修正申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成20年3月12日 平成21年11月6日 平成23年3月8日 平成23年4月28日 平成23年6月28日 平成23年7月21日 平成24年3月22日 

総所得金額 ① 126,320,379 126,320,379 146,569,442 126,320,379 

棄
却 

126,320,379 

棄
却 

内
訳 

不動産所得の金額 ② 9,465,504 9,465,504 9,465,504 9,465,504 9,465,504 

給与所得の金額 ③ 37,858,000 37,858,000 37,858,000 37,858,000 37,858,000 

雑所得の金額 ④ 21,159,935 21,159,935 61,158,061 21,159,935 21,159,935 

長期譲渡所得の金額 ⑤ 38,087,877 38,087,877 38,087,877 38,087,877 38,087,877 

一時所得の金額 ⑥ 19,749,063 19,749,063 0 19,749,063 19,749,063 

上場株式等の譲渡所得の金額 ⑦ 3,147,967 33,126,721 33,126,721 33,126,721 33,126,721 

所得控除の額の合計額 ⑧ 2,983,165 2,983,165 2,983,165 2,983,165 2,983,165 

課税される 

所得金額 

①対応分 ⑨ 123,337,000 123,337,000 143,586,000 123,337,000 123,337,000 

⑦対応分 ⑩ 3,147,000 33,126,000 33,126,000 33,126,000 33,126,000 

算
出
税
額 

⑨に対する税額 ⑪ 46,538,800 46,538,800 54,638,400 46,538,800 46,538,800 

⑩に対する税額 ⑫ 220,290 2,318,820 2,318,820 2,318,820 2,318,820 

計 ⑬ 46,759,090 48,857,620 56,957,220 48,857,620 48,857,620 

源泉徴収税額 ⑭ 11,631,937 11,631,937 11,631,937 11,631,937 11,631,937 

納付すべき税額 

（⑬－⑭） 
⑮ 35,127,100 37,225,600 45,325,200 37,225,600 37,225,600 

過少申告加算税額 ⑯   209,000 809,000     

（注）長期譲渡所得の金額及び一時所得の金額は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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（別紙５の７） 

本件更正処分等の経緯（原告Ｂ・●●号事件） 
（単位：円） 

項目 確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成20年3月14日 平成23年3月11日 平成23年4月28日 平成23年6月28日 平成23年7月21日 平成24年3月21日 

総所得金額 ① 154,775,308 187,111,226 154,775,308 

棄
却 

154,775,308 

棄
却 

内
訳 

不動産所得の金額 ② 3,325,996 3,325,996 3,325,996 3,325,996 

雑所得の金額 ③ 
0 

（△1,912,489） 
66,084,325 

0 

（△1,912,489） 

0 

（△1,912,489） 

長期譲渡所得の金額 ④ 117,700,905 117,700,905 117,700,905 117,700,905 

一時所得の金額 ⑤ 33,748,407 0 33,748,407 33,748,407 

所得控除の額の合計額 ⑥ 2,651,530 2,651,530 2,651,530 2,651,530 

課税される所得金額 

（①－⑥） 
⑦ 152,123,000 184,459,000 152,123,000 152,123,000 

課税される所得金額に対する税額 ⑧ 58,053,200 70,987,600 58,053,200 58,053,200 

納付すべき税額 ⑨ 58,053,200 70,987,600 58,053,200 58,053,200 

過少申告加算税 ⑩   1,293,000     

（注）長期譲渡所得の金額及び一時所得の金額は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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（別紙５の８） 

本件更正処分等の経緯（原告Ｃ・●●号事件） 
（単位：円） 

項目 確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成20年3月5日 平成23年3月11日 平成23年4月28日 平成23年6月27日 平成23年7月21日 平成24年3月21日 

総所得金額 ① 281,328,525 321,576,651 281,328,525 

棄
却 

281,328,525 

棄
却 

内
訳 

不動産所得の金額 ② 746,779 746,779 746,779 746,779 

配当所得の金額 ③ 35,681,300 35,681,300 35,681,300 35,681,300 

給与所得の金額 ④ 98,335,000 98,335,000 98,335,000 98,335,000 

雑所得の金額 ⑤ 796,620 80,792,872 796,620 796,620 

長期譲渡所得の金額 ⑥ 106,020,700 106,020,700 106,020,700 106,020,700 

一時所得の金額 ⑦ 39,748,126 0 39,748,126 39,748,126 

株式等に係る譲渡所得等の金額 ⑧ 0 0 0 0 

所得控除の額の合計額 ⑨ 3,137,366 3,137,366 3,137,366 3,137,366 

課税される 

所得金額 

①対応分 ⑩ 278,191,000 318,439,000 278,191,000 278,191,000 

⑧対応分 ⑪ 0 0 0 0 

算
出
税
額 

⑩に対する税額 ⑫ 108,480,400 124,579,600 108,480,400 108,480,400 

⑪に対する税額 ⑬ 0 0 0 0 

計 ⑭ 108,480,400 124,579,600 108,480,400 108,480,400 

配当控除額 ⑮ 1,784,065 1,784,065 1,784,065 1,784,065 

源泉徴収税額 ⑯ 42,667,184 42,667,184 42,667,184 42,667,184 

申告納税額 

（⑭－⑮－⑯） 
⑰ 64,029,100 80,128,300 64,029,100 64,029,100 

予定納税額 ⑱ 3,785,000 3,785,000 3,785,000 3,785,000 

納付すべき税額 

（⑰－⑱） 
⑲ 60,244,100 76,343,300 60,244,100 60,244,100 

過少申告加算税 ⑳   1,609,000     

（注）長期譲渡所得の金額及び一時所得の金額は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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（別紙５の９） 

本件更正処分等の経緯（原告Ｄ・●●号事件） 
（単位：円） 

項目 確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成20年3月17日 平成23年3月10日 平成23年4月28日 平成23年6月28日 平成23年7月21日 平成24年3月21日 

総所得金額 ① 155,336,689 183,585,377 155,336,689 

棄
却 

155,336,689 

棄
却 

内
訳 

不動産所得の金額 ② 173,020 173,020 173,020 173,020 

配当所得の金額 ③ 11,952,000 11,952,000 11,952,000 11,952,000 

給与所得の金額 ④ 55,300,000 55,300,000 55,300,000 55,300,000 

雑所得の金額 ⑤ 7,625,108 63,622,484 7,625,108 7,625,108 

長期譲渡所得の金額 ⑥ 52,537,873 52,537,873 52,537,873 52,537,873 

一時所得の金額 ⑦ 27,748,688 0 27,748,688 27,748,688 

上場株式等の譲渡所得の金額 ⑧ 9,359,621 9,359,621 9,359,621 9,359,621 

所得控除の額の合計額 ⑨ 1,238,880 1,238,880 1,238,880 1,238,880 

課税される 

所得金額 

①対応分 ⑩ 154,097,000 182,346,000 154,097,000 154,097,000 

⑧対応分 ⑪ 9,359,000 9,359,000 9,359,000 9,359,000 

算
出
税
額 

⑩に対する税額 ⑫ 58,842,800 70,142,400 58,842,800 58,842,800 

⑪に対する税額 ⑬ 655,130 655,130 655,130 655,130 

計 ⑭ 59,497,930 70,797,530 59,497,930 59,497,930 

配当控除 ⑮ 597,600 597,600 597,600 597,600 

源泉徴収税額 ⑯ 21,201,340 21,201,340 21,201,340 21,201,340 

申告納税額 

（⑭－⑮－⑯） 
⑰ 37,698,900 48,998,500 37,698,900 37,698,900 

予定納税額 ⑱ 801,000 801,000 801,000 801,000 

納付すべき税額 

（⑰－⑱） 
⑲ 36,897,900 48,197,500 36,897,900 36,897,900 

過少申告加算税 ⑳   1,129,000     

（注）長期譲渡所得の金額及び一時所得の金額は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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（別紙５の１０） 

本件更正処分等の経緯（原告Ｅ・●●号事件） 
（単位：円） 

項目 確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

年月日 平成20年3月15日 平成23年3月10日 平成23年4月28日 平成23年6月28日 平成23年7月21日 平成24年3月21日 

総所得金額 ① 417,659,504 477,806,692 417,659,503 

棄
却 

417,659,503 

棄
却 

内
訳 

不動産所得の金額 ② 1,979,066 1,879,066 1,979,066 1,979,066 

配当所得の金額 ③ 85,687,875 85,687,875 85,687,875 85,687,875 

給与所得の金額 ④ 121,135,000 121,135,000 121,135,000 121,135,000 

雑所得の金額 ⑤ 4,790,575 124,784,952 4,790,575 4,790,575 

長期譲渡所得の金額 ⑥ 144,319,800 144,319,799 144,319,799 144,319,799 

一時所得の金額 ⑦ 59,747,188 0 59,747,188 59,747,188 

上場株式等の譲渡所得の金額 ⑧ 5,509,979 2,224,287 5,509,979 5,509,979 

所得控除の額の合計額 ⑨ 3,036,166 3,036,166 3,036,166 3,036,166 

課税される 

所得金額 

①対応分 ⑩ 414,623,000 474,770,000 414,623,000 414,623,000 

⑧対応分 ⑪ 4,866,000 1,580,000 4,866,000 4,866,000 

算
出
税
額 

⑩に対する税額 ⑫ 163,053,200 187,112,000 163,053,200 163,053,200 

⑪に対する税額 ⑬ 340,620 110,600 340,620 340,620 

計 ⑭ 163,393,820 187,222,600 163,393,820 163,393,820 

配当控除の額 ⑮ 4,284,393 4,284,393 4,284,393 4,284,393 

源泉徴収税額 ⑯ 62,038,375 61,808,376 62,038,375 62,038,375 

申告納税額 

（⑭－⑮－⑯） 
⑰ 97,071,000 121,129,800 97,071,000 97,071,000 

予定納税額 ⑱ 8,224,800 8,224,800 8,224,800 8,224,800 

納付すベき税額 

（⑰－⑱） 
⑲ 88,846,200 112,905,000 88,846,200 88,846,200 

過少申告加算税 ⑳   2,405,000     

（注）長期譲渡所得の金額及び一時所得の金額は、所得税法２２条２項２号の規定による２分の１に相当する金額である。 
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（別紙６） 

更正等の根拠と適法性（被告の主張） 

 

第１ 原告甲 

１ 原告甲更正処分の根拠（原告甲の平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額等） 

（１）総所得金額 １億０９０４万５３８３円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの給与所得の金額及びウの雑所得の金額と、エ

の長期譲渡所得の金額の２分の１に相当する金額３１２８万３８１５円（甲Ｂイ２の２枚目

「更正後の額」欄の「総合長期譲渡所得」④欄参照）との合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 １４８万６５１７円 

 上記金額は、次の（ア）の原告甲の出資割合に応じた本件手数料免除益の額及び（イ）の

その他の不動産所得の金額との合計額である。 

（ア）原告甲の出資割合に応じた本件手数料免除益の額 １２４万９５８８円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、原告甲の出資割合に応じた部分の金額であり、その全て

が原告甲の平成１９年分の不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の不動産所得の金額 ２３万６９２９円 

 上記金額は、本件組合の営む本件航空機の賃貸業務に係る賃貸料収入のうち原告甲の出

資割合に応じた部分の金額２０７万９０９０円から、当該賃貸料収入に係る為替差損１２

万６２１８円、支払手数料４万４３５４円、支払利息１２７万５４８２円及び減価償却費

２９万６１０７円を差し引いた上で、租税特別措置法２５条の２第１項１号に規定する青

色申告特別控除額１０万円を控除した後の残額である（甲Ｂイ３の１３枚目「１ 不動産

所得の金額」欄参照）。 

イ 給与所得の金額 ３３９２万５０００円 

 上記金額は、原告甲が確定申告書に記載した給与所得の金額と同額である（甲Ｂイ２の２

枚目「更正前の額」欄の「給与所得」②欄参照）。 

ウ 雑所得の金額 ４２３５万００５１円 

 上記金額は、次の（ア）の原告甲の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額及び（イ）

の為替差益の額との合計額である。 

（ア）原告甲の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額 ３８７４万８５３８円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、原告甲の出資割合に応じた部分の金額であり、そ

の全てが原告甲の平成１９年分の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）為替差益の額 ３６０万１５１３円 

 上記金額は、本件航空機の売却日における借入金及び未払金の残高に係る同日の為替レ

ートを基礎として算定された為替差益のうち、原告甲の出資割合に応じた部分の金額であ

る（甲Ｂイ１の１２枚目「※２」の「為替差益」欄及び同３の９枚目「※１」参照）。 

エ 長期譲渡所得の金額 ６２５６万７６３０円 

 上記金額は、所得税法３３条３項の規定に従って、次の（ア）の総収入金額から、次の（イ）

の取得費及び譲渡費用の額を差し引いた残額から、同条４項に規定する譲渡所得の特別控除
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額５０万円を控除した金額（同法２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）であ

る。 

（ア）総収入金額 １億２３８１万３９７７円 

 上記金額は、本件航空機の売却に係る収入金額のうち原告甲の出資割合に応じた部分の

金額９１８１万３９７７円と、原告甲が平成１９年中に行った船舶の売却に係る収入金額

３２００万円との合計額である（甲Ｂイ３の１３枚目「４（１）」参照）。 

（イ）取得費及び譲渡費用の額 ６０７４万６３４７円 

 上記金額は、本件航空機の取得費（未償却残高）１５５７万７９２１円、弁護士費用２

３万９７１８円及び売却調整金５８万５０８９円並びに上記（ア）の船舶の取得費（未償

却残高）４４３４万３６１９円の合計額である（甲Ｂイ３の１３及び１４枚目の「４（２）」

参照）。 

（２）所得控除の額の合計額 １５２万５８３４円 

 上記金額は、原告甲が確定申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額である（甲Ｂイ２

の２枚目「更正前の額」欄の「所得控除額の計」⑱欄参照）。 

（３）課税される所得金額（課税総所得金額） １億０７５１万９０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額１億０９０４万５３８３円から上記（２）の所得控除

の額の合計額１５２万５８３４円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定により

１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 ３０１９万１３００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの源泉徴収税額を差し引いた後の金額（国税通則法

１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 ４０２１万１６００円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額１億０７５１万９０００円に所得税法（平成２

５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 源泉徴収税額 １００２万０２９０円 

 上記金額は、原告甲が確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額である（甲Ｂイ２の２枚

目「更正前の額」欄の「源泉徴収税額」㉜欄参照）。 

２ 原告甲更正処分の適法性 

 原告甲の平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額は、上記１（４）で述べたとおり３０１

９万１３００円であるところ、当該金額は、原告甲更正処分における納付すべき税額（甲Ｂイ２

の２枚目「更正後の額」欄の「納付すべき税額」㊱欄参照）と同額であるから、原告甲更正処分

は適法である。 

３ 原告甲賦課決定処分の根拠 

 上記２のとおり、原告甲更正処分は適法であるところ、原告甲が原告甲更正処分により新たに

納付すべきこととなった税額１６６０万８８００円（甲Ｂイ２の１枚目「本税の額」欄参照）に

ついては、その計算の基礎となった事実のうちに原告甲更正処分前の税額の計算の基礎とされて

いなかったことについて国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められるも

のがあるとは認められない。 

 したがって、原告甲更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、同条１項の規定に基

づき、原告甲更正処分によって新たに納付すべきこととなった税額１６６０万円（同法１１８条
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３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、１００分の１０の割合を乗じて

算出した金額１６６万円である。 

４ 原告甲賦課決定処分の適法性 

 原告甲の平成１９年分の所得税に係る過少申告加算税の額は、上記３のとおり１６６万円であ

るところ、当該金額は、原告甲賦課決定処分における過少申告加算税の額（甲Ｂイ２の１枚目「過

少申告加算税」欄参照）と同額であるから、原告甲課決定処分は適法である。 

第２ 原告乙 

１ 原告乙更正処分の根拠（原告乙の平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額等） 

（１）総所得金額 ８３２４万４９１２円 

 上記金額は、次のアの事業所得の金額（損失の額）をイの不動産所得の金額及びウの雑所得

の金額と損益通算（所得税法６９条１項及び同法施行令１９８条）した後の金額と、エの長期

譲渡所得の金額の２分の１に相当する金額３７９４万１２７２円（甲Ｂロ２の３枚目「更正前

の額」欄の「総合長期譲渡所得」④欄参照）との合計額である（同法２２条２項）。 

ア 事業所得の金額 △５８万９６３６円 

 上記金額は、原告乙が確定申告書に記載した事業所得の金額と同額である（甲Ｂロ２の３

枚目「更正前の額」欄の「事業所得」①欄参照）。なお、金額の前の△は、損失の額を表す。 

イ 不動産所得の金額 １７８万０１２７円 

 上記金額は、次の（ア）の原告乙の出資割合に応じた本件手数料免除益の額及び（イ）の

その他の不動産所得の金額の合計額である。 

（ア）原告乙の出資割合に応じた本件手数料免除益の額 １２４万９５８８円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、原告乙の出資割合に応じた部分の金額であり、その全て

が原告乙の平成１９年分の不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の不動産所得の金額 ５３万０５３９円 

 上記金額は、原告乙が確定申告書に記載した不動産所得の金額と同額であり（甲Ｂロ２

の３枚目「更正前の額」欄の「不動産所得」②欄参照）、この不動産所得には、本件組合

による本件航空機の貸付けに係る所得が含まれている。 

ウ 雑所得の金額 ４４１１万３１４９円 

 上記金額は、次の（ア）の原告乙の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額及び（イ）

のその他の雑所得の金額の合計額である。 

（ア）原告乙の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額 ３８７４万８５３８円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、原告乙の出資割合に応じた部分の金額であり、そ

の全てが原告乙の平成１９年分の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の雑所得の金額 ５３６万４６１１円 

 上記金額は、原告乙が確定申告書に記載した雑所得の金額４５３６万２７３７円から、

前記イ（ア）の原告乙の出資割合に応じた本件手数料免除益の額１２４万９５８８円及び

上記（ア）の原告乙の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額３８７４万８５３８円

を差し引いた後の金額である（甲Ｂロ４の１・１８枚目「更正の請求」欄の「雑所得の金

額」欄参照）。 
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エ 長期譲渡所得の金額 ７５８８万２５４４円 

 上記金額は、原告乙が確定申告書に記載した長期譲渡所得の金額（所得税法２２条２項２

号による２分の１相当額算定前の金額）と同額であり、この長期譲渡所得には、本件組合の

清算に当たってされた本件航空機の売却による所得が含まれている。 

（２）上場株式等の譲渡所得等の金額 ４９３万７４９３円 

 上記金額は、原告乙が確定申告書に記載した株式等の譲渡所得等の金額と同額である（甲Ｂ

ロ２の３枚目「更正前の額」欄の「上場株式等所得」⑦欄参照）。 

（３）先物取引に係る雑所得等の金額 ０円 

 上記金額は、原告乙が確定申告書に記載した金額と同額である（甲Ｂロ２の３枚目「更正前

の額」欄の「先物取引所得」⑧欄参照）。 

（４）所得控除の額の合計額 ９２万６００４円 

 上記金額は、次のアの社会保険料控除の額及びイのその他の所得控除の額の合計額である。 

ア 社会保険料控除の額 ４５万８６００円 

 上記金額は、原告乙が更正の請求に係る請求書に記載した社会保険料控除の金額と同額で

ある（甲Ｂロ２の３枚目「更正後の額」欄の「社会保険料控除」⑩欄参照）。 

イ その他の所得控除の額 ４６万７４０４円 

 上記金額は、原告乙が確定申告書に記載した生命保険料控除の額５万円、地震保険料控除

の額３万７４０４円及び基礎控除の額３８万円の合計額である。 

（５）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 ８２３１万８０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額８３２４万４９１２円から上記（４）の所得控除の

額の合計額９２万６００４円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定により１

０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額 ４９３万７０００円 

 上記金額は、上記（２）の上場株式等の譲渡所得等の金額４９３万７４９３円から国税通

則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

ウ 先物取引に係る課税雑所得等の金額 ０円 

 上記金額は、上記（３）の先物取引に係る雑所得等の金額が０円であることから０円とな

る。 

（６）納付すべき税額 ２９１４万５０００円 

 上記金額は、次のアの算出税額からイの源泉徴収税額を差し引いた後の金額（国税通則法１

１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 ３０４７万６７９０円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額及び（イ）の上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額に対する税額の合計額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 ３０１３万１２００円 

 上記金額は、前記（５）アの課税総所得金額８２３１万８０００円に所得税法（平成２

５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

（イ）上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 ３４万５５９０円 

 上記金額は、前記（５）イの上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額４９３万７０００
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円に租税特別措置法３７条の１１第１項に規定する税率（７％）を乗じて算出した金額で

ある。 

（ウ）先物取引に係る課税雑所得等の金額に対する税額 ０円 

 上記金額は、前記（５）ウの先物取引に係る課税雑所得等の金額が０円であることから

０円となる。 

イ 源泉徴収税額 １３３万１７１２円 

 上記金額は、原告乙が確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額である（甲Ｂロ２の３枚

目「更正前の額」欄の「源泉徴収税額」㉜欄参照）。 

２ 原告乙更正処分の適法性 

 原告乙の平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額は、上記１（６）で述べたとおり２９１

４万５０００円であるところ、当該金額は、原告乙更正処分における納付すべき税額（甲Ｂロ２

の３枚目「更正後の額」欄の「納付すべき税額」㊱欄参照）と同額であるから、原告乙更正処分

は適法である。 

第３ 原告丙 

１ 原告丙通知処分の根拠（原告丙の平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額等） 

（１）総所得金額 ８２１１万３１６９円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額及びイの雑所得の金額と、ウの長期譲渡所得の金額

の２分の１に相当する金額３８１１万２８６０円の合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 １６５万０２５８円 

 上記金額は、次の（ア）の原告丙の出資割合に応じた本件手数料免除益の額及び（イ）の

その他の不動産所得の金額の合計額である。 

（ア）原告丙の出資割合に応じた本件手数料免除益の額 １２４万９５８８円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、原告丙の出資割合に応じた部分の金額であり、その全て

が原告丙の平成１９年分の不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の不動産所得の金額 ４０万０６７０円 

 上記金額は、原告丙が確定申告書に記載した不動産所得の金額と同額であり、この不動

産所得は、本件組合による本件航空機の貸付けに係る所得である。 

イ 雑所得の金額 ４２３５万００５１円 

 上記金額は、次の（ア）の原告丙の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額と及び（イ）

の為替差益の額との合計額である。 

（ア）原告丙の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額 ３８７４万８５３８円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、原告丙の出資割合に応じた部分の金額であり、そ

の全てが原告丙の平成１９年分の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）為替差益の額 ３６０万１５１３円 

 上記金額は、本件航空機の売却日における借入金及び未払金の残高に係る同日の為替レ

ートを基礎として算定された為替差益のうち、原告丙の出資割合に応じた部分の金額であ

る（甲Ｂハ１の１２枚目「※２」の「為替差益」欄及び甲Ｂハ３の９枚目「※１」参照）。 

ウ 長期譲渡所得の金額 ７６２２万５７２１円 
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 上記金額は、原告丙が確定申告書に記載した長期譲渡所得の金額（所得税法２２条２項２

号による２分の１相当額算定前の金額）と同額であり、この長期譲渡所得は、本件組合の清

算に当たってされた本件航空機の売却による所得である。 

（２）上場株式等の譲渡所得等の金額 ３８７万７９１０円 

 上記金額は、原告丙が確定申告書に記載した株式等の譲渡所得等の金額と同額である。 

（３）所得控除の額の合計額 ２１８万５８１６円 

 上記金額は、原告丙が確定申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額である。 

（４）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 ７９９２万７０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額８２１１万３１６９円から上記（３）の所得控除の

額の合計額２１８万５８１６円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定により

１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額 ３８７万７０００円 

 上記金額は、上記（２）の上場株式等の譲渡所得等の金額３８７万７９１０円から、国税

通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

（５）納付すべき税額 ２９４４万６１００円 

 上記金額は、次のアの課税総所得金額に対する税額及びイの上場株式等に係る課税譲渡所得

等の金額に対する税額の合計額（国税通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を

切り捨てた後のもの）である。 

ア 課税総所得金額に対する税額 ２９１７万４８００円 

 上記金額は、前記（４）アの課税総所得金額７９９２万７０００円に所得税法（平成２５

年法律第５号による改正前のもの）８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 ２７万１３９０円 

 上記金額は、前記（４）イの上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額３８７万７０００円

に租税特別措置法３７条の１１第１項に規定する税率（７％）を乗じて算出した金額である。 

２ 原告丙通知処分の適法性 

 原告丙の平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額は、上記１（５）で述べたとおり２９４

４万６１００円であるところ、当該金額は、原告丙確定申告における納付すべき税額と同額であ

るから、原告丙通知処分は適法である。 

第４ 原告丁 

１ 原告丁更正処分の根拠（原告丁の平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額等） 

（１）総所得金額 ３億９１６８万５５６７円 

 上記金額は、次のアの事業所得の金額、イの不動産所得の金額及びウの雑所得の金額と、エ

の長期譲渡所得の金額の２分の１に相当する金額７６４７万８７０４円（甲Ｂニ２の２枚目

「更正前の額」欄の「総合譲渡所得」④欄参照）との合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 事業所得の金額 ２億２７５３万８５４０円 

 上記金額は、原告丁が確定申告書に記載した事業所得の金額と同額である（甲Ｂニ２の２

枚目「更正前の額」欄の「事業所得」①欄参照）。 

イ 不動産所得の金額 ２８５万０５１０円 

 上記金額は、次の（ア）の原告丁の出資割合に応じた本件手数料免除益の額及び（イ）の
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その他の不動産所得の金額の合計額である。 

（ア）原告丁の出資割合に応じた本件手数料免除益の額 ２４９万９１７６円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、原告丁の出資割合に応じた部分の金額であり、その全て

が原告丁の平成１９年分の不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の不動産所得の金額 ３５万１３３４円 

 上記金額は、原告丁が確定申告書に記載した不動産所得の金額と同額であり（甲Ｂニ２

の２枚目「更正前の額」欄の「不動産所得」②欄参照）、この不動産所得の金額は、本件

組合による本件航空機の貸付けに係る所得である。 

ウ 雑所得の金額 ８４８１万７８１３円 

 上記金額は、次の（ア）の原告丁の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額及び（イ）

のその他の雑所得の金額の合計額である。 

（ア）原告丁の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額 ７７４９万７０７６円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、原告丁の出資割合に応じた部分の金額であり、そ

の全てが原告丁の平成１９年分の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の雑所得の金額 ７３２万０７３７円 

 上記金額は、原告丁が確定申告書に記載した雑所得の金額と同額である（甲Ｂニ２の２

枚目「更正前の額」欄の「雑所得」③欄参照）。 

エ 長期譲渡所得の金額 １億５２９５万７４０９円 

 上記金額は、原告丁が確定申告書に記載した長期譲渡所得の金額（所得税法２２条２項２

号による２分の１相当額算定前の金額）と同額であり、この長期譲渡所得は、本件組合の清

算に当たってされた本件航空機の売却による所得である。 

オ 一時所得の金額 ０円 

 原告丁は、確定申告書において、原告丁の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額７

７４９万７０７６円及び原告丁の出資割合に応じた本件手数料免除益の額２４９万９１７

６円の合計額７９９９万６２５２円を一時所得に係る総収入金額として申告しているが、原

告丁の出資割合に応じた本件ローン債務免除益は雑所得に係る総収入金額に算入すべき金

額に、原告丁の出資割合に応じた本件手数料免除益は不動産所得に係る総収入金額に算入す

べき金額にそれぞれ該当するから、原告丁の一時所得の金額は０円となる。 

（２）所得控除の額の合計額 ２３２万９５１５円 

 上記金額は、原告丁が確定申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額である（甲Ｂニ２

の２枚目「更正前の額」欄の「所得控除額の計」⑱欄参照）。 

（３）課税される所得金額（課税総所得金額） ３億８９３５万６０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額３億９１６８万５５６７円から上記（２）の所得控除

の額の合計額２３２万９５１５円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定により

１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 ９７１１万５９００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの源泉徴収税額を差し引いた後の金額（国税通則法

１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）からウの予定納税額を
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差し引いた後の金額である。 

ア 算出税額 １億５２９４万６４００円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額３億８９３５万６０００円に所得税法（平成２

５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 源泉徴収税額 ８３７万０８１５円 

 上記金額は、原告丁が確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額である（甲Ｂニ２の２枚

目「更正前の額」欄の「源泉徴収税額」㉜欄参照）。 

ウ 予定納税額 ４７４５万９６００円 

 上記金額は、原告丁が確定申告書に記載した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）

と同額である（甲Ｂニ２の２枚目「更正前の額」欄の「予定納税額」㉞㉟欄参照）。 

２ 原告丁更正処分の適法性 

 原告丁の平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額は、上記１（４）で述べたとおり９７１

１万５９００円であるところ、当該金額は、原告丁更正処分における納付すべき税額（甲Ｂニ２

の２枚目「更正後の額」欄の「納付すべき税額」㊱欄参照）と同額であるから、原告丁更正処分

は適法である。 

３ 原告丁賦課決定処分の根拠 

 上記２のとおり、原告丁更正処分は適法であるところ、原告丁が原告丁更正処分により新たに

納付すべきこととなった税額１６０９万９６００円（甲Ｂニ２の１枚目「本税の額」欄参照）に

ついては、その計算の基礎となった事実のうちに原告丁更正処分前の税額の計算の基礎とされて

いなかったことについて国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められるも

のがあるとは認められない。 

 したがって、原告丁更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、同条１項の規定に基

づき、原告丁が原告丁更正処分によって新たに納付すべきこととなった税額１６０９万円（同法

１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、１００分の１０の割合

を乗じて算出した金額１６０万９０００円である。 

４ 原告丁賦課決定処分の適法性 

 原告丁の平成１９年分の所得税の過少申告加算税の額は、上記３のとおり１６０万９０００円

であるところ、当該金額は、原告丁賦課決定処分における過少申告加算税の額（甲Ｂニ２の１枚

目「過少申告加算税」欄参照）と同額であるから、原告丁賦課決定処分は適法である。 

第５ 原告戊 

１ 原告戊更正処分の根拠（原告戊の平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額等） 

（１）総所得金額 １億４４３０万７５０１円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの給与所得の金額及びウの雑所得の金額と、エ

の長期譲渡所得の金額の２分の１に相当する金額３７４５万５６２４円（甲Ｂホ２の６枚目

「更正前の額」欄の「総合長期譲渡所得」④欄参照）との合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 ３２４２万４９５４円 

 上記金額は、次の（ア）の原告戊の出資割合に応じた本件手数料免除益の額及び（イ）の

その他の不動産所得の金額の合計額である。 

（ア）原告戊の出資割合に応じた本件手数料免除益の額 １２４万９５８８円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって
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生じた本件手数料免除益のうち、原告戊の出資割合に応じた部分の金額であり、その全て

が原告戊の平成１９年分の不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の不動産所得の金額 ３１１７万５３６６円 

 上記金額は、原告戊が確定申告書に記載した不動産所得の金額と同額であり（甲Ｂホ２

の６枚目「更正前の額」欄の「不動産所得」①欄参照）、この不動産所得には、本件組合

による本件航空機の貸付けに係る所得の金額が含まれている。 

イ 給与所得の金額 ３１７４万００００円 

 上記金額は、原告戊が確定申告書に記載した給与所得の金額と同額である（甲Ｂホ２の６

枚目「更正前の額」欄の「給与所得」②欄参照）。 

ウ 雑所得の金額 ４２６８万６９２３円 

 上記金額は、次の（ア）の原告戊の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額及び（イ）

のその他の雑所得との金額の合計額である。 

（ア）原告戊の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額 ３８７４万８５３８円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、原告戊の出資割合に応じた部分の金額であり、そ

の全てが原告戊の平成１９年分の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の雑所得の金額 ３９３万８３８５円 

 上記金額は、原告戊が確定申告書に記載した雑所得の金額と同額である（甲Ｂホ２の６

枚目「更正前の額」欄の「雑所得」③欄参照）。 

エ 長期譲渡所得の金額 ７４９１万１２４９円 

 上記金額は、原告戊が確定申告書に記載した長期譲渡所得の金額（所得税法２２条２項２

号による２分の１相当額算定前の金額）と同額であり、この長期譲渡所得は、本件組合の清

算に当たってされた本件航空機の売却による所得である。 

オ 一時所得の金額 ０円 

 原告戊は、確定申告書において、原告戊の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額３

８７４万８５３８円及び原告戊の出資割合に応じた本件手数料免除益の額１２４万９５８

８円の合計額３９９９万８１２６円を一時所得に係る総収入金額として申告しているが、原

告戊の出資割合に応じた本件ローン債務免除益は雑所得に係る総収入金額に算入すべき金

額に、原告戊の出資割合に応じた本件手数料免除益は不動産所得に係る総収入金額に算入す

べき金額にそれぞれ該当するから、原告戊の一時所得の金額は０円となる。 

（２）所得控除の額の合計額 ４８２万７８２２円 

 上記金額は、原告戊が確定申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額である（甲Ｂホ２

の６枚目「更正前の額」欄の「所得控除額の計」⑱欄参照）。 

（３）課税される所得金額（課税総所得金額） １億３９４７万９０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額１億４４３０万７５０１円から上記（２）の所得控除

の額の合計額４８２万７８２２円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定により

１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 ４２５８万６６００円 

 上記金額は、次のアの算出税額からイの源泉徴収税額を差し引いた後の金額（国税通則法１

１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）からウの予定納税額を差
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し引いた後の金額である。 

ア 算出税額 ５２９９万５６００円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額１億３９４７万９０００円に所得税法（平成２

５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 源泉徴収税額 ７５４万９８００円 

 上記金額は、原告戊が確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額である（甲Ｂホ２の６枚

目「更正前の額」欄の「源泉徴収税額」㉜欄参照）。 

ウ 予定納税額 ２８５万９２００円 

 上記金額は、原告戊が確定申告書に記載した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）

と同額である（甲Ｂホ２の６枚目「更正前の額」欄の「予定納税額」㉞㉟欄参照）。 

２ 原告戊更正処分の適法性 

 原告戊の平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額は、上記１（４）で述べたとおり４２５

８万６６００円であるところ、当該金額は、原告戊更正処分における納付すべき税額（甲Ｂホ２

の６枚目「更正後の額」欄の「納付すべき税額」㊱欄参照）と同額であるから、原告戊更正処分

は適法である。 

３ 原告戊賦課決定処分の根拠 

 上記２のとおり、原告戊更正処分は適法であるところ、原告戊が原告戊更正処分により新たに

納付すべきこととなった税額８０９万９６００円（甲Ｂホ２の１枚目「本税の額」欄参照）につ

いては、その計算の基礎となった事実のうちに原告戊更正処分前の税額の計算の基礎とされてい

なかったことについて国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められるもの

があるとは認められない。 

 したがって、原告戊更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、同条１項の規定に基

づき、原告戊が原告戊更正処分によって新たに納付すべきこととなった税額８０９万円（同法１

１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、１００分の１０の割合を

乗じて算出した金額８０万９０００円である。 

４ 原告戊賦課決定処分の適法性 

 原告戊の平成１９年分の所得税に係る過少申告加算税の額は、上記３のとおり８０万９０００

円であるところ、当該金額は、原告戊賦課決定処分における過少申告加算税の額（甲Ｂホ２の１

枚目「過少申告加算税」欄参照）と同額であるから、原告戊賦課決定処分は適法である。 

第６ 原告Ａ 

１ 原告Ａ更正処分の根拠（原告Ａの平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額等） 

（１）総所得金額 １億４６５６万９４４２円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの給与所得の金額及びウの雑所得の金額と、エ

の長期譲渡所得の金額の２分の１に相当する金額３８０８万７８７７円（甲Ｂへ２の５枚目

「更正前の額」欄の「総合譲渡・一時所得」④欄の金額５７８３万６９４０円のうち３８０８

万７８７７円）との合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 １０７１万５０９２円 

 上記金額は、次の（ア）の原告Ａの出資割合に応じた本件手数料免除益の額及び（イ）の

その他の不動産所得の金額の合計額である。 

（ア）原告Ａの出資割合に応じた本件手数料免除益の額 １２４万９５８８円 
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 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、原告Ａの出資割合に応じた部分の金額であり、その全て

が原告Ａの平成１９年分の不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の不動産所得の金額 ９４６万５５０４円 

 上記金額は、原告Ａが確定申告書及び修正申告書に記載した不動産所得の金額と同額で

あり（甲Ｂへ２の５枚目「更正前の額」欄の「不動産所得」①欄参照）、この不動産所得

には、本件組合による本件航空機の貸付けに係る所得が含まれている。 

イ 給与所得の金額 ３７８５万８０００円 

 上記金額は、原告Ａが確定申告書及び修正申告書に記載した給与所得の金額と同額である

（甲Ｂへ２の５枚目「更正前の額」欄の「給与所得」②欄参照）。 

ウ 雑所得の金額 ５９９０万８４７３円 

 上記金額は、次の（ア）の原告Ａの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額及び（イ）

のその他の雑所得の金額の合計額である。 

（ア）原告Ａの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額 ３８７４万８５３８円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、原告Ａの出資割合に応じた部分の金額であり、そ

の全てが原告Ａの平成１９年分の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の雑所得の金額 ２１１５万９９３５円 

 上記金額は、原告Ａが確定申告書及び修正申告書に記載した雑所得の金額と同額である

（甲Ｂへ２の５枚目「更正前の額」欄の「雑所得」③欄参照）。 

エ 長期譲渡所得の金額 ７６１７万５７５５円 

 上記金額は、原告Ａが確定申告書及び修正申告書に記載した長期譲渡所得の金額（所得税

法２２条２項２号による２分の１相当額算定前の金額）と同額であり、この長期譲渡所得は、

本件組合の清算に当たってされた本件航空機の売却による所得である。 

オ 一時所得の金額 ０円 

 原告Ａは、確定申告書及び修正申告書において、原告Ａの出資割合に応じた本件ローン債

務免除益の額３８７４万８５３８円及び原告Ａの出資割合に応じた本件手数料免除益の額

１２４万９５８８円の合計額３９９９万８１２６円を一時所得に係る総収入金額として申

告しているが、原告Ａの出資割合に応じた本件ローン債務免除益は雑所得に係る総収入金額

に算入すべき金額に、原告Ａの出資割合に応じた本件手数料免除益は不動産所得に係る総収

入金額に算入すべき金額にそれぞれ該当するから、原告Ａの一時所得の金額は０円となる。 

（２）上場株式等の譲渡所得等の金額 ３３１２万６７２１円 

 上記金額は、原告Ａが修正申告書に記載した株式等の譲渡所得等の金額と同額である（甲Ｂ

へ２の５枚目「更正前の額」欄の「分離課税株式等の譲渡所得」⑳欄参照）。 

（３）所得控除の額の合計額 ２９８万３１６５円 

 上記金額は、原告Ａが確定申告書及び修正申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額で

ある（甲Ｂへ２の５枚目「更正前の額」欄の「所得控除額の計」⑱欄参照）。 

（４）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 １億４３５８万６０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額１億４６５６万９４４２円から上記（３）の所得控
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除の額の合計額２９８万３１６５円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額 ３３１２万６０００円 

 上記金額は、上記（２）の上場株式等の譲渡所得等の金額３３１２万６７２１円から国税

通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

（５）納付すべき税額 ４５３２万５２００円 

 上記金額は、次のアの算出税額からイの源泉徴収税額を差し引いた後の金額（国税通則法１

１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 ５６９５万７２２０円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額及び（イ）の上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額に対する税額の合計額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 ５４６３万８４００円 

 上記金額は、前記（４）アの課税総所得金額１億４３５８万６０００円に所得税法（平

成２５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

（イ）上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 ２３１万８８２０円 

 上記金額は、前記（４）イの上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額３３１２万６００

０円に租税特別措置法３７条の１１第１項に規定する税率（７％）を乗じて算出した金額

である。 

イ 源泉徴収税額 １１６３万１９３７円 

 上記金額は、原告Ａが確定申告書及び修正申告書に記載した源泉徴収税額と同額である

（甲Ｂへ２の５枚目「更正前の額」欄の「源泉徴収税額」㉞欄参照）。 

２ 原告Ａ更正処分の適法性 

 原告Ａの平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額は、上記１（５）で述べたとおり４５３

２万５２００円であるところ、当該金額は、原告Ａ更正処分における納付すべき税額（甲Ｂへ２

の５枚目「更正後の額」欄の「納付すべき税額」㊳欄参照）と同額であるから、原告Ａ更正処分

は適法である。 

３ 原告Ａ賦課決定処分の根拠 

 上記２のとおり、原告Ａ更正処分は適法であるところ、原告Ａが原告Ａ更正処分により新たに

納付すべきこととなった税額８０９万９６００円（甲Ｂへ２の１枚目「本税の額」欄参照）につ

いては、その計算の基礎となった事実のうちに原告Ａ更正処分前の税額の計算の基礎とされてい

なかったことについて国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められるもの

があるとは認められない。 

 したがって、原告Ａ更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、同条１項の規定に基

づき、原告Ａが原告Ａ更正処分によって新たに納付すべきことになった税額８０９万円（同法１

１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、１００分の１０の割合を

乗じて算出した金額８０万９０００円である。 

４ 原告Ａ賦課決定処分の適法性 

 原告Ａの平成１９年分の所得税に係る過少申告加算税の額は、上記３のとおり８０万９０００

円であるところ、当該金額は、原告Ａ賦課決定処分における過少申告加算税の額（甲Ｂへ２の１

枚目「過少申告加算税」欄参照）と同額であるから、原告Ａ賦課決定処分は適法である。 
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第７ 原告Ｂ 

１ 原告Ｂ更正処分の根拠（原告Ｂの平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額等） 

（１）総所得金額 １億８７１１万１２２６円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額及びイの雑所得の金額と、ウの長期譲渡所得の金額

の２分の１に相当する金額１億１７７０万０９０５円（甲Ｂト２の２枚目「更正前の額」欄の

「総合長期譲渡所得」③欄参照）との合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 ５４５万０２９６円 

 上記金額は、次の（ア）の原告Ｂの出資割合に応じた本件手数料免除益の額及び（イ）の

その他の不動産所得の金額の合計額である。 

（ア）原告Ｂの出資割合に応じた本件手数料免除益の額 ２１２万４３００円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、原告Ｂの出資割合に応じた部分の金額であり、その全て

が原告Ｂの平成１９年分の不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の不動産所得の金額 ３３２万５９９６円 

 上記金額は、原告Ｂが確定申告書に記載した不動産所得の金額と同額であり（甲Ｂト２

の２枚目「更正前の額」欄の「不動産所得」①欄参照）、この不動産所得は、本件組合に

よる本件航空機の貸付けに係る所得である。 

イ 雑所得の金額 ６３９６万００２５円 

 上記金額は、次の（ア）の原告Ｂの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額から（イ）

のその他の雑所得の金額（損失の金額）を控除した金額である。 

（ア）原告Ｂの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額 ６５８７万２５１４円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、原告Ｂの出資割合に応じた部分の金額であり、そ

の全てが原告Ｂの平成１９年分の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の雑所得の金額 △１９１万２４８９円 

 上記金額は、原告Ｂが確定申告書に記載した雑所得の金額と同額である。なお、金額の

前の△は損失の金額を表す。 

ウ 長期譲渡所得の金額 ２億３５４０万１８１１円 

 上記金額は、原告Ｂが確定申告書に記載した長期譲渡所得の金額（所得税法２２条２項２

号による２分の１相当額算定前の金額）と同額であり、この長期譲渡所得の金額には、本件

組合の清算に当たってされた本件航空機の売却による所得の金額が含まれている。 

エ 一時所得の金額 ０円 

 原告Ｂは、確定申告書において、原告Ｂの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額６

５８７万２５１４円及び原告Ｂの出資割合に応じた本件手数料免除益の額２１２万４３０

０円の合計額６７９９万６８１４円を一時所得に係る総収入金額として申告しているが、原

告Ｂの出資割合に応じた本件ローン債務免除益は雑所得に係る総収入金額に算入すべき金

額に、原告Ｂの出資割合に応じた本件手数料免除益は不動産所得に係る総収入金額に算入す

べき金額にそれぞれ該当するから、原告Ｂの一時所得の金額は０円となる。 

（２）所得控除の額の合計額 ２６５万１５３０円 

 上記金額は、原告Ｂが確定申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額である（甲Ｂト２
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の２枚目「更正前の額」欄の「所得控除額の計」⑱欄参照）。 

（３）課税される所得金額（課税総所得金額） １億８４４５万９０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額１億８７１１万１２２６円から上記（２）の所得控除

の額の合計額２６５万１５３０円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定により

１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 ７０９８万７６００円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額１億８４４５万９０００円に所得税法（平成２５

年法律第５号による改正前のもの）８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

２ 原告Ｂ更正処分の適法性 

 原告Ｂの平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額は、上記１（４）のとおり７０９８万７

６００円であるところ、当該金額は、原告Ｂ更正処分における納付すべき税額（甲Ｂト２の２枚

目「更正後の額」欄の「納付すべき税額」㊱欄参照）と同額であるから、原告Ｂ更正処分は適法

である。 

３ 原告Ｂ賦課決定処分の根拠 

 上記２のとおり、原告Ｂ更正処分は適法であるところ、原告Ｂが原告Ｂ更正処分により新たに

納付すべきこととなった税額１２９３万４４００円（甲Ｂト２の１枚目「本税の額」欄参照）に

ついては、その計算の基礎となった事実のうちに原告Ｂ更正処分前の税額の計算の基礎とされて

いなかったことについて、国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められる

ものがあるとは認められない。 

 したがって、原告Ｂ更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、同条１項の規定に基

づき、原告Ｂが原告Ｂ更正処分によって新たに納付すべきこととなった税額１２９３万円（同法

１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、１００分の１０の割合

を乗じて算出した金額１２９万３０００円である。 

４ 原告Ｂ賦課決定処分の適法性 

 原告Ｂの平成１９年分の所得税に係る過少申告加算税の額は、上記３のとおり１２９万３００

０円であるところ、当該金額は、原告Ｂ賦課決定処分における過少申告加算税の額（甲Ｂト２の

１枚目「過少申告加算税」欄参照）と同額であるから、原告Ｂ賦課決定処分は適法である。 

第８ 原告Ｃ 

１ 原告Ｃ更正処分の根拠（原告Ｃの平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額等） 

（１）総所得金額 ３億２１５７万６６５１円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの配当所得の金額、ウの給与所得の金額及びエ

の雑所得の金額と、オの長期譲渡所得の金額の２分の１に相当する金額１億０６０２万０７０

０円（甲Ｂチ２の５枚目「更正前の額」欄の「総合譲渡所得」⑤欄参照）との合計額である（所

得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 ３２４万５９５５円 

 上記金額は、次の（ア）の原告Ｃの出資割合に応じた本件手数料免除益の額及び（イ）の

その他の不動産所得の金額の合計額である。 

（ア）原告Ｃの出資割合に応じた本件手数料免除益の額 ２４９万９１７６円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、原告Ｃの出資割合に応じた部分の金額であり、その全て
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が原告Ｃの平成１９年分の不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の不動産所得の金額 ７４万６７７９円 

 上記金額は、原告Ｃが確定申告書に記載した不動産所得の金額と同額であり（甲Ｂチ２

の５枚目「更正前の額」欄の「不動産所得」①欄参照）、この不動産所得は、本件組合に

よる本件航空機の貸付けに係る所得である。 

イ 配当所得の金額 ３５６８万１３００円 

 上記金額は、原告Ｃが確定申告書に記載した配当所得の金額と同額である（甲Ｂチ２の５

枚目「更正前の額」欄の「配当所得」②欄参照）。 

ウ 給与所得の金額 ９８３３万５０００円 

 上記金額は、原告Ｃが確定申告書に記載した給与所得の金額と同額である（甲Ｂチ２の５

枚目「更正前の額」欄の「給与所得」③欄参照）。 

エ 雑所得の金額 ７８２９万３６９６円 

 上記金額は、次の（ア）の原告Ｃの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額及び（イ）

のその他の雑所得の金額の合計額である。 

（ア）原告Ｃの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額 ７７４９万７０７６円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、原告Ｃの出資割合に応じた部分の金額であり、そ

の全てが原告Ｃの平成１９年分の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の雑所得の金額 ７９万６６２０円 

 上記金額は、原告Ｃが確定申告書に記載した雑所得の金額と同額である（甲Ｂチ２の５

枚目「更正前の額」欄の「雑所得」④欄参照）。 

オ 長期譲渡所得の金額 ２億１２０４万１４０１円 

 上記金額は、原告Ｃが確定申告書に記載した長期譲渡所得の金額（所得税法２２条２項２

号による２分の１相当額算定前の金額）と同額であり、この長期譲渡所得は、本件組合の清

算に当たってされた本件航空機の売却による所得である。 

カ 一時所得の金額 ０円 

 原告Ｃは、確定申告書において、原告Ｃの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額７

７４９万７０７６円及び原告Ｃの出資割合に応じた本件手数料免除益の額２４９万９１７

６円の合計額７９９９万６２５２円を一時所得に係る総収入金額として申告しているが、原

告Ｃの出資割合に応じた本件ローン債務免除益は雑所得に係る総収入金額に算入すべき金

額に、原告Ｃの出資割合に応じた本件手数料免除益は不動産所得に係る総収入金額に算入す

べき金額にそれぞれ該当するから、原告Ｃの一時所得の金額は０円となる。 

（２）株式等に係る譲渡所得等の金額 ０円 

 上記金額は、原告Ｃが確定申告書に記載した株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である

（甲Ｂチ２の５枚目「更正前の額」欄の「株式等の譲渡所得」⑧欄参照）。 

（３）所得控除の額の合計額 ３１３万７３６６円 

 上記金額は、原告Ｃが確定申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額である（甲Ｂチ２

の５枚目「更正前の額」欄の「所得控除額の計」⑱欄参照）。 

（４）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 ３億１８４３万円９０００円 
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 上記金額は、上記（１）の総所得金額３億２１５７万６６５１円から上記（３）の所得控

除の額の合計額３１３万７３６６円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 株式等に係る課税譲渡所得等の金額 ０円 

 上記金額は、上記（２）の株式等に係る譲渡所得等の金額が０円であることから０円とな

る。 

（５）納付すべき税額 ７６３４万３３００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの配当控除の額及びウの源泉徴収税額の各金額を差

し引いた後の金額（国税通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後

のもの）からエの予定納税額を差し引いた後の金額である。 

ア 算出税額 １億２４５７万９６００円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額及び（イ）の株式等に係る課税譲

渡所得等の金額に対する税額の合計額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 １億２４５７万９６００円 

 上記金額は、前記（４）アの課税総所得金額３億１８４３万円９０００円に所得税法（平

成２５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

（イ）株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 ０円 

 上記金額は、前記（４）イの株式等に係る課税譲渡所得等の金額が０円であることから

０円となる。 

イ 配当控除の額 １７８万４０６５円 

 上記金額は、上記（１）イの配当所得の金額３５６８万１３００円に、所得税法９２条１

項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額であり、原告Ｃが確定申告書に記

載した配当控除の金額と同額である（甲Ｂチ２の５枚目「更正前の額」欄の「配当控除」㉖

欄参照）。 

ウ 源泉徴収税額 ４２６６万７１８４円 

 上記金額は、原告Ｃが確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額である（甲Ｂチ２の５枚

目「更正前の額」欄の「源泉徴収税額」㉜欄参照）。 

エ 予定納税額 ３７８万５０００円 

 上記金額は、原告Ｃが確定申告書に記載した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）

と同額である（甲Ｂチ２の５枚目「更正前の額」欄の「予定納税額」㉞㉟欄参照）。 

２ 原告Ｃ更正処分の適法性 

 原告Ｃの平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額は、上記１（５）で述べたとおり７６３

４万３３００円であるところ、当該金額は、原告Ｃ更正処分における納付すべき税額（甲Ｂチ２

の５枚目「更正後の額」欄の「納付すべき税額」㊱欄参照）と同額であるから、原告Ｃ更正処分

は適法である。 

３ 原告Ｃ賦課決定処分の根拠 

 上記２のとおり、原告Ｃ更正処分は適法であるところ、原告Ｃが原告Ｃ更正処分により新たに

納付すべきこととなった税額１６０９万９２００円（甲Ｂチ２の１枚目「本税の額」欄参照）に

ついては、その計算の基礎となった事実のうちに原告Ｃ更正処分前の税額の計算の基礎とされて

いなかったことについて国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められるも
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のがあるとは認められない。 

 したがって、原告Ｃ更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、同条１項の規定に基

づき、原告Ｃが原告Ｃ更正処分によって新たに納付すべきこととなった税額１６０９万円（同法

１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、１００分の１０の割合

を乗じて算出した金額１６０万９０００円である。 

４ 原告Ｃ賦課決定処分の適法性 

 原告Ｃの平成１９年分の所得税に係る過少申告加算税の額は、上記３のとおり１６０万９００

０円であるところ、当該金額は、原告Ｃ賦課決定処分における過少申告加算税の額（甲Ｂチ２の

１枚目「過少申告加算税」欄参照）と同額であるから、原告Ｃ賦課決定処分は適法である。 

第９ 原告Ｄ 

１ 原告Ｄ更正処分の根拠（原告Ｄの平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額等） 

（１）総所得金額 １億８３５８万５３７７円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの配当所得の金額、ウの給与所得の金額及びエ

の雑所得の金額と、オの長期譲渡所得の金額の２分の１に相当する金額５２５３万７８７３円

（甲Ｂリ２の４枚目「更正前の額」欄の「総合譲渡・一時所得」⑤欄の金額８０２８万６５６

１円のうち５２５３万７８２３円）との合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 １９２万２４４３円 

 上記金額は、次の（ア）の原告Ｄの出資割合に応じた本件手数料免除益の額及び（イ）の

その他の不動産所得の金額の合計額である。 

（ア）原告Ｄの出資割合に応じた本件手数料免除益の額 １７４万９４２３円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、原告Ｄの出資割合に応じた部分の金額であり、その全て

が原告Ｄの平成１９年分の不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の不動産所得の金額 １７万３０２０円 

 上記金額は、原告Ｄが確定申告書に記載した不動産所得の金額と同額であり（甲Ｂリ２

の４枚目「更正前の額」欄の「不動産所得」①欄参照）、この不動産所得は、本件組合に

よる本件航空機の貸付けによる所得である。 

イ 配当所得の金額 １１９５万２０００円 

 上記金額は、原告Ｄが確定申告書に記載した配当所得の金額と同額である（甲Ｂリ２の４

枚目「更正前の額」欄の「配当所得」②欄参照）。 

ウ 給与所得の金額 ５５３０万００００円 

 上記金額は、原告Ｄが確定申告書に記載した給与所得の金額と同額である（甲Ｂリ２の４

枚目「更正前の額」欄の「給与所得」③欄参照）。 

エ 雑所得の金額 ６１８７万３０６１円 

 上記金額は、次の（ア）の原告Ｄの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額及び（イ）

のその他の雑所得の金額の合計額である。 

（ア）原告Ｄの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額 ５４２４万７９５３円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、原告Ｄの出資割合に応じた部分の金額であり、そ

の全てが原告Ｄの平成１９年分の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 
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（イ）その他の雑所得の金額 ７６２万５１０８円 

 上記金額は、原告Ｄが確定申告書に記載した雑所得の金額と同額である（甲Ｂリ２の４

枚目「更正前の額」欄の「雑所得」④欄参照）。 

オ 長期譲渡所得の金額 １億０５０７万５７４７円 

 上記金額は、原告Ｄが確定申告書に記載した長期譲渡所得の金額（所得税法２２条２項２

号による２分の１相当額算定前の金額）と同額であり、この長期譲渡所得は、本件組合の清

算に当たってされた本件航空機の売却による所得である。 

カ 一時所得の金額 ０円 

 原告Ｄは、確定申告書において、原告Ｄの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額５

４２４万７９５３円及び原告Ｄの出資割合に応じた本件手数料免除益の額１７４万９４２

３円の合計額５５９９万７３７６円を一時所得に係る総収入金額として申告しているが、原

告Ｄの出資割合に応じた本件ローン債務免除益は雑所得に係る総収入金額に算入すべき金

額に、原告Ｄの出資割合に応じた本件手数料免除益は不動産所得に係る総収入金額に算入す

べき金額にそれぞれ該当するから、原告Ｄの一時所得の金額は０円となる。 

（２）上場株式等の譲渡所得等の金額 ９３５万９６２１円 

 上記金額は、原告Ｄが確定申告書に記載した株式等の譲渡所得等の金額と同額である（甲Ｂ

リ２の４枚目「更正前の額」欄の「株式等の譲渡所得」⑦欄参照）。 

（３）所得控除の額の合計額 １２３万８８８０円 

 上記金額は、原告Ｄが確定申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額である（甲Ｂリ２

の４枚目「更正前の額」欄の「所得控除額の計」⑱欄参照）。 

（４）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 １億８２３４万６０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額１億８３５８万５３７７円から上記（３）の所得控

除の額の合計額１２３万８８８０円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額 ９３５万９０００円 

 上記金額は、上記（２）の上場株式等の譲渡所得等の金額９３５万９６２１円から国税通

則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

（５）納付すべき税額 ４８１９万７５００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの配当控除の額及びウの源泉徴収税額を差し引いた

後の金額（国税通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）

からエの予定納税額を差し引いた後の金額である。 

ア 算出税額 ７０７９万７５３０円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額及び（イ）の上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額に対する税額の合計額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 ７０１４万２４００円 

 上記金額は、前記（４）アの課税総所得金額１億８２３４万６０００円に所得税法（平

成２５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

（イ）上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 ６５万５１３０円 

 上記金額は、前記（４）イの上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額９３５万９０００
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円に租税特別措置法３７条の１１第１項に規定する税率（７％）を乗じて算出した金額で

ある。 

イ 配当控除の額 ５９万７６００円 

 上記金額は、前記（１）イの配当所得の金額１１９５万２０００円に、所得税法９２条１

項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額であり、原告Ｄが確定申告書に記

載した配当控除の金額と同額である（甲Ｂリ２の４枚目「更正前の額」欄の「配当控除」㉖

欄参照）。 

ウ 源泉徴収税額 ２１２０万１３４０円 

 上記金額は、原告Ｄが確定申告書に記載した源泉徴収税額の金額と同額である（甲Ｂリ２

の４枚目「更正前の額」欄の「源泉徴収税額」㉜欄参照）。 

エ 予定納税額 ８０万１０００円 

 上記金額は、原告Ｄが確定申告書に記載した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）

と同額である（甲Ｂリ２の４枚目「更正前の額」欄の「予定納税額」㉞㉟欄参照）。 

２ 原告Ｄ更正処分の適法性 

 原告Ｄの平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額は、上記１（５）で述べたとおり４８１

９万７５００円であるところ、当該金額は、原告Ｄ更正処分における納付すべき税額（甲Ｂリ２

の４枚目「更正後の額」欄の「納付すべき税額」㊱欄参照）と同額であるから、原告Ｄ更正処分

は適法である。 

３ 原告Ｄ賦課決定処分の根拠 

 上記２のとおり、原告Ｄ更正処分は適法であるところ、原告Ｄが原告Ｄ更正処分により新たに

納付すべきこととなった税額１１２９万９６００円（甲Ｂリ２の１枚目「本税の額」欄参照）に

ついては、その計算の基礎となった事実のうちに原告Ｄ更正処分前の税額の計算の基礎とされて

いなかったことについて国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められるも

のがあるとは認められない。 

 したがって、原告Ｄ更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、同条１項の規定に基

づき、原告Ｄが原告Ｄ更正処分によって新たに納付すべきこととなった税額１１２９万円（同法

１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、１００分の１０の割合

を乗じて算出した金額１１２万９０００円である。 

４ 原告Ｄ賦課決定処分の適法性 

 原告Ｄの平成１９年分の所得税に係る過少申告加算税の額は、上記３のとおり１１２万９００

０円であるところ、当該金額は、原告Ｄ賦課決定処分における過少申告加算税の額（甲Ｂリ２の

１枚目「過少申告加算税」欄参照）と同額であるから、原告Ｄ賦課決定処分は適法である。 

第10 原告Ｅ 

１ 原告Ｅ更正処分の根拠（原告Ｅの平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額等） 

（１）総所得金額 ４億７７８０万６６９２円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの配当所得の金額、ウの給与所得の金額及びエ

の雑所得の金額と、オの長期譲渡所得の金額の２分の１に相当する金額１億４４３１万９７９

９円（甲Ｂヌ２の５枚目「更正前の額」欄の「総合譲渡所得」⑤欄参照）との合計額である（所

得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 ５６２万７８３１円 
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 上記金額は、次の（ア）の原告Ｅの出資割合に応じた本件手数料免除益の額及び（イ）の

その他の不動産所得の金額の合計額である。 

（ア）原告Ｅの出資割合に応じた本件手数料免除益の額 ３７４万８７６５円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、原告Ｅの出資割合に応じた部分の金額であり、その全て

が原告Ｅの平成１９年分の不動産所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の不動産所得の金額 １８７万９０６６円 

 上記金額は、原告Ｅが確定申告書に記載した不動産所得の金額１９７万９０６６円（甲

Ｂヌ２の５枚目「更正前の額」欄の「不動産所得」①欄参照）から租税特別措置法２５条

の２第１項１号に規定する青色申告特別控除額１０万円を控除した後の金額であり、この

不動産所得の金額には、本件組合による本件航空機の貸付けに係る所得が含まれている。 

イ 配当所得の金額 ８５６８万７８７５円 

 上記金額は、原告Ｅが確定申告書に記載した配当所得の金額と同額である（甲Ｂヌ２の５

枚目「更正前の額」欄の「配当所得」②欄参照）。 

ウ 給与所得の金額 １億２１１３万５０００円 

 上記金額は、原告Ｅが確定申告書に記載した給与所得の金額と同額である（甲Ｂヌ２の５

枚目「更正前の額」欄の「給与所得」③欄参照）。 

エ 雑所得の金額 １億２１０３万６１８７円 

 上記金額は、次の（ア）の原告Ｅの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額及び（イ）

のその他の雑所得の金額の合計額である。 

（ア）原告Ｅの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額 １億１６２４万５６１２円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、原告Ｅの出資割合に応じた部分の金額であり、そ

の全てが原告Ｅの平成１９年分の雑所得に係る総収入金額に算入すべき金額に該当する。 

（イ）その他の雑所得の金額 ４７９万０５７５円 

 上記金額は、原告Ｅが確定申告書に記載した雑所得の金額と同額である（甲Ｂヌ２の５

枚目「更正前の額」欄の「雑所得」④欄参照）。 

オ 長期譲渡所得の金額 ２億８８６３万９５９９円 

 上記金額は、原告Ｅが確定申告書に記載した長期譲渡所得の金額（所得税法２２条２項２

号による２分の１相当額算定前の金額）と同額であり、この長期譲渡所得には、本件組合の

清算に当たってされた本件航空機の売却による所得が含まれている。 

カ 一時所得の金額 ０円 

 原告Ｅは、確定申告書において、原告Ｅの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の額１

億１６２４万５６１２円及び原告Ｅの出資割合に応じた本件手数料免除益の額３７４万８

７６５円の合計額１億１９９９万４３７７円を一時所得に係る総収入金額として申告して

いるが、原告Ｅの出資割合に応じた本件ローン債務免除益は雑所得に係る総収入金額に算入

すべき金額に、原告Ｅの出資割合に応じた本件手数料免除益は不動産所得に係る総収入金額

に算入すべき金額にそれぞれ該当するから、原告Ｅの一時所得の金額は０円となる。 

（２）上場株式等の譲渡所得等の金額 ２２２万４２８７円 

 上記金額は、原告Ｅが株式等の取引を行っていたＯ証券株式会社本店が発行した原告Ｅに係



64 

る平成１９年分の年間取引報告書の記載を基に、譲渡の対価の額５３９７万５０００円から取

得費及び譲渡に要した費用の額等５１７５万０７１３円を控除した金額である（甲Ｂヌ２の５

枚目参照）。 

（３）所得控除の額の合計額 ３０３万６１６６円 

 上記金額は、原告Ｅが確定申告書に記載した所得控除の額の合計額と同額である（甲Ｂヌ２

の５枚目「更正前の額」欄の「所得控除額の計」⑱欄参照）。 

（４）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 ４億７４７７万００００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額４億７７８０万６６９２円から上記（３）の所得控

除の額の合計額３０３万６１６６円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定に

より１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額 １５８万００００円 

 上記金額は、前記（２）の上場株式等の譲渡所得等の金額２２２万４２８７円から原告Ｅ

が確定申告書に記載した前年から繰り越された株式等に係る譲渡損失の金額６４万３７２

４円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切

り捨てた後のもの）である。 

（５）納付すべき税額 １億１２９０万５０００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの配当控除の額及びウの源泉徴収税額の各金額を差

し引いた後の金額（国税通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後

のもの）からエの予定納税額を差し引いた後の金額である。 

ア 算出税額 １億８７２２万２６００円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額及び（イ）の上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額に対する税額の合計額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 １億８７１１万２０００円 

 上記金額は、前記（４）アの課税総所得金額４億７４７７万円に所得税法（平成２５年

法律第５号による改正前のもの）８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

（イ）上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 １１万０６００円 

 上記金額は、前記（４）イの上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額１５８万円に租税

特別措置法３７条の１１第１項に規定する税率（７％）を乗じて算出した金額である。 

イ 配当控除の額 ４２８万４３９３円 

 上記金額は、上記（１）イの配当所得の金額８５６８万７８７５円に、所得税法９２条１

項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額であり、原告Ｅが確定申告書に記

載した配当控除の金額と同額である（甲Ｂヌ２の５枚目「更正前の額」欄の「配当控除」㉖

欄参照）。 

ウ 源泉徴収税額 ６１８０万８３７６円 

 上記金額は、次の（ア）の上場株式等の譲渡所得等に係る源泉徴収税額及び（イ）の（ア）

以外の源泉徴収税額の各金額の合計額である。 

（ア）上場株式等の譲渡所得等に係る源泉徴収税額 １５万５６９７円 

 上記金額は、原告Ｅが株式等の取引を行っていたＯ証券株式会社本店が発行した原告Ｅ

に係る平成１９年分の年間取引報告書に源泉徴収税額として記載された金額である。 
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（イ）（ア）以外の源泉徴収税額 ６１６５万２６７９円 

 上記金額は、原告Ｅが確定申告書に記載した、原告Ｅの保有するＰ株式会社株式から生

じる平成１９年分の配当所得に係る源泉徴収税額１７１３万７５７５円及び原告Ｅが同

社から得た平成１９年分の給与所得に係る源泉徴収税額４４５１万５１０４円の合計額

である。 

エ 予定納税額 ８２２万４８００円 

 上記金額は、原告Ｅが確定申告書に記載した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）

と同額である（甲Ｂヌ２の５枚目「更正前の額」欄の「予定納税額」㉞㉟欄参照）。 

２ 原告Ｅ更正処分の適法性 

 原告Ｅの平成１９年分の所得税に係る納付すべき税額は、上記１（５）で述べたとおり１億１

２９０万５０００円であるところ、当該金額は、原告Ｅ更正処分における納付すべき税額（甲Ｂ

ヌ２の５枚目「更正後の額」欄の「納付すべき税額」㊱欄参照）と同額であるから、原告Ｅ更正

処分は適法である。 

３ 原告Ｅ賦課決定処分の根拠 

 上記２のとおり、原告Ｅ更正処分は適法であるところ、原告Ｅが原告Ｅ更正処分により新たに

納付すべきこととなった税額２４０５万８８００円（甲Ｂヌ２の１枚目「本税の額」欄参照）に

ついては、その計算の基礎となった事実のうちに原告Ｅ更正処分前の税額の計算の基礎とされて

いなかったことについて国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められるも

のがあるとは認められない。 

 したがって、原告Ｅ更正処分に伴って賦課される過少申告加算税の額は、同条１項の規定に基

づき、原告Ｅが原告Ｅ更正処分によって新たに納付すべきこととなった税額２４０５万円（同法

１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、１００分の１０の割合

を乗じて算出した金額２４０万５０００円である。 

４ 原告Ｅ賦課決定処分の適法性 

 原告Ｅの平成１９年分の所得税に係る過少申告加算税の額は、上記３のとおり２４０万５００

０円であるところ、当該金額は、原告Ｅ賦課決定処分における過少申告加算税の額（甲Ｂヌ２の

１枚目「過少申告加算税」欄）と同額であるから、原告Ｅ賦課決定処分は適法である。 

以上 
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（別紙７） 

被告の主張 

 

第１ 本件ローン債務免除益が一時所得に該当しないこと 

１ 基本的な考え方 

（１）所得税法における所得区分の判断 

 所得税法が、所得をその源泉ないし性質によって１０種類の所得に分類しているのは、所得

はその性質や発生の態様によって担税力が異なるという前提に立って、公平負担の観点から、

各種の所得について、それぞれの担税力の相違に応じた計算方法を定め、また、それぞれの態

様に応じた課税方法を定めるためであり、ある所得がどの所得区分に該当するかは、その所得

の質的担税力に関わる性質や発生の態様に基づいて判断されることとなる。 

 ある所得が同法における所得区分のいずれに該当するかを判断するに当たっては、当該所得

が得られた直接的な原因（原因をなす行為等の事実やそれに対する法的評価）を重要な考慮要

素としつつ、それ以外にも所得の性質や発生の態様及びそれに関連する事実関係をも総合考慮

した上で、事実関係に即した法的評価を行い、利子所得ないし雑所得の１０種類の所得の意

義・要件を定めた同法２３条ないし３５条のいずれに該当するかをそれぞれ判断すべきである。 

（２）原告らは所得税法における所得区分の判断手法を正解していないこと 

ア 原告らは、所得税法における所得区分の判断手法に関して、「何らかの継続的な行為等に

関連してある所得が得られたという状況下で、その所得の所得分類を現行の同法において判

断するための要素は、その所得が得られた直接的な原因」であると主張するが、上記（１）

で述べたとおり、所得区分は、所得が得られた直接的な原因のみで判断するものではない。 

イ また、原告らは、上記のとおり、一定の「状況下」にける所得区分の判断手法を論じてい

るが、そもそも、なぜ、原告らが主張するような「状況下」に限定した上で所得区分の判断

を論じなければならないのか、その理由が判然としないばかりか、このような「状況下」に

おいて生じた所得の所得区分ですら、必ずしも直接的な原因のみで判断されていないことは、

裁判例からみても明らかである。 

２ 一時所得及び雑所得の要件等 

 一時所得について定めた所得税法３４条１項の規定からすると、一時所得に該当するというた

めには、利子所得ないし譲渡所得のいずれの所得にも該当しないこと（以下「除外要件」という。）

を前提にして、①営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得であること（以

下「非継続要件」という。）、②労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しない

所得であること（以下「非対価要件」という。）の２つの要件をいずれも具備していることが必

要である。 

 そして、同法３５条１項が、雑所得とは利子所得ないし一時所得のいずれにも該当しない所得

をいうと規定し、包括的所得概念の下、他の所得分類に該当しないものは全てこの所得分類で受

ける方法を採っていることからすれば、ある所得が一時所得か雑所得のいずれの所得に該当する

かを判断する場合、非継続要件及び非対価要件をいずれも充足する所得は一時所得となるが、上

記要件を一つでも充足しない場合は雑所得に該当することとなる。 

３ 本件ローン債務免除益は非継続要件を充足しないこと 

（１）所得税法における非継続要件の変遷 



67 

 所得税法における一時所得に係る規定の変遷をみれば、一時所得という所得種類が最初に登

場するのは、昭和２２年の第二次改正（昭和２２年法律第１４２号）後の旧所得税法であり、

そこでは、「前各号以外の所得で営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所

得（以下一時所得という。）」と規定されていたことから、非継続要件は、当初から「営利を目

的とする継続的行為から生じた所得以外の」と、「一時の所得」という２つの要素から成って

いたことがうかがえるが、その表現は上記の改正以前から既に所得税法に存在していたもので

ある。 

 すなわち、一時所得は、昭和２２年の第一次改正（昭和２２年法律第２７号）に基づき制定

された旧所得税法においては、非課税所得の１つとして掲げられていたところ、その定義には

上記と同様の表現が用いられており、更に時代を遡れば、昭和１５年改正の所得税法（昭和１

５年法律第２４号）において、「乙類の事業所得中営利を目的とする継続的行為より生じたる

に非ざる一時の所得」が非課税所得の１つとして掲げられ、それ以前の所得税法（大正９年法

律第１１号）においても、「営利の事業に属せざる一時の所得」が非課税所得と位置づけられ

ていた。 

（２）非継続要件においては、「一時の」という文言によって性質上一回限りである収入を特定し

た上で、「営利を目的とする継続的行為」という文言によって継続するとの外観がある一定の

行為類型を除外していること 

 上記（１）で述べた規定の変遷を踏まえると、現行法の非継続要件の解釈に当たって戦前の

議論状況を全く無視することは不適切であり、戦前の所得税法においても、「営利の事業に属

せざる」という前段部分は、「一時の所得」という後段部分とは異なる意味を有し、後段部分

により示される範囲を限定する役割を果たすものとの有力な見解が存在しており、そこでは、

前段部分は、具体的には、およそ所得を得ようとする活動に由来する所得は非課税とされず、

課税の対象とされていたのである。 

 そして、戦前においては、「一時の」という文言によって、性質上、一回限りである収入を

（非課税となるものを見つけるために）特定した上で、「営利の事業に属せざる」という文言

により、継続するとの外観がある一定の行為類型を除外するという扱いが行われていたことか

らすれば、現行所得税法における非継続要件についても、そのような解釈が同様に当てはまる

ものというべきであり、一定の行為類型に該当するか否かは、具体的な回数ではなく、継続的

な活動の一環のものか否か、つまりは、営利活動により発生する定期的、回帰的な所得かどう

かにより判断すべきである。したがって、所得税法３４条１項の「営利を目的とする継続的行

為から生じた所得以外の一時の所得」という文言の指す範囲は、およそ性質上一度しか得られ

ない収入を指すものと理解すべきではない。 

（３）本件ローン債務免除益は「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」であり非継続要件

を充足しないこと 

ア 本件組合は任意組合に該当するところ、本件組合事業は、本件各組合員による出資金及び

本件借入金をもって本件航空機を取得し、これを賃貸、管理、売却すること及びこれらに附

帯する一切の業務を含むものであり、これにより組合員相互の利益を図ることを目的とする

ものであるから、原告らを含む本件各組合員が共同事業として営んでいた本件組合事業（航

空機賃貸事業）が「営利を目的とする継続的行為」に該当することは明らかである。 

イ 加えて、本件ローン債務免除益が得られた直接的な原因は、本件組合と本件融資銀行によ
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る債務免除の合意によるものであるが、先に述べたとおり、その所得区分を判断するに当た

っては、直接的な原因である債務免除行為のみをもって判断すべきでなく、① 当該免除益

の直接の発生原因である本件組合と本件融資銀行による債務免除の合意に加え、② 本件ロ

ーン契約の締結、③ 本件ローン契約に定められた義務の履行、④ ノン・リコース条項の

存在に加えて、⑤ これらの行為が本件組合事業の一環として行われたものであることとい

った所得の性質や発生の態様及びこれらに関連する事実関係をも併せて総合的に検討すべ

きである。 

ウ そして、本件ローン債務免除益は、原告ら本件各組合員が営む本件組合事業を遂行するに

当たって不可欠な、言い換えれば原告らの業務の遂行上欠かすことのできない本件航空機の

取得資金を調達するために締結した本件ローン契約について、追加出資のリスクを回避する

ためにノン・リコース条項が設けられていることを前提として、本件組合が本件ローン契約

において定められた債務者としての義務を履行し続けたことにより、本件航空機を売却した

際にその売却代金を含む組合財産によって返済できなかった本件ローン契約に係る残債務

につき、本件融資銀行との間でその免除を受ける合意が成立したことにより発生したもので

ある。 

 このように、本件ローン債務免除益は、原告らが営む航空機賃貸事業の一環として生じた

ものであると認められるのであって、賃貸料収入等と同様、営利事業から生じる定期的、回

帰的な所得と把握し得るものである。したがって、当該免除益は、「営利を目的とする継続

的行為から生じた所得」に該当することから、非継続要件を充足しない。 

（４）原告らの主張は非継続要件を正解しないものであること 

ア 原告らは、「『営利を目的とする継続的行為』か否かは『所得の基礎（発生原因）に源泉

性を認めるに足る継続性、恒常性があるか否か、より具体的にいえば、所得の基礎（発生原

因）となった事実が繰り返し生じることが予定されているか否か』により判断される」とし

た上で、「『一時の所得』の発生が反復継続する場合には、『一時の所得』の基礎（発生原因）

に源泉性が認められるようになる」と主張する。 

 しかしながら、上記（２）で述べたとおり、非継続要件を充足するというためには、単に

一時の所得であることだけでは足りず、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の

ものとして、定期的、回帰的な所得と把握し得る継続的な活動の一環から生じたもの以外の

ものでなければならないと解すべきであるから、一時の所得自体が反復継続して得られる場

合に限り源泉性が認められるとする原告らの主張には理由がない。 

イ そして、原告らは、本件ローン債務免除益について、「本件のローン債務免除行為は明ら

かに一回限りのものであり、債務免除益それ自体が反覆継続して取得され得るものではな

い」ことから、「一時所得に該当するための非継続要件を満たしているものと判断される」

とも主張するが、上記（３）で述べたとおり、本件ローン債務免除益は、一回限りであって

も、営利事業から生じる定期的、回帰的な所得と把握し得るものであることから、当該免除

益は、営利を目的とする継続的行為から生じた所得に該当し、非継続要件を充足しない。 

ウ したがって、原告らの主張はいずれも理由がない。 

４ 本件ローン債務免除益は非対価要件を充足しないこと 

（１）非対価要件に係る規定の変遷 

 一時所得という所得種類が最初に登場するのは、昭和２２年の第二次改正（昭和２２年法律
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第１４２号）後の旧所得税法であるが、その際に現在の非対価要件に相当する文言はなく、昭

和２７年の改正（昭和２７年法律第５３号）において、「一時の所得」を「一時の所得のうち

労務その他役務の対価たる性質を有しないもの」と改める形で導入されており、この改正の趣

旨は、アマチュア作家などの原稿料を一時所得に分類させず雑所得に分類させるようにすると

ころにあったとされる。 

 非対価要件の文言が現在の形になったのは、旧所得税法が全面改正となった昭和３９年の税

制改正の時であり、この際に、「又は資産の譲渡」という文言が「役務」の後に挿入されてお

り、この改正の趣旨は、山林の伐採・譲渡による所得がおよそ譲渡所得に分類され得ないとの

前提がある中で、取得後５年以内の山林の伐採・譲渡による所得を山林所得の範囲から除外す

ることへの対応であったと説明されている。すなわち、そのままでは、取得後５年以内の山林

がまとめて譲渡されると、当該譲渡による所得が一時所得に分類されてしまう可能性を排除す

るために、これに対処すべく、非対価要件が修正されたものである。 

（２）非対価要件は、ある者が別の者から何かを受け取る場合において、そこに牽連関係が存在し

たと認め得る状況があれば充足しないこと 

ア 所得税法３４条１項に規定する「労務その他の役務（中略）の対価としての性質を有しな

い所得」については、「労務その他の役務」という規定振りから明らかなように、役務は労

務より広い意味内容を持つ。また、同項は、労務その他の役務の対価としての「性質を有し

ないもの」と規定しており、対価そのものであることを要求するのではなく、対価としての

性質を有するか否かを問題としていることからすれば、「労務その他の役務の対価としての

性質」とは、直接的な対価関係より相対的に広い概念であり、具体的には、ある給付が人の

地位及び職務に関連してされる場合も、偶発的とはいえないものについては、非対価要件を

充足しないと解すべきである。 

イ また、非対価要件を充足するか否か、すなわち、労務その他の役務の対価としての性質を

有するか否かは、地位と受領との間の牽連性の有無により決定されると解すべきであり、あ

る者が別の者から何らかを受け取る場合において、そこに牽連関係が存在したと認め得る状

況があれば非対価要件を充足しないというべきである。 

ウ さらに、「職務や地位に関連して交付される経済的利益」における「労務その他の役務」

とは、「当該人が一般的な職務又は何らかの義務を伴う地位」にあり、その地位を継続しつ

つ必要とされる時は当該責任を履行する関係、あるいは自らの判断で当該活動ができる関係

にある場合において、経済的な利益を供与する者が上記関係に着目して当該利益を与えた場

合を指すというべきであり、このような場合においては非対価要件を充足しないこととなる。 

エ 結局のところ、労務その他の役務の対価としての性質を有するといえるためには、ある者

が別の者から何かを受け取る場合において、そこに牽連関係が存在したと認め得る状況があ

れば足り、このような状況とは、例えば、当該人が一般的な職務又は何らかの義務を伴う地

位にあり、その地位を継続しつつ必要とされる時は当該責任を履行する関係、あるいは自ら

の判断で当該活動ができる関係が存在したと認めることができる状況を指すというべきで

ある。 

 そうすると、経済的な利益を供与する者が上記関係に着目して当該利益を与えた状況が認

められる場合には、当該利益は「労務その他役務」の「対価としての性質を有しないもの」

ということはできず、非対価要件を充足しない。 
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（３）本件ローン債務免除益は労務その他の役務の対価としての性質を有しており非対価要件を充

足しないこと 

ア 本件ローン契約では、Ｆが本件組合の組合員（出資者）を募集するために、いわゆるノン・

リコース条項が設けられており、本件各組合員は、本件融資銀行を貸主、自らを借主として

本件ローン契約を締結し、ノン・リコース条項を前提とした通常よりも高い利息の支払を続

け、契約上の義務を履行した結果、本件組合を清算する際、本件ローン債務免除益を受ける

ことができたのである。このように、本件ローン債務免除益は、原告らが本件組合の組合員

であるが故に生じたものであって、本件各組合員の航空機賃貸事業における事業主という地

位を離れては生じ得ないものである。 

イ 一方、本件借入金の貸し手である本件融資銀行の側からみても、本件融資銀行にとって、

本件航空機等の本件組合の財産のみを本件融資銀行の掴取権の対象にしたとしてもなお、ノ

ン・リコース条項を設けた本件ローン契約を締結することに経済的合理性があったというべ

きであるから、本件ローン債務免除益は、原告らが本件融資銀行に対し、本件ローン契約に

より本件航空機等の本件組合の財産のみを本件融資銀行の掴取権の対象にした契約上の地

位を継続し、必要な時にその義務を履行する状態の下で、実際に当該責任を履行したことに

対応して本件融資銀行から与えられたものであり、「当該人が一般的な職務又は何らかの義

務を伴う地位」にあって、その地位を継続していて必要とされる時に当該責任を履行する状

態、あるいは自らの判断で当該活動ができる状態にある場合において、経済的な利益を供与

する者が上記状態に着目して当該利益を与えたものと認められる。 

ウ 以上のとおり、本件ローン債務免除益の発生の態様及び考慮すべき事実関係をみれば、本

件融資銀行と原告らとの間の関係を、ノン・リコース条項が設けられていない通常の金銭消

費貸借における借主と貸主の関係と同様のものとして所得区分の判断を行うことは適切で

はなく、原告らは、航空機賃貸事業における事業主であり、本件ローン契約により本件航空

機等の本件組合の財産のみを本件融資銀行の掴取権の対象にした契約上の地位にあること

に加え、本件融資銀行における本件ローン契約の締結及びその後の債務免除までの一連の行

為に経済的合理性が認められることからすれば、原告らが本件融資銀行にリスク投資の機会

を与えたとの関係が認められ、このような関係から生じた本件ローン債務免除益には牽連関

係が存在した状況を認めることができるから、本件ローン債務免除益は非対価要件を充足し

ないというべきである。 

（４）非対価要件に係る原告らの主張には理由がないこと 

 原告らは、「本件ローン債務免除益に関し、原告らは、本件融資銀行に対して何らの役務も

提供しておらず、また、資産の譲渡も行っていない。したがって、本件ローン債務免除益は、

役務や資産の譲渡の対価としての性質を有するものではなく、非対価要件を充足する」と主張

するとともに、「本件融資銀行は本件組合から間接的・抽象的にも『労務その他の役務』を受

けることを期待する立場になく、実際に『労務その他の役務』の提供を受けていないので、被

告が主張するように『対価としての性質』をいくら広く解したとしても、本件ローン債務免除

益が『労務その他の役務の対価としての性質』を有する所得ということはできない。」と主張

する。 

 しかしながら、上記（２）及び（３）で述べたとおり、原告らが本件融資銀行にリスク投資

の機会を与えたとの関係が認められ、このような関係を前提として本件融資銀行から受けた本
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件ローン債務免除益には牽連関係が存在した状況を認めることができるのであるから、本件ロ

ーン債務免除益は非対価要件を充足しないというべきである。 

 したがって、原告らの主張には理由がない。 

５ 小括 

 以上のとおり、本件ローン債務免除益は、非継続要件及び非対価要件をいずれも充足しないか

ら、一時所得には該当せず、雑所得に該当する。 

第２ 本件手数料免除益は不動産所得に該当すること 

１ 本件手数料免除益は不動産所得に該当すること 

（１）不動産所得に係る必要経費に算入した未払債務が免除されたことにより生じた債務免除益に

ついては、当該債務免除益が生じた日の属する年分の不動産所得の総収入金額に算入すべきも

のであること 

ア 不動産所得の意義及び計算 

（ア）不動産所得について、所得税法２６条１項は、「不動産所得とは、不動産、不動産の上

に存する権利、船舶又は航空機（括弧内省略）の貸付け（地上権又は永小作権の設定その

他他人に不動産等を使用させることを含む。）による所得（事業所得又は譲渡所得に該当

するものを除く。）をいう」と規定しているところ、貸付けによる所得とは、使用収益期

間に対応して定期的かつ継続的に支払われる賃料がその典型であるが、これに限らず、賃

借人から賃貸人に移転される経済的利益のうち、目的物を使用収益する対価としての性質

を有するもの又はこれに代わる性質を有するものをいうと解するのが相当である。 

（イ）また、所得税法は、各種所得の「総収入金額に算入すべき金額」について、「別段の定

めがあるものを除き、その年において収入すべき金額（金銭以外の物又は権利その他経済

的な利益をもって収入する場合には、その金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価

額）とする。」（同法３６条１項）とし、この「金銭以外の物又は権利その他経済的な利益

の価額は、当該物若しくは権利を取得し、又は当該利益を享受する時における価額とす

る。」（同条２項）と規定しており、経済的な利益も各種所得の金額の計算上総収入金額に

算入すべき金額に該当することを明らかにしている。 

 そして、同法２６条２項は、「不動産所得の金額は、その年中の不動産所得に係る総収

入金額から必要経費を控除した金額」と規定し、総収入金額から控除する必要経費につい

ては、「不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額（括弧内省略）の計算上必

要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの所得の総収入金額に

係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年におけ

る販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以

外の費用でその年において債務の確定しないものを除く。）の額とする」と規定している

（同法３７条１項）。 

（ウ）以上の規定からも明らかなとおり、所得税法は、１０種類の所得分類を設け、それぞれ

所得の種類ごとに所得金額を計算することとしている以上、ある支出がある所得の必要経

費に該当するというためには、ある所得の必要経費は、単に「必要経費」に当たるかどう

かだけではなく、「その所得の必要経費」に当たるかどうかという点を吟味し、判断され

る必要があり、消費との区別を厳格に行い、かつ、特定の所得類型との結びつきを明らか

にする必要があることから、必要経費は、所得を得るための特定の経済活動（所得稼得活
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動）との結びつきによって判断するものと理解され、特定の経済活動と直接の関連を有し、

その経済活動を行うために客観的にみて必要な支出が必要経費であるとされる必要があ

る。 

 これを不動産所得についてみれば、不動産所得の必要経費に該当するというためには、

当該所得を得るための活動、すなわち不動産貸付事業（ないし業務）と直接の関連を有し、

当該事業（ないし業務）を行うために客観的に必要な支出であることが必要とされるので

あり、このような必要経費に該当する支出と当該事業（ないし業務）との関連性は、事後

的にその支払が免除されたからといって直ちに失われるものではない。 

（エ）そうすると、既に不動産所得の必要経費に算入された金額に係る支払が免除された場合、

すなわち、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入した金額が未払となり、その後、

当該未払となっている債務について債権者から債務免除を受けた場合の当該債務免除を

受けた部分については、特別な事情がない限り、不動産貸付事業（ないし業務）の必要経

費に該当していたことを前提としてその性質決定を行い、当該債務免除益の所得区分の判

断を行うことが、所得税法における所得区分の合理的な解釈というべきである。ただし、

所得を生ずべき業務について生じた費用に係る必要経費の計上時期には、いわゆる債務確

定基準が適用されていることから、確定した債務が免除された場合、当該免除の時に経済

的利益が生ずることとなるが、一旦、必要経費に算入した未払債務が免除されたことによ

り生じた債務免除益については、当該未払債務を必要経費に算入した年分の各種所得の金

額を遡って是正するのではなく、原則として当該債務免除益が生じた日の属する年分の各

種所得の総収入金額に算入すべきものと解される。 

 この取扱いは、当該債務免除益の発生が過去に計上した各種所得の必要経費を事後的に

減少させるものであり、その結果、当該各種所得の金額が増加するという所得金額の計算

方法から見ても合理性を有するものといえ、また、上記（ウ）で述べた同法における必要

経費の解釈にも妥当するものであり、不動産所得の必要経費に算入された金額について、

その支払が後に免除された場合でも、当該必要経費と不動産貸付事業（ないし業務）との

直接の関連が直ちに失われるものではなく、特別な事情がない限り、上記関連を前提とし

て所得区分を判断し、当該免除益を不動産所得の総収入金額に算入させることが不動産所

得の金額の計算方法からみても合理性を有するものである。 

イ 所得税法の他の規定からみても、不動産所得の金額の計算に係る被告の主張には理由があ

ること 

（ア）上記ア（エ）で述べた解釈については、所得税法の他の規定をみても、損益通算後も残

存した純損失（同法２条１項２５号）について、翌年以降での繰越控除（同法７０条）や、

前年での繰戻控除（同法１４０条以下）が認められていることからすれば、同法における

暦年ごとの課税の原則は絶対的なものではなく、経済的負担がないことが事後に判明した

必要経費に算入済みの費用に対応する債務免除益を、発生、認識した後の課税期間におい

て、必要経費が算入された所得区分に分類することは、同法や所得税法施行令に明文の規

定がないことを理由に許されないとはいえない上、そもそも未払費用に係る債務の免除は、

所得税の目的上費用として把握される債務それ自体を対象とするものであるから、仮に、

債務の発生と当該債務に係る債務免除益とが同じ１年の間で生じたとした場合には、当該

債務免除益をある所得区分の総収入金額に算入せずに当該債務を当該所得区分の必要経
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費に算入することは認められないというのが同法における所得金額の計算の前提である

ことからすれば、当該債務免除益が生じた日の属する年分の当該債務と同じ所得区分の総

収入金額に算入すべきとの解釈が同法に反するものでないことは明らかである。 

（イ）また、所得税法施行令９４条（事業所得の収入金額とされる保険金等）１項１号は、事

業所得者がその業務に係るたな卸資産の滅失に対応して保険金を受け取る場合などにお

いて、損失を事業所得の必要経費に算入する一方で、当該損失を填補する収入を事業所得

の総収入金額に算入することを定め、同項２号は、従前どおり発生した業務遂行に係る費

用が事業所得などの必要経費に算入される状況において、補償された収入を同じ所得の総

収入金額に算入することを定めており、この対応する費用と収入とを同種の所得に分類す

るという要求は、同法における共通の要求として、同法２６条１項において不動産等の貸

付けに対応した所得区分を設け、同条２項において当該貸付業務に係る収入と費用とを対

応させた所得計算を規定していることの前提となるものでもある。 

ウ 小括 

 以上のとおり、ある所得が不動産所得に該当するか否かは、当該所得が得られた直接的な

原因だけでなく、所得の性質や発生の態様及びこれらに関連する事実関係も考慮要素に含め

判断することを前提に、所得税法２６条２項における不動産所得の金額の計算との関係も踏

まえ判断すべきであり、不動産所得に係る必要経費に算入した未払債務が免除されたことに

より生じた債務免除益については、特別の事情がない限り、当該債務免除益が生じた日の属

する年分の不動産所得の総収入金額に算入すべきである。 

（２）本件手数料免除益は所得税法２６条１項の貸付けによる所得そのものであり不動産所得に該

当すること 

 本件航空機の賃貸及び管理は、本件組合における経常的な業務であると認められるところ、

本件手数料は、これら本件組合事業の執行を本件組合の組合員でもある本件業務執行者に委託

したことによる当該業務執行に対する報酬であり、本件手数料免除益は、本件各組合員が負担

することとされていた本件手数料について、本件業務執行者が未収となっていた平成１３年１

１月分以降の本件手数料２３万１３７０ドル全額を債権放棄したことによって生じた経済的

利益である。 

 同金額は、既に原告らの不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入されていたものであっ

て、本件手数料免除益は、本件航空機の賃貸収入を得るために必要な費用のうち未払となって

いる債務が免除されたことにより生じた利益であり、課税標準である所得の計算上、賃貸収入

（賃借人から賃貸人に移転される経済的利益）から控除される費用（未払債務）が免除された

ことによる利益（所得そのものの取戻し）であるから、貸付けによる所得（所得税法２６条１

項）そのものであるといえ、不動産所得に該当する。 

 すなわち、本件手数料免除益の発生の直接的な原因は本件業務執行者による債務免除である

ものの、本件手数料免除益は、過去に計上した不動産所得の必要経費（支払手数料）を事後的

に減少させるものであり、過去に同条２項の規定に基づき総収入金額から必要経費を控除する

ことにより算出された不動産所得の金額とは同条１項にいう貸付けによる所得にほかならず、

過去の課税期間中の必要経費算入の事後的訂正のための項目という性格が強く認められる本

件手数料免除益については、既に必要経費に算入した支払手数料の訂正を通じて過去の貸付け

による所得を訂正するものである。 
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 このような解釈は所得金額の計算方法からみても合理性を有するものということができる

し、同条から導かれる不動産所得の意義及び過去の裁判例とも齟齬するものでもなく、本件手

数料免除益が本件組合事業（航空機賃貸事業）と直接の関連を有するものであることは明らか

であるから、本件手数料免除益は不動産所得に該当する。 

（３）原告らの主張は所得税法における所得区分の判断手法を正解しないものであり、本件手数料

免除益が一時所得に該当するとの主張には理由がないこと 

ア 原告らは、「所得税法の枠組みは所得（区分）は収入の性質により判断されると考えられ」、

「いかなる支出が必要経費や控除と認められるかは、所得の意義や所得区分と直接関係する

ものではなく立法政策と密接に関わるものであり、所得区分とは切り離された概念といえ

る。」と主張する。 

 しかしながら、前記のとおり、所得区分の判断は、当該所得が得られた直接的な原因だけ

ではなく、所得の性質や発生の態様及びこれらに関連する事実関係をも考慮要素に含めて行

うべきものであり、また、前記（１）ア（イ）、（ウ）で述べたとおり、必要経費は、所得を

得るための特定の経済活動（所得稼得活動）との結びつきによって判断され、特定の経済活

動と直接の関連を有し、その経済活動を行うために客観的にみて必要な支出が必要経費とさ

れるのである。 

 したがって、原告らの主張は、所得区分の判断手法を正解しないものといわざるを得ない。 

イ また、原告らは、本件手数料免除益についても、「過去に不動産所得の必要経費として計

上されていたであるとか、組合事業の最後の活動に際して受けたものであるなどという事情

は、その所得分類を検討するにあたって影響」せず、本件手数料免除益は、「貸主が借主に

対して一定の期間、不動産等を使用又は収益させる対価としての性質を有する経済的利益又

はこれに代わる性質を有するもの」のいずれにも該当せず、一時所得に該当する旨主張する。 

 しかしながら、上記アでも述べたとおり、所得税法における所得区分の判断は、当該所得

が得られた直接的な原因（本件手数料免除益でいえば本件業務執行者による債務免除）のみ

で判断するものではなく、また、上記（１）で述べたとおり、本件手数料免除益は、本件航

空機の賃貸収入を得るために必要な費用のうち未払となっている債務が免除されたことに

より生じた利益であり、所得そのものの取戻しであるから、同法２６条にいう「貸付けによ

る所得」そのものであるということができる。 

 したがって、本件手数料免除益は、不動産所得に該当することが明らかであるから、原告

らの主張には理由がない。 

２ 本件手数料免除益が一時所得に該当しないこと（予備的主張） 

 上記１で述べたとおり、本件手数料免除益は不動産所得に該当するが、仮に本件手数料免除益

が不動産所得に該当しないとしても、これが一時所得に該当することはなく、雑所得に該当する。 

 すなわち、本件手数料免除益が一時所得に該当するというためには、前述したように、所得税

法が規定する利子所得ないし譲渡所得のいずれの所得にも該当しないことを前提として、①営利

を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得であること（非継続要件）、②労務そ

の他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しない所得であること（非対価要件）のいず

れの要件をも具備していることが必要であるところ、本件手数料免除益は、本件業務執行者が未

収となっていた平成１３年１１月分以降の本件手数料２３万１３７０ドル全額を債権放棄した

ことによって生じた経済的利益であり、本件組合の活動から得られた損益として認識されたもの
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である。そして、本件手数料免除益は、本件手数料が本件組合事業における業務執行の対価であ

り、営利を目的とする継続的行為である本件組合事業（航空機賃貸事業）の一環から生じたもの

であること及び原告らが本件組合事業の委託者である本件組合の組合員であるが故に生じたも

のであることからすれば、偶発的に生じたものではなく、「営利を目的とする継続的行為から生

じた所得」であり、「労務その他の役務」の「対価としての性質」を有する所得であることは明

らかである。 

 したがって、本件手数料免除益は、仮に不動産所得に該当しないとしても、一時所得に該当す

ることはなく、雑所得に該当する。 

第３ 結語 

 以上のとおり、本件各免除益が一時所得に該当するとする原告らの主張はいずれも理由がなく、

本件各更正処分等は適法であるから、原告らの請求はいずれも棄却されるべきである。 

以上 
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（別紙８） 

原告らの主張 

 

第１ 本件ローン債務免除益は一時所得に該当すること 

１ 本件ローン債務免除益の所得の発生原因について 

 所得税法は１０種類の所得区分を法定し、それぞれの担税力に応じた所得の計算方法や課税方

法を定めて課税するものであるので、所得区分を適正に判断する必要があり、そのためには所得

の法的性質や発生態様による「所得の発生原因」を特定する必要がある。 

 特に、何らかの継続的な行為等に関連してある所得が得られたという状況下での所得の発生原

因は、その所得が得られた直接的な原因により決定される。何らかの継続的な行為等と関係があ

るからといって、直ちにその継続的な関係から得られる所得（給与所得、事業所得、不動産所得

等）に包摂されるとの考え方は誤りであって、判例上も採用されていない。 

 これを本件について当てはめると、本件ローン債務免除益の所得の発生原因は、本件ローン債

務免除行為、すなわち、平成１９年３月５日付けの「ＤＥＥＤ ＯＦ ＲＥＬＥＡＳＥ」（甲Ａ

１０）の締結によって本件融資銀行が本件借入金に係る残債務を免除したという事実であり、こ

の点については当事者間に争いがない。 

２ 本件ローン債務免除益が原則として一時所得であること 

 法人の個人に対する債務免除によって発生した本件ローン債務免除益は、原則として所得税法

３４条の一時所得となり、例外として雑所得になるかどうかについて非継続要件と非対価要件の

みを検討すれば足りることになる。 

 また、上記の点は、１回限りの所得の発生が予定されている生命保険契約に基づく一時金（退

職手当等とみなす場合を除く。）を一時所得とする同法施行令１８３条２項によっても裏付けら

れる。 

３ 一時所得に該当するための要件 

 所得が一時所得に該当するためには、①利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所

得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち（除外要件）、② 営利を目的とする継

続的行為から生じた所得以外の一時の所得で（非継続要件）、③ 労務その他の役務又は資産の

譲渡の対価としての性質を有しないもの（非対価要件）という要件を充足する必要があるところ

（所得税法３４条１項）、本件ローン債務免除益が除外要件を充足することは、当事者間に争い

がない。 

４ 本件ローン債務免除益が非継続要件を充足すること 

（１）非継続要件の意義 

 非継続要件については、営利を目的とする継続的行為から生じた所得である否かは、所得の

発生原因に源泉性を認めるに足る継続性や恒常性があるか否か、本件ローン債務免除益につい

て、より具体的に言えば、本件ローン債務免除行為とは別に、本件組合において本件借入金に

係る債務免除行為が繰り返し生じることが予定されているか否かによって判断されるべきで

あり、所得の発生に関連する業務（被告の主張する本件組合事業）に継続性や恒常性が認めら

れることとは無関係であり、このような解釈は、複数の裁判例で示された解釈に沿うものであ

る。 

 例えば、馬券の当選による所得についても、所得の発生原因たる「一回的な行為」が、「強
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度に連続することによって、その所得が質的に変化して上記の継続性、恒常性を獲得し、所得

源泉性を有することとなる場合」や、「単に繰り返されただけでなく、一定の条件の下で機械

的、網羅的に購入され、個々の購入行為の独立性が希薄になっている場合、全体的に見れば継

続性を帯びる」場合に初めて、「営利を目的とする継続的行為により生じた所得」になるもの

とされている。 

（２）本件ローン債務免除益が非継続要件を充足すること 

 前記のとおり、本件ローン債務免除益の所得の発生原因は本件ローン債務免除行為である。 

 そして、本件組合は、本件ローン契約による資金で購入した本件航空機１機のみを賃貸する

事業を行うことを目的として組成されたものであり、組合組成から約６年後には本件航空機の

リース料及び売却代金により本件借入金を全額返済し、組合事業を終了することが予定されて

いた。つまり、本件組合が本件融資銀行から本件借入金について債務免除を受けることは当初

から予定されておらず、仮に本件のように最終的に免除を受けることになったとしても、繰り

返し債務免除を受けることは全く予定されていなかったのであり、事実としても本件借入金に

係る債務免除は一回限りしか行われていない。 

 また、本件航空機の担保権者であった本件融資銀行は、本件組合事業の終了時である平成１

９年３月当時、本件借入金の残債権として２１１７万ドル余を有しており、本件航空機の処分

について、例えば、担保契約上の担保を実行してその売却代金を全額取得することも、代物弁

済として本件航空機それ自体を自己の所有物とすることも可能であったし、本件のように任意

売却するにしても、売却価格、時期、相手方等については様々な選択肢を有していたが、中古

航空機市場や航空機リース市場の低迷等諸々の事情を考慮の上、上記のような選択肢の中から、

本件航空機の任意売却に同意し、その売却代金をもってＦ借入金を完済させ、その残額を受け

るだけで本件ローン契約を終了させるとの判断を行ったのである。すなわち、本件融資銀行は、

本来は本件航空機の売却代金１７００万ドル全額を受領できる権利を有していたにもかかわ

らず、本件組合との新たな合意により１４００万ドル（本件航空機の売却代金からＦ借入金の

残高を控除した額）の受領をもって、残債務を免除するという本件ローン債務免除行為をする

ことを選択したのであり、本件ローン債務免除益は、その時点で本件融資銀行と本件組合が新

たな合意により形成した法律関係（本件ローン債務免除行為）によって生じたものであって、

本件組合の解散の結果として当然に生じたものではなく、本件ローン契約にノン・リコース条

項が設けられていたことによって自動的に生じたものでもない。 

 したがって、本件ローン債務免除益の発生原因である本件ローン債務免除行為は、繰り返し

生じることが予定されているものではなく、所得の源泉性を認めるに足る継続性や恒常性はな

いから、営利を目的とする継続的行為ではなく、これによって発生した本件ローン債務免除益

は、非継続要件を充足する。 

（３）被告の主張に対する反論 

ア 被告は、本件ローン債務免除行為が所得の発生原因であることを認め、除外要件の判断で

は、そのことを前提とした主張をしながら、非継続要件の判断においては、所得の発生原因

を意図的に本件組合事業にすり替えて主張しており、原告から繰り返し指摘を受けたにもか

かわらず、説得力ある反論を一切行っていない。 

イ また、被告は、所得区分の判断に当たり「当該所得が得られた直接的な原因に限らず、所

得の性質や発生の態様及びそれに関連する事実関係をも総合考慮した上で、事実関係に即し
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た法的評価を行い、各種所得の意義・要件を定めた規定のいずれに該当するかによって、所

得区分が定まる」などと主張する。 

 しかし、上記のような被告の主張を前提とすると、非継続要件の判断において、所得の発

生原因の他にあらゆる要素を同時に並列的に考慮することになる上、それらの要素をどのよ

うな基準又は順序で判断して非継続要件に当てはめるのかが一切明らかにされておらず、判

断が恣意的にならざるを得ない。特に本件のように継続的な行為等に関連して所得が発生し

た場合、継続的な行為を「一時の所得」とどのように総合考慮するのか、その結果いかなる

所得が一時所得となるのか、また「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」であると

して雑所得に該当するのか、はたまた、その場合除外要件で否定した事業所得や不動産所得

などとの相違をどのように考えるべきかなどについて、被告からは全く説明がない。 

 被告は上記のようなあいまいな解釈の下に、本件組合事業自体が営利性のある継続的行為

であることや、本件ローン契約にノン・リコース条項が設けられていたことなど、被告の望

む結論に沿う事情のみを強調して、「総合判断」と称する恣意的判断を行って本件ローン債

務免除益が継続的行為から生じた所得であると主張するが、このような解釈及び当てはめは

租税法律主義に反するものである。 

ウ さらに、民法上の任意組合を通じて得た所得については、構成員課税の原則が判例及び通

説によって確立しており、構成員課税の原則に従うならば、本件組合によって行われた本件

組合事業による所得に対する課税関係は、原告らが任意組合によらず個人で本件と同様の航

空機賃貸事業を行い、事業終了時に原告らが本件ローン債務免除益を直接得た場合の所得分

類を判断する際と同一にならなければならず、非継続要件を充足するかどうかに関しても、

本件融資銀行による債務免除に所得源泉性を認めるに足りる継続性や恒常性があるか否か

で判断しなければならないのであるが、所得の発生原因を意図的に本件組合事業とする被告

の主張は、構成員課税の原則を無視するものである。 

（４）小括 

 以上のとおりであるから、本件ローン債務免除益は営利を目的とする継続的行為から生じた

所得ではなく、非継続要件を充足する。 

５ 本件ローン債務免除益が非対価要件を充足すること 

 非対価要件とは、法文上は「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しない

所得」のことである。したがって、所得を受けた側において「労務その他の役務」を提供するか、

又は、「資産の譲渡」を行う必要があるところ、原告らが当初から一貫して主張してきたとおり、

本件では原告らは一切そのような行為を行っていない。 

 被告の主張は、要するに経済的利益を受領する者の地位とその受領との間に何らかの牽連性が

あれば足りるということであると考えられるところ、経済的利益の給付を受ける者の地位及び職

務を考慮し、「労務その他の役務」の対価を直接的な対価関係よりも広く解釈したとしても、「労

務その他の役務」の提供を不要とするような解釈は明らかに文言に反する。 

 原告らは本件組合を通じて本件融資銀行から金員を借り入れ、その返済を行ってきただけであ

り、金員を借り入れた以上その返済を行うのは当然であって、これが役務の提供や資産の譲渡と

いう債務免除の対価性を基礎付ける事情とはならないことは明白である。借り入れた金員を返済

したという事実をもって役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有するというのであれば、債

務免除益が一時所得に該当する場合は皆無となってしまうのであって、極めて不合理である。 
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 以上のとおり、本件ローン債務免除益は、労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性

質を有しないものであり、非対価要件を充足する。 

６ 本件ローン債務免除益の所得区分 

 以上によれば、本件ローン債務免除益は、一時所得に該当する。 

第２ 本件手数料免除益は一時所得に該当すること 

１ 本件手数料免除益の所得の発生原因について 

 本件手数料免除益の所得の発生原因は、本件業務執行者が本件組合に対して行った本件手数料

免除行為であり、この点は被告も認めるところである。 

２ 本件手数料免除益が不動産所得に該当しないこと 

（１）不動産所得の意義 

 不動産所得の法文上の要件である貸付けによる所得について、貸主が借主に対して一定の期

間、不動産等を使用又は収益させる対価としての性質を有する経済的利益又はこれに代わる性

質を有するものと解釈することは当事者間に争いがない。 

（２）本件手数料免除益が不動産所得に該当しないこと 

 本件手数料免除益は、本件組合事業の終了に当たり、本件組合に航空機売却後において支払

う余剰資金がない等の事情を勘案し、本件業務執行者が本件組合に対して債務免除（本件手数

料免除行為）をしたことによって発生したものである。本件手数料免除益の発生原因となった

本件手数料免除行為を行った本件業務執行者は、本件航空機の借主ではないし、本件債務免除

行為が、本件航空機を使用又は収益させたことの対価としてされたという事実がないことも明

らかである。 

 前記の不動産所得の要件に当てはめると、本件手数料免除益は、貸主が借主に対して一定の

期間航空機を使用又は収益させる対価としての性質を有する経済的利益、又は、これに代わる

性質を有するものではないことは明白であるから、航空機の貸付けによる所得ではなく、不動

産所得には該当しない。 

（３）被告の主張に対する主な反論 

ア 被告は、本件手数料免除益が不動産所得に該当するとの理由として、所得区分の判断には

「所得の性質や発生の態様及びこれらに関連する事実関係も考慮要素に含まれる」ところ、

本件手数料免除益は「本件航空機の賃貸収入を得るために必要な費用のうち未払となってい

る債務が免除されたことにより生じた利益であり、課税標準である不動産所得の計算上、賃

貸収入（賃借人から賃貸人に移転される経済的利益）から控除される費用（未払債務）が免

除されたことによる利益（所得そのものの取戻し）」であるので、「賃借人から賃貸人に移転

される経済的利益のうち目的物を使用収益する対価としての性質を有するもの」（貸付けに

よる所得）そのものに当たるなどとする経済的実質論を主張するが、被告の上記主張は、法

解釈論から逸脱した単なる直感論又は裸の実質論であり、所得税法の解釈論たり得ないのみ

ならず租税法律主義にも反するものである。 

 そもそも、ある所得の所得区分は収入等によって判断されるものであり、必要経費は所得

区分とは異なる概念である。本件手数料免除行為により免除された債務が不動産所得の必要

経費に算入されていたとしても、それが本件航空機を使用収益する対価となるか否かは別問

題である。すなわち、本件手数料免除益が不動産所得であるといえるためには、それが同法

２６条１項に規定される「航空機（中略）の貸付けによる所得」でなければならず、単に本
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件手数料が同法３７条１項に基づいて不動産所得の必要経費となることや、必要経費に算入

された本件手数料の債務免除によって経済的には所得の取戻しが生じたということを主張

するだけでは失当である。 

 なお、被告は所得税法施行令９４条１項に触れ、同項は「対応関係にある収入と費用とを

同じ所得種類に属させる典型的な状況を例示的に定めたものと理解されるべき」などと根拠

なく主張するが、対応関係にある収入と費用を同じ所得区分に属させるとの規範は所得税法

上見当たらず、これを根拠なく前提として論証すること自体が誤りである。 

イ また、被告は、本件手数料免除益は「不動産所得の計算上、賃貸収入（中略）から控除さ

れる費用（中略）が免除されたことによる利益（所得そのものの取戻し）」であるので、「賃

借人から賃貸人に移転される経済的利益のうち目的物を使用収益する対価としての性質を

有するもの」そのものに当たるとも主張するが、本件手数料免除益は本件業務執行者から本

件組合（すなわち本件業務執行者以外の本件各組合員）に移転した経済的利益であって、本

件航空機の賃借人である航空会社から移転したものではない。 

ウ 仮に、被告の主張するように、本件手数料免除益は所得の取戻しであるため不動産所得と

なるとすれば、過去の課税処分に遡って修正申告させるか、年度毎に更正処分を行うことが

検討されなければならない。 

 特に本件においては、納税者が個人であるところ、所得税法は累進税率を採用しているた

め（平成２５年法律第５号による改正前の同法８９条）、債務免除された金額を当該年に一

括して帰属させる場合と、経費として毎年に分けて帰属させる場合とでは、大きく税額が異

なり得る。このため、本来あるべき税額とは異なる税額により課税がなされるという不合理

な結論となってしまう。このような結論は実質的にみても不当であり、被告の主張する所得

の取戻し論が誤りであることを示すものである。 

（４）小括 

 以上のとおりであるから、本件手数料免除益は「航空機の貸付けによる所得」に該当せず、

不動産所得に該当しない。 

３ 本件手数料免除益は一時所得に該当すること 

 被告は、予備的主張として、本件手数料免除益が本件組合の組合員であるが故に生じたもので

あるから、営利を目的とする継続的行為から生じた所得及び労務その他の役務の対価としての性

質を有する所得に該当するとして、雑所得に該当すると主張するが、このような主張がすり替え

論法であり、かつ、構成員課税の原則に反するものであることは、本件ローン債務免除益につい

て検討したのと同様である。 

 本件手数料免除益の発生原因は本件手数料免除行為であるところ、本件手数料免除行為は、本

件組合事業終了時に本件手数料を支払う資金がない等の事情に鑑みて、本件業務執行者がやむな

く行ったものであり、本件組合事業の開始時において想定されず、本件組合契約上も繰り返して

生じることは予定されていなかったし、事実としても本件業務執行者により行われた１回限りの

ものであったから、本件手数料免除益は非継続要件を充足する。 

 また、本件組合契約上、本件各組合員が本件業務執行者に対して労務その他の役務を提供する

ことは想定されておらず、実際に労務その他の役務を提供した事実はないのであるから、本件手

数料免除益は、労務その他の役務の対価としての性質を有するものではなく、非対価要件も充足

する。 
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 したがって、本件手数料免除益は、前記のとおり、不動産所得に該当せず、除外要件を充足す

るし、非継続要件及び非対価要件も充足するから、一時所得に該当する。 

第３ 結語 

 以上のとおり、本件各免除益は、一時所得に該当する。 

以上 



82 

（別紙９） 

原告らに係る所得税の計算書 

 

１ 原告甲 

（１）総所得金額 ８８７９万６３２０円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの給与所得の金額及びウの雑所得の金額と、エ

の長期譲渡所得の金額及びオの一時所得の金額の各２分の１に相当する金額との合計額であ

る（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 ２３万６９２９円 

 上記金額は、原告甲が本件組合を通じて行っていた本件航空機の賃貸による賃貸料収入の

うちの原告甲の出資割合に応じた部分の金額２０７万９０９０円から、当該賃貸料収入に係

る為替差損１２万６２１８円、支払手数料４万４３５４円、支払利息１２７万５４８２円及

び減価償却費２９万６１０７円を差し引いた上で、租税特別措置法２５条の２第１項１号に

規定する青色申告特別控除額１０万円を控除した後の残額であり（甲Ｂイ３）、被告が本件

訴訟において主張する原告甲の不動産所得の金額から、原告甲の出資割合に応じた本件手数

料免除益の金額１２４万９５８８円を控除した金額と一致するものである（本件手数料免除

益を除けば、原告甲の不動産所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

イ 給与所得の金額 ３３９２万５０００円 

 上記金額は、原告甲確定申告と原告甲更正処分で一致するものであり（甲Ｂイ２）、当事

者間に争いがない。 

ウ 雑所得の金額 ３６０万１５１３円 

 上記金額は、本件航空機の売却日における借入金及び未払金の残高に係る同日の為替レー

トを基礎として算定された為替差益のうち、原告甲の出資割合に応じた部分の金額であり

（甲Ｂイ１）、被告が本件訴訟において主張する原告甲の雑所得の金額から、原告甲の出資

割合に応じた本件ローン債務免除益の金額３８７４万８５３８円を控除した金額と一致す

るものである（本件ローン債務免除益を除けば、原告甲の雑所得が上記金額となることは、

当事者間に争いがない。）。 

エ 長期譲渡所得の金額 ６２５６万７６３０円 

 上記金額は、所得税法３３条３項の規定に従って、次の（ア）の総収入金額から、（イ）

の取得費及び譲渡費用の金額を控除した残額から、同条４項に規定する譲渡所得の特別控除

額５０万円を控除した金額（同法２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）であ

り、当事者間に争いがない。 

（ア）総収入金額 １億２３８１万３９７７円 

 上記金額は、本件航空機の売却に係る収入金額のうち原告甲の出資割合に応じた部分の

金額９１８１万３９７７円と、原告甲が平成１９年中に行った船舶の売却に係る収入金額

３２００万円との合計額である（甲Ｂイ３）。 

（イ）取得費及び譲渡費用の金額 ６０７４万６３４７円 

 上記金額は、本件航空機の取得費（未償却残高）１５５７万７９２１円、弁護士費用２

３万９７１８円及び売却調整金５８万５０８９円並びに上記（ア）の船舶の取得費（未償

却残高）４４３４万３６１９円の合計額である（甲Ｂイ３）。 
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オ 一時所得の金額 ３９４９万８１２６円 

 上記金額は、所得税法３４条２項の規定に従って、次の（ア）の原告甲の出資割合に応じ

た本件ローン債務免除益の金額と（イ）の原告甲の出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額の合計額から、同条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額（同法

２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）である。 

（ア）原告甲の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額 ３８７４万８５３８円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告甲の出資割

合に応じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告甲の一時所得に該当する。 

（イ）原告甲の出資割合に応じた本件手数料免除益の金額 １２４万９５８８円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告甲の出資割合に応

じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告甲の一時所得に該当する。 

（２）所得控除の額の合計額 １５２万５８３４円 

 上記金額は、原告甲確定申告と原告甲更正処分で一致するものであり（甲Ｂイ２）、当事者

間に争いがない。 

（３）課税される所得金額（課税総所得金額） ８７２７万００００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額８８７９万６３２０円から上記（２）の所得控除の額

の合計額１５２万５８３４円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１０００円

未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 ２２０９万１７００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの源泉徴収税額を差し引いた後の金額（国税通則法

１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 ３２１１万２０００円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額８７２７万円に所得税法（平成２５年法律第５

号による改正前のもの）８９条１項所定の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 源泉徴収税額 １００２万０２９０円 

 上記金額は、原告甲確定申告と原告甲更正処分で一致するものであり（甲Ｂイ２）、当事

者間に争いがない。 

２ 原告乙 

（１）総所得金額 ６２９９万５８４９円 

 上記金額は、次のアの事業所得の金額（損失の額）をイの不動産所得の金額及びウの雑所得

の金額と損益通算（所得税法６９条１項及び同法施行令１９８条）した後の金額と、エの長期

譲渡所得の金額及びオの一時所得の金額の各２分の１に相当する金額との合計額である（同法

２２条２項）。 

ア 事業所得の金額 △５８万９６３６円 

 上記金額は、原告乙確定申告と原告乙更正処分で一致するものであり（甲Ｂロ２）、当事

者間に争いがない。なお、金額の前の△は、損失の額を表す。 

イ 不動産所得の金額 ５３万０５３９円 

 上記金額は、原告乙確定申告における金額であり（甲Ｂロ２）、被告が本件訴訟において
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主張する原告乙の不動産所得の金額から、原告乙の出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額１２４万９５８８円を控除した金額と一致するものである（本件手数料免除益を除けば、

原告乙の不動産所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

ウ 雑所得の金額 ５３６万４６１１円 

 上記金額は、原告乙確定申告における雑所得の金額４５３６万２７３７円から、原告乙の

出資割合に応じた本件手数料免除益の金額１２４万９５８８円及び原告乙の出資割合に応

じた本件ローン債務免除益の金額３８７４万８５３８円を差し引いた金額（原告乙更正請求

における雑所得の金額）であり（甲Ｂロ１、甲Ｂロ４の１）、被告が本件訴訟において主張

する原告乙の雑所得の金額から、原告乙の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額３

８７４万８５３８円を控除した金額と一致するものである（本件ローン債務免除益を除けば、

原告乙の雑所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

エ 長期譲渡所得の金額 ７５８８万２５４４円 

 上記金額は、原告乙確定申告と原告乙更正処分で一致するもの（所得税法２２条２項２号

による２分の１相当額算定前のもの）であり（甲Ｂロ２、甲Ｂロ３）、当事者間に争いがな

い。 

オ 一時所得の金額 ３９４９万８１２６円 

 上記金額は、所得税法３４条２項の規定に従って、次の（ア）の原告乙の出資割合に応じ

た本件ローン債務免除益の金額と（イ）の原告乙の出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額の合計額から、同条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額（同法

２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）である。 

（ア）原告乙の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額 ３８７４万８５３８円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告乙の出資割

合に応じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告乙の一時所得に該当する。 

（イ）原告乙の出資割合に応じた本件手数料免除益の金額 １２４万９５８８円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告乙の出資割合に応

じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告乙の一時所得に該当する。 

（２）上場株式等の譲渡所得等の金額 ４９３万７４９３円 

 上記金額は、原告乙確定申告と原告乙更正処分で一致するものであり（甲Ｂロ２）、当事者

間に争いがない。 

（３）先物取引に係る雑所得等の金額 ０円 

 上記金額は、原告乙確定申告と原告乙更正処分で一致するものであり（甲Ｂロ２）、当事者

間に争いがない。 

（４）所得控除の額の合計額 ９２万６００４円 

 上記金額は、次のアの社会保険料控除の額及びイのその他の所得控除の額の合計額である。 

ア 社会保険料控除の額 ４５万８６００円 

 上記金額は、原告乙更正請求と原告乙更正処分で一致するものであり（甲Ｂロ２、甲Ｂロ

４）、当事者間に争いがない。 

イ その他の所得控除の額 ４６万７４０４円 
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 上記金額は、原告乙確定申告と原告乙更正処分で一致するものであり（甲Ｂロ２、甲Ｂロ

４）、当事者間に争いがない。 

（５）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 ６２０６万９０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額６２９９万５８４９円から上記（４）の所得控除の

額の合計額９２万６００４円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１０００

円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額 ４９３万７０００円 

 上記金額は、上記（２）の上場株式等の譲渡所得等の金額４９３万７４９３円から国税通

則法１１８条１項により１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

ウ 先物取引に係る課税雑所得等の金額 ０円 

 上記金額は、上記（３）の先物取引に係る雑所得等の金額が０円であることから０円とな

る。 

（６）納付すべき税額 ２１０４万５４００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの源泉徴収税額を差し引いた後の金額（国税通則法１

１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 ２２３７万７１９０円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額及び（イ）の上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額に対する税額の合計額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 ２２０３万１６００円 

 上記金額は、前記（５）アの課税総所得金額６２０６万９０００円に所得税法（平成２

５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項所定の税率を乗じて算出した金額である。 

（イ）上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 ３４万５５９０円 

 上記金額は、前記（５）イの上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額４９３万７０００

円に租税特別措置法３７条の１１第１項所定の税率（７％）を乗じて算出した金額である。 

（ウ）先物取引に係る課税雑所得等の金額に対する税額 ０円 

 上記金額は、前記（５）ウの先物取引に係る課税雑所得等の金額が０円であることから

０円となる。 

イ 源泉徴収税額 １３３万１７１２円 

 上記金額は、原告乙確定申告と原告乙更正処分で一致するものであり（甲Ｂロ２）、当事

者間に争いがない。 

３ 原告丙 

（１）総所得金額 ６１８６万４１０６円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額及びイの雑所得の金額と、ウの長期譲渡所得の金額

及びエの一時所得の金額の各２分の１に相当する金額の合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 ４０万０６７０円 

 上記金額は、原告丙確定申告における金額であり（甲Ｂハ４の１）、被告が本件訴訟にお

いて主張する原告丙の不動産所得の金額から、原告丙の出資割合に応じた本件手数料免除益

の金額１２４万９５８８円を控除した金額と一致するものである（本件手数料免除益を除け

ば、原告丙の不動産所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 
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イ 雑所得の金額 ３６０万１５１３円 

 上記金額は、本件航空機の売却日における借入金及び未払金の残高に係る同日の為替レー

トを基礎として算定された為替差益のうち、原告丙の出資割合に応じた部分の金額（原告丙

更正請求における雑所得の金額）であり（甲Ｂハ１、甲Ｂハ４の１）、被告が本件訴訟にお

いて主張する原告丙の雑所得の金額から、原告丙の出資割合に応じた本件ローン債務免除益

の金額３８７４万８５３８円を控除した金額と一致するものである（本件ローン債務免除益

を除けば、原告丙の雑所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

ウ 長期譲渡所得の金額 ７６２２万５７２１円 

 上記金額は、原告丙確定申告における金額（所得税法２２条２項２号による２分の１相当

額算定前のもの）であり（甲Ｂハ３、甲Ｂハ４の１）、被告が本件訴訟において主張する原

告丙の長期譲渡所得の金額と一致しており、当事者間に争いがない。 

エ 一時所得の金額 ３９４９万８１２６円 

 上記金額は、所得税法３４条２項の規定に従って、次の（ア）の原告丙の出資割合に応じ

た本件ローン債務免除益の金額と（イ）の原告丙の出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額の合計額から、同条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額（同法

２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）である。 

（ア）原告丙の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額 ３８７４万８５３８円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告丙の出資割

合に応じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告丙の一時所得に該当する。 

（イ）原告丙の出資割合に応じた本件手数料免除益の金額 １２４万９５８８円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告丙の出資割合に応

じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告丙の一時所得に該当する。 

（２）上場株式等の譲渡所得等の金額 ３８７万７９１０円 

 上記金額は、原告丙確定申告における金額であり（甲Ｂハ４の１）、被告が本件訴訟におい

て主張する原告丙の上場株式等の譲渡所得等の金額と一致しており、当事者間に争いがない。 

（３）所得控除の額の合計額 ２１８万５８１６円 

 上記金額は、原告丙確定申告における金額であり（甲Ｂハ３）、被告が本件訴訟において主

張する原告丙の所得控除の額の合計額と一致しており、当事者間に争いがない。 

（４）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 ５９６７万８０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額６１８６万４１０６円から上記（３）の所得控除の

額の合計額２１８万５８１６円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１００

０円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額 ３８７万７０００円 

 上記金額は、上記（２）の上場株式等の譲渡所得等の金額３８７万７９１０円から、国税

通則法１１８条１項により１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

（５）納付すべき税額 ２１３４万６５００円 

 上記金額は、次のアの課税総所得金額に対する税額及びイの上場株式等に係る課税譲渡所得
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等の金額に対する税額の合計額（国税通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨

てた後のもの）である。 

ア 課税総所得金額に対する税額 ２１０７万５２００円 

 上記金額は、前記（４）アの課税総所得金額５９６７万８０００円に所得税法（平成２５

年法律第５号による改正前のもの）８９条１項所定の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 ２７万１３９０円 

 上記金額は、前記（４）イの上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額３８７万７０００円

に租税特別措置法３７条の１１第１項所定の税率（７％）を乗じて算出した金額である。 

４ 原告丁 

（１）総所得金額 ３億５１４３万７４４１円 

 上記金額は、次のアの事業所得の金額、イの不動産所得の金額及びウの雑所得の金額と、エ

の長期譲渡所得の金額及びオの一時所得の金額の各２分の１に相当する金額との合計額であ

る（所得税法２２条２項）。 

ア 事業所得の金額 ２億２７５３万８５４０円 

 上記金額は、原告丁確定申告と原告丁更正処分で一致するものであり（甲Ｂニ２）、当事

者間に争いがない。 

イ 不動産所得の金額 ３５万１３３４円 

 上記金額は、原告丁確定申告における金額であり（甲Ｂニ２）、被告が本件訴訟において

主張する原告丁の不動産所得の金額から、原告丁の出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額２４９万９１７６円を控除した金額と一致するものである（本件手数料免除益を除けば、

原告丁の不動産所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

ウ 雑所得の金額 ７３２万０７３７円 

 上記金額は、原告丁確定申告における金額であり（甲Ｂニ２）、被告が本件訴訟において

主張する原告丁の雑所得の金額から、原告丁の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金

額７７４９万７０７６円を控除した金額と一致するものである（本件ローン債務免除益を除

けば、原告丁の雑所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

エ 長期譲渡所得の金額 １億５２９５万７４０９円 

 上記金額は、原告丁確定申告と原告丁更正処分で一致するもの（所得税法２２条２項２号

による２分の１相当額算定前のもの）であり（甲Ｂニ２、弁論の全趣旨）、当事者間に争い

がない。 

オ 一時所得の金額 ７９４９万６２５２円 

 上記金額は、所得税法３４条２項の規定に従って、次の（ア）の原告丁の出資割合に応じ

た本件ローン債務免除益の金額と（イ）の原告丁の出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額の合計額から、同条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額（同法

２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）である。 

（ア）原告丁の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額 ７７４９万７０７６円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告丁の出資割

合に応じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告丁の一時所得に該当する。 

（イ）原告丁の出資割合に応じた本件手数料免除益の金額 ２４９万９１７６円 
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 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告丁の出資割合に応

じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告丁の一時所得に該当する。 

（２）所得控除の額の合計額 ２３２万９５１５円 

 上記金額は、原告丁確定申告と原告丁更正処分で一致するものであり（甲Ｂニ２）、当事者

間に争いがない。 

（３）課税される所得金額（課税総所得金額） ３億４９１０万７０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額３億５１４３万７４４１円から上記（２）の所得控除

の額の合計額２３２万９５１５円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１００

０円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（４）申告納税額 １億２８４７万５９００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの源泉徴収税額を差し引いた後の金額（国税通則法

１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 １億３６８４万６８００円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額３億４９１０万７０００円に所得税法（平成２

５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項所定の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 源泉徴収税額 ８３７万０８１５円 

 上記金額は、原告丁確定申告と原告丁更正処分で一致するものであり（甲Ｂニ２）、当事

者間に争いがない。 

（５）納付すべき税額 ８１０１万６３００円 

 上記金額は、前記（４）の申告納税額から、原告丁確定申告と原告丁更正処分で一致する予

定納税額４７４５万９６００円（甲Ｂニ２）を差し引いた後の金額（国税通則法１１９条１項

により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

５ 原告戊 

（１）総所得金額 １億２４０５万８４３８円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの給与所得の金額及びウの雑所得の金額と、エ

の長期譲渡所得の金額及びオの一時所得の金額の各２分の１に相当する金額との合計額であ

る（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 ３１１７万５３６６円 

 上記金額は、原告戊確定申告における金額であり（甲Ｂホ２）、被告が本件訴訟において

主張する原告戊の不動産所得の金額から、原告戊の出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額１２４万９５８８円を控除した金額と一致するものである（本件手数料免除益を除けば、

原告戊の不動産所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

イ 給与所得の金額 ３１７４万００００円 

 上記金額は、原告戊確定申告と原告戊更正処分で一致するものであり（甲Ｂホ２）、当事

者間に争いがない。 

ウ 雑所得の金額 ３９３万８３８５円 

 上記金額は、原告戊確定申告における金額であり（甲Ｂホ２）、被告が本件訴訟において

主張する原告戊の雑所得の金額から、原告戊の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金

額３８７４万８５３８円を控除した金額と一致するものである（本件ローン債務免除益を除
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けば、原告戊の雑所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

エ 長期譲渡所得の金額 ７４９１万１２４９円 

 上記金額は、原告戊確定申告と原告戊更正処分で一致する金額（所得税法２２条２項２号

による２分の１相当額算定前のもの）であり（甲Ｂホ２、弁論の全趣旨）、当事者間に争い

がない。 

オ 一時所得の金額 ３９４９万８１２６円 

 上記金額は、所得税法３４条２項の規定に従って、次の（ア）の原告戊の出資割合に応じ

た本件ローン債務免除益の金額と（イ）の原告戊の出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額の合計額から、同条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額（同法

２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）である。 

（ア）原告戊の出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額 ３８７４万８５３８円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告戊の出資割

合に応じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告戊の一時所得に該当する。 

（イ）原告戊の出資割合に応じた本件手数料免除益の金額 １２４万９５８８円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告戊の出資割合に応

じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告戊の一時所得に該当する。 

（２）所得控除の額の合計額 ４８２万７８２２円 

 上記金額は、原告戊確定申告と原告戊更正処分で一致するものであり（甲Ｂホ２）、当事者

間に争いがない。 

（３）課税される所得金額（課税総所得金額） １億１９２３万００００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額１億２４０５万８４３８円から上記（２）の所得控除

の額の合計額４８２万７８２２円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１００

０円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（４）申告納税額 ３７３４万６２００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの源泉徴収税額を差し引いた後の金額（国税通則法

１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 ４４８９万６０００円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額１億１９２３万円に所得税法（平成２５年法律

第５号による改正前のもの）８９条１項所定の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 源泉徴収税額 ７５４万９８００円 

 上記金額は、原告戊確定申告と原告戊更正処分で一致するものであり（甲Ｂホ２）、当事

者間に争いがない。 

（５）納付すべき税額 ３４４８万７０００円 

 上記金額は、前記（４）の申告納税額から、原告戊確定申告と原告戊更正処分で一致する予

定納税額２８５万９２００円（甲Ｂホ２）を差し引いた後の金額（国税通則法１１９条１項に

より１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

６ 原告Ａ 

（１）総所得金額 １億２６３２万０３７９円 
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 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの給与所得の金額及びウの雑所得の金額と、エ

の長期譲渡所得の金額及びオの一時所得の金額の各２分の１に相当する金額との合計額であ

る（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 ９４６万５５０４円 

 上記金額は、原告Ａ修正申告における金額であり（甲Ｂヘ２）、被告が本件訴訟において

主張する原告Ａの不動産所得の金額から、原告Ａの出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額１２４万９５８８円を控除した金額と一致するものである（本件手数料免除益を除けば、

原告Ａの不動産所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

イ 給与所得の金額 ３７８５万８０００円 

 上記金額は、原告Ａ修正申告と原告Ａ更正処分で一致するものであり（甲Ｂヘ２）、当事

者間に争いがない。 

ウ 雑所得の金額 ２１１５万９９３５円 

 上記金額は、原告Ａ修正申告における金額であり（甲Ｂヘ２）、被告が本件訴訟において

主張する原告Ａの雑所得の金額から、原告Ａの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金

額３８７４万８５３８円を控除した金額と一致するものである（本件ローン債務免除益を除

けば、原告Ａの雑所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

エ 長期譲渡所得の金額 ７６１７万５７５５円 

 上記金額は、原告Ａ修正申告と原告Ａ更正処分で一致するもの（所得税法２２条２項２号

による２分の１相当額算定前のもの）であり（甲Ｂヘ２、甲Ｂヘ３）、当事者間に争いがな

い。 

オ 一時所得の金額 ３９４９万８１２６円 

 上記金額は、所得税法３４条２項の規定に従って、次の（ア）の原告Ａの出資割合に応じ

た本件ローン債務免除益の金額と（イ）の原告Ａの出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額の合計額から、同条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額（同法

２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）である。 

（ア）原告Ａの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額 ３８７４万８５３８円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告Ａの出資割

合に応じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告Ａの一時所得に該当する。 

（イ）原告Ａの出資割合に応じた本件手数料免除益の金額 １２４万９５８８円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告Ａの出資割合に応

じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告Ａの一時所得に該当する。 

（２）上場株式等の譲渡所得等の金額 ３３１２万６７２１円 

 上記金額は、原告Ａ修正申告と原告Ａ更正処分で一致するものであり（甲Ｂヘ２）、当事者

間に争いがない。 

（３）所得控除の額の合計額 ２９８万３１６５円 

 上記金額は、原告Ａ修正申告と原告Ａ更正処分で一致するものであり（甲Ｂヘ２）、当事者

間に争いがない。 

（４）課税される所得金額 
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ア 課税総所得金額 １億２３３３万７０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額１億２６３２万０３７９円から上記（３）の所得控

除の額の合計額２９８万３１６５円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１

０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額 ３３１２万６０００円 

 上記金額は、上記（２）の上場株式等の譲渡所得等の金額３３１２万６７２１円から国税

通則法１１８条１項により１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

（５）納付すべき税額 ３７２２万５６００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの源泉徴収税額を差し引いた後の金額（国税通則法

１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 ４８８５万７６２０円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額及び（イ）の上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額に対する税額の合計額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 ４６５３万８８００円 

 上記金額は、前記（４）アの課税総所得金額１億２３３３万７０００円に所得税法（平

成２５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項所定の税率を乗じて算出した金額で

ある。 

（イ）上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 ２３１万８８２０円 

 上記金額は、前記（４）イの上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額３３１２万６００

０円に租税特別措置法３７条の１１第１項所定の税率（７％）を乗じて算出した金額であ

る。 

イ 源泉徴収税額 １１６３万１９３７円 

 上記金額は、原告Ａ修正申告と原告Ａ更正処分で一致するものであり（甲Ｂヘ２）、当事

者間に争いがない。 

７ 原告Ｂ 

（１）総所得金額 １億５４７７万５３０８円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額と、ウの長期譲渡所得の金額及びエの一時所得の金

額の各２分の１に相当する金額との合計額である（所得税法２２条２項）。なお、マイナスと

なっているイの雑所得の金額については、損益通算をすることができない。 

ア 不動産所得の金額 ３３２万５９９６円 

 上記金額は、原告Ｂ確定申告における金額であり（甲Ｂト２）、被告が本件訴訟において

主張する原告Ｂの不動産所得の金額から、原告Ｂの出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額２１２万４３００円を控除した金額と一致するものである（本件手数料免除益を除けば、

原告Ｂの不動産所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

イ 雑所得の金額 △１９１万２４８９円 

 上記金額は、原告Ｂ確定申告における金額であり（甲Ｂト４）、被告が本件訴訟において

主張する原告Ｂの雑所得の金額から、原告Ｂの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金

額６５８７万２５１４円を控除した金額と一致するものである（本件ローン債務免除益を除

けば、原告Ｂの雑所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。なお、金額の前

の△は損失の金額を表す。 
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ウ 長期譲渡所得の金額 ２億３５４０万１８１１円 

 上記金額は、原告Ｂ確定申告と原告Ｂ更正処分で一致するもの（所得税法２２条２項２号

による２分の１相当額算定前のもの）であり（甲Ｂト２、甲Ｂト３）、当事者間に争いがな

い。 

エ 一時所得の金額 ６７４９万６８１４円 

 上記金額は、所得税法３４条２項の規定に従って、次の（ア）の原告Ｂの出資割合に応じ

た本件ローン債務免除益の金額と（イ）の原告Ｂの出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額の合計額から、同条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額（同法

２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）である。 

（ア）原告Ｂの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額 ６５８７万２５１４円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告Ｂの出資割

合に応じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告Ｂの一時所得に該当する。 

（イ）原告Ｂの出資割合に応じた本件手数料免除益の金額 ２１２万４３００円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告Ｂの出資割合に応

じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告Ｂの一時所得に該当する。 

（２）所得控除の額の合計額 ２６５万１５３０円 

 上記金額は、原告Ｂ確定申告と原告Ｂ更正処分で一致するものであり（甲Ｂト２）、当事者

間に争いがない。 

（３）課税される所得金額（課税総所得金額） １億５２１２万３０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額１億５４７７万５３０８円から上記（２）の所得控除

の額の合計額２６５万１５３０円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１００

０円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 ５８０５万３２００円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額１億５２１２万３０００円に所得税法（平成２５

年法律第５号による改正前のもの）８９条１項所定の税率を乗じて算出した金額である。 

８ 原告Ｃ 

（１）総所得金額 ２億８１３２万８５２５円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの配当所得の金額、ウの給与所得の金額及びエ

の雑所得の金額と、オの長期譲渡所得の金額及びカの一時所得の金額の各２分の１に相当する

金額との合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 ７４万６７７９円 

 上記金額は、原告Ｃ確定申告における金額であり（甲Ｂチ２）、被告が本件訴訟において

主張する原告Ｃの不動産所得の金額から、原告Ｃの出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額２４９万９１７６円を控除した金額と一致するものである（本件手数料免除益を除けば、

原告Ｃの不動産所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

イ 配当所得の金額 ３５６８万１３００円 

 上記金額は、原告Ｃ確定申告と原告Ｃ更正処分で一致するものであり（甲Ｂチ２）、当事

者間に争いがない。 
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ウ 給与所得の金額 ９８３３万５０００円 

 上記金額は、原告Ｃ確定申告と原告Ｃ更正処分で一致するものであり（甲Ｂチ２）、当事

者間に争いがない。 

エ 雑所得の金額 ７９万６６２０円 

 上記金額は、原告Ｃ確定申告における金額であり（甲Ｂチ２）、被告が本件訴訟において

主張する原告Ｃの雑所得の金額から、原告Ｃの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金

額７７４９万７０７６円を控除した金額と一致するものである（本件ローン債務免除益を除

けば、原告Ｃの雑所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

オ 長期譲渡所得の金額 ２億１２０４万１４０１円 

 上記金額は、原告Ｃ確定申告と原告Ｃ更正処分で一致するもの（所得税法２２条２項２号

による２分の１相当額算定前のもの）であり（甲Ｂチ２、甲Ｂチ３）、当事者間に争いがな

い。 

カ 一時所得の金額 ７９４９万６２５２円 

 上記金額は、所得税法３４条２項の規定に従って、次の（ア）の原告Ｃの出資割合に応じ

た本件ローン債務免除益の金額と（イ）の原告Ｃの出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額の合計額から、同条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額（同法

２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）である。 

（ア）原告Ｃの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額 ７７４９万７０７６円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告Ｃの出資割

合に応じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告Ｃの一時所得に該当する。 

（イ）原告Ｃの出資割合に応じた本件手数料免除益の金額 ２４９万９１７６円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告Ｃの出資割合に応

じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告Ｃの一時所得に該当する。 

（２）株式等に係る譲渡所得等の金額 ０円 

 上記金額は、原告Ｃ確定申告と原告Ｃ更正処分で一致するものであり（甲Ｂチ２）、当事者

間に争いがない。 

（３）所得控除の額の合計額 ３１３万７３６６円 

 上記金額は、原告Ｃ確定申告と原告Ｃ更正処分で一致するものであり（甲Ｂチ２）、当事者

間に争いがない。 

（４）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 ２億７８１９万１０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額２億８１３２万８５２５円から上記（３）の所得控

除の額の合計額３１３万７３６６円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１

０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 株式等に係る課税譲渡所得等の金額 ０円 

 上記金額は、上記（２）の株式等に係る譲渡所得等の金額が０円であることから０円とな

る。 

（５）申告納税額 ６４０２万９１００円 
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 上記金額は、次のアの算出税額から、イの配当控除の額及びウの源泉徴収税額を差し引いた

後の金額（国税通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 １億０８４８万０４００円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額及び（イ）の株式等に係る課税譲

渡所得等の金額に対する税額の合計額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 １億０８４８万０４００円 

 上記金額は、前記（４）アの課税総所得金額２億７８１９万１０００円に所得税法（平

成２５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項所定の税率を乗じて算出した金額で

ある。 

（イ）株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 ０円 

 上記金額は、前記（４）イの株式等に係る課税譲渡所得等の金額が０円であることから

０円となる。 

イ 配当控除の額 １７８万４０６５円 

 上記金額は、上記（１）イの配当所得の金額３５６８万１３００円に、所得税法９２条１

項所定の１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

ウ 源泉徴収税額 ４２６６万７１８４円 

 上記金額は、原告Ｃ確定申告と原告Ｃ更正処分で一致するものであり（甲Ｂチ２）、当事

者間に争いがない。 

（６）納付すべき税額 ６０２４万４１００円 

 上記金額は、前記（５）の申告納税額から、原告Ｃ確定申告及び原告Ｃ更正処分で一致する

予定納税額３７８万５０００円（甲Ｂチ２）を差し引いた後の金額（国税通則法１１９条１項

により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

９ 原告Ｄ 

（１）総所得金額 １億５５３３万６６８９円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの配当所得の金額、ウの給与所得の金額及びエ

の雑所得の金額と、オの長期譲渡所得の金額及びカの一時所得の金額の各２分の１に相当する

金額との合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 １７万３０２０円 

 上記金額は、原告Ｄ確定申告における金額であり（甲Ｂリ２）、被告が本件訴訟において

主張する原告Ｄの不動産所得の金額から、原告Ｄの出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額１７４万９４２３円を控除した金額と一致するものである（本件手数料免除益を除けば、

原告Ｄの不動産所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

イ 配当所得の金額 １１９５万２０００円 

 上記金額は、原告Ｄ確定申告と原告Ｄ更正処分で一致するものであり（甲Ｂリ２）、当事

者間に争いがない。 

ウ 給与所得の金額 ５５３０万００００円 

 上記金額は、原告Ｄ確定申告と原告Ｄ更正処分で一致するものであり（甲Ｂリ２）、当事

者間に争いがない。 

エ 雑所得の金額 ７６２万５１０８円 

 上記金額は、原告Ｄ確定申告における金額であり（甲Ｂリ２）、被告が本件訴訟において
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主張する原告Ｄの雑所得の金額から、原告Ｄの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金

額５４２４万７９５３円を控除した金額と一致するものである（本件ローン債務免除益を除

けば、原告Ｄの雑所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

オ 長期譲渡所得の金額 １億０５０７万５７４７円 

 上記金額は、原告Ｄ確定申告と原告Ｄ更正処分で一致するもの（所得税法２２条２項２号

による２分の１相当額算定前のもの）であり（甲Ｂリ２、甲Ｂリ３）、当事者間に争いがな

い。 

カ 一時所得の金額 ５５４９万７３７６円 

 上記金額は、所得税法３４条２項の規定に従って、次の（ア）の原告Ｄの出資割合に応じ

た本件ローン債務免除益の金額と（イ）の原告Ｄの出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額の合計額から、同条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額（同法

２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）である。 

（ア）原告Ｄの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額 ５４２４万７９５３円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告Ｄの出資割

合に応じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告Ｄの一時所得に該当する。 

（イ）原告Ｄの出資割合に応じた本件手数料免除益の金額 １７４万９４２３円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告Ｄの出資割合に応

じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告Ｄの一時所得に該当する。 

（２）上場株式等の譲渡所得等の金額 ９３５万９６２１円 

 上記金額は、原告Ｄ確定申告と原告Ｄ更正処分で一致するものであり（甲Ｂリ２）、当事者

間に争いがない。 

（３）所得控除の額の合計額 １２３万８８８０円 

 上記金額は、原告Ｄ確定申告と原告Ｄ更正処分で一致するものであり（甲Ｂリ２）、当事者

間に争いがない。 

（４）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 １億５４０９万７０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額１億５５３３万６６８９円から上記（３）の所得控

除の額の合計額１２３万８８８０円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１

０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額 ９３５万９０００円 

 上記金額は、上記（２）の上場株式等の譲渡所得等の金額９３５万９６２１円から国税通

則法１１８条１項により１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

（５）申告納税額 ３７６９万８９００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの配当控除の額及びウの源泉徴収税額を差し引いた

後の金額（国税通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 ５９４９万７９３０円 

 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額及び（イ）の上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額に対する税額の合計額である。 
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（ア）課税総所得金額に対する税額 ５８８４万２８００円 

 上記金額は、前記（４）アの課税総所得金額１億５４０９万７０００円に所得税法（平

成２５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項所定の税率を乗じて算出した金額で

ある。 

（イ）上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 ６５万５１３０円 

 上記金額は、前記（４）イの上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額９３５万９０００

円に租税特別措置法３７条の１１第１項所定の税率（７％）を乗じて算出した金額である。 

イ 配当控除の額 ５９万７６００円 

 上記金額は、前記（１）イの配当所得の金額１１９５万２０００円に、所得税法９２条１

項所定の１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

ウ 源泉徴収税額 ２１２０万１３４０円 

 上記金額は、原告Ｄ確定申告と原告Ｄ更正処分で一致するものであり（甲Ｂリ２）、当事

者間に争いがない。 

（６）納付すべき税額 ３６８９万７９００円 

 上記金額は、前記（５）の申告納税額から、原告Ｄ確定申告と原告Ｄ更正処分で一致する予

定納税額８０万１０００円（甲Ｂリ２）を差し引いた後の金額（国税通則法１１９条１項によ

り１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

10 原告Ｅ 

（１）総所得金額 ４億１７５５万９５０４円 

 上記金額は、次のアの不動産所得の金額、イの配当所得の金額、ウの給与所得の金額及びエ

の雑所得の金額と、オの長期譲渡所得の金額及びカの一時所得の金額の各２分の１に相当する

金額との合計額である（所得税法２２条２項）。 

ア 不動産所得の金額 １８７万９０６６円 

 上記金額は、原告Ｅ確定申告に係る確定申告書に記載された不動産所得の金額１９７万９

０６６円から、租税特別措置法２５条の２第１項１号に規定する青色申告特別控除額１０万

円を控除した後の金額であり（甲Ｂヌ２）、被告が本件訴訟において主張する原告Ｅの不動

産所得の金額から、原告Ｅの出資割合に応じた本件手数料免除益の金額３７４万８７６５円

を控除した金額と一致するものである（本件手数料免除益を除けば、原告Ｅの不動産所得が

上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 

イ 配当所得の金額 ８５６８万７８７５円 

 上記金額は、原告Ｅ確定申告と原告Ｅ更正処分で一致するものであり（甲Ｂヌ２）、当事

者間に争いがない。 

ウ 給与所得の金額 １億２１１３万５０００円 

 上記金額は、原告Ｅ確定申告と原告Ｅ更正処分で一致するものであり（甲Ｂヌ２）、当事

者間に争いがない。 

エ 雑所得の金額 ４７９万０５７５円 

 上記金額は、原告Ｅ確定申告における金額であり（甲Ｂヌ２）、被告が本件訴訟において

主張する原告Ｅの雑所得の金額から、原告Ｅの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金

額１億１６２４万５６１２円を控除した金額と一致するものである（本件ローン債務免除益

を除けば、原告Ｅの雑所得が上記金額となることは、当事者間に争いがない。）。 
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オ 長期譲渡所得の金額 ２億８８６３万９５９９円 

 上記金額は、原告Ｅ確定申告と原告Ｅ更正処分で一致するもの（所得税法２２条２項２号

による２分の１相当額算定前のもの）であり（甲Ｂヌ２、甲Ｂヌ３）、当事者間に争いがな

い。 

カ 一時所得の金額 １億１９４９万４３７７円 

 上記金額は、所得税法３４条２項の規定に従って、次の（ア）の原告Ｅの出資割合に応じ

た本件ローン債務免除益の金額と（イ）の原告Ｅの出資割合に応じた本件手数料免除益の金

額の合計額から、同条３項に規定する一時所得の特別控除額５０万円を控除した金額（同法

２２条２項２号による２分の１相当額算定前のもの）である。 

（ア）原告Ｅの出資割合に応じた本件ローン債務免除益の金額 

 １億１６２４万５６１２円 

 上記金額は、本件組合が本件融資銀行から本件ローン債務免除行為を受けたことによっ

て生じた本件ローン債務免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告Ｅの出資割

合に応じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告Ｅの一時所得に該当する。 

（イ）原告Ｅの出資割合に応じた本件手数料免除益の金額 ３７４万８７６５円 

 上記金額は、本件組合が本件業務執行者から本件手数料免除行為を受けたことによって

生じた本件手数料免除益のうち、別紙３出資金等一覧表のとおり、原告Ｅの出資割合に応

じた部分の金額であり、本文中の判断のとおり、原告Ｅの一時所得に該当する。 

（２）上場株式等の譲渡所得等の金額 ２２２万４２８７円 

 上記金額は、原告Ｅが株式等の取引を行っていたＯ証券株式会社本店が発行した原告Ｅに係

る平成１９年分の年間取引報告書の記載に基づき、譲渡の対価の額５３９７万５０００円から

取得費及び譲渡に要した費用の額等５１７５万０７１３円を控除した金額であり（甲Ｂヌ２）、

当事者間に争いがない。 

（３）所得控除の額の合計額 ３０３万６１６６円 

 上記金額は、原告Ｅ確定申告と原告Ｅ更正処分で一致するものであり（甲Ｂヌ２）、当事者

間に争いがない。 

（４）課税される所得金額 

ア 課税総所得金額 ４億１４５２万３０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額４億１７５５万９５０４円から上記（３）の所得控

除の額の合計額３０３万６１６６円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１

０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ 上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額 １５８万００００円 

 上記金額は、上記（２）の上場株式等の譲渡所得等の金額２２２万４２８７円から原告Ｅ

が確定申告書に記載した前年から繰り越された株式等に係る譲渡損失の金額６４万３７２

４円を控除した後の金額（国税通則法１１８条１項により１０００円未満の端数を切り捨て

た後のもの）である。 

（５）申告納税額 ９７０３万１０００円 

 上記金額は、次のアの算出税額から、イの配当控除の額及びウの源泉徴収税額を差し引いた

後の金額（国税通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ア 算出税額 １億６３１２万３８００円 
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 上記金額は、次の（ア）の課税総所得金額に対する税額及び（イ）の上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額に対する税額の合計額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額 １億６３０１万３２００円 

 上記金額は、前記（４）アの課税総所得金額４億１４５２万３０００円に所得税法（平

成２５年法律第５号による改正前のもの）８９条１項所定の税率を乗じて算出した金額で

ある。 

（イ）上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額 １１万０６００円 

 上記金額は、前記（４）イの上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額１５８万円に租税

特別措置法３７条の１１第１項所定の税率（７％）を乗じて算出した金額である。 

イ 配当控除の額 ４２８万４３９３円 

 上記金額は、上記（１）イの配当所得の金額８５６８万７８７５円に、所得税法９２条１

項所定の１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

ウ 源泉徴収税額 ６１８０万８３７６円 

 上記金額は、次の（ア）の上場株式等の譲渡所得等に係る源泉徴収税額及び（イ）の（ア）

以外の源泉徴収税額の各金額の合計額である。 

（ア）上場株式等の譲渡所得等に係る源泉徴収税額 １５万５６９７円 

 上記金額は、原告Ｅが株式等の取引を行っていたＯ証券株式会社本店が発行した原告Ｅ

に係る平成１９年分の年間取引報告書に源泉徴収税額として記載された金額であり（甲Ｂ

ヌ２）、当事者間に争いがない。 

（イ）（ア）以外の源泉徴収税額 ６１６５万２６７９円 

 上記金額は、原告Ｅの保有するＰ株式会社株式から生じる平成１９年分の配当所得に係

る源泉徴収税額１７１３万７５７５円及び原告Ｅが同社から得た平成１９年分の給与所

得に係る源泉徴収税額４４５１万５１０４円の合計額であり（甲Ｂヌ２）、当事者間に争

いがない。 

（６）納付すべき税額 ８８８０万６２００円 

 上記金額は、前記（５）の申告納税額から、原告Ｅ確定申告と原告Ｅ更正処分で一致する予

定納税額８２２万４８００円（甲Ｂヌ２）を差し引いた後の金額（国税通則法１１９条１項に

より１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

以上 

 


